
 

 

 

平成２８事業年度 

 

 

事 業 報 告 書 

 

 

自 平成２８年４月１日 

 

至 平成２９年３月３１日 

 

 

 

 

 

公立大学法人 

横浜市立大学 



 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

. 

 



 

目 次 

 

 

「公立大学法人横浜市立大学の概要」 

１ 目標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

２ 業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

３ 事務所等の所在地・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

４ 資本金の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

５ 役員の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

６ 職員の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

７ 学部等の構成・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

８ 学生の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

９ 設立の根拠となる法律名・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

10 設立団体・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

11 沿革・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４ 

12 経営審議会・教育研究審議会・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５ 

(1) 経営審議会・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ５ 

(2) 教育研究審議会・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ６ 

 

「事業の実施状況」 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための取組・・・・・・・・・・・・・・・・ ７ 

Ⅰ-１教育に関する取組 

１ 全学的な取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７ 

（１）教育の質の保証・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７ 

（２）地域貢献や国際化に繋がる教育研究の充実【地域貢献】【国際化】・・・・・・・・・・・・・・１６ 

２ 学部教育に関する取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９ 

  共通教養教育 

（１）国際社会で活躍できる人材の育成を目指した共通教養教育の改善・充実【国際化】・・・・・・ １９ 

  国際総合科学部 

（１）都市の課題解決への対応等を視点にしたコースの再編成、および学部・大学院の一貫性ある教育の 

実施・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１ 

（２）コース再編成を受けた学部教育の改善・充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２ 

（３）国際的に活躍できる人材育成に向けた教育の国際化推進【国際化】・・・・・・・・・・・・・ ２３ 

  医学部（医学科・看護学科） 

（１）新教室の設置および教室再編など学部教育の改善・充実【地域貢献】・・・・・・・・・・・・ ２４ 

（２）医師不足診療科などを考慮した教育の充実【地域貢献】・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２６ 

（３）医学科・看護学科定員増後の教育の質確保・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２７ 



 

３ 大学院教育に関する取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２９ 

  大学院共通 

（１）生命医科学分野の再編・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２９ 

  都市社会文化・国際マネジメント・生命ナノシステム科学・生命医科学研究科 

（１）コースが再編された学部・大学院の一貫性ある教育内容の実施・・・・・・・・・・・・・・・２９ 

（２）都市の課題解決への対応等を視点にしたカリキュラムの改善・充実【地域貢献】【国際化】・・・３０ 

（３）理学と医学を融合した基礎研究から応用研究までの幅広い知識と視野を有する人材の育成と 

世界的レベルの研究拠点の形成 【地域貢献】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３１ 

  医学研究科 

（１）医学研究の更なる充実とその成果の医療への展開を担う人材の育成及び高度専門看護職等養成体制の 

   整備【地域貢献】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３１ 

４ 学生支援に関する取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３２ 

（１）学生の学習・学外活動支援及び生活環境の整備拡充【国際化】・・・・・・・・・・・・・・・ ３２ 

（２）キャリア教育・職業教育の充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３６ 

Ⅰ-２研究の推進に関する取組 

 １ 研究水準及び研究の成果等に関する取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３７ 

 （１）研究の充実と外部資金の獲得・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３７ 

 （２）研究成果・知的財産を地域社会へ還元【地域貢献】【国際化】・・・・・・・・・・・・・・・・３８ 

 ２ 研究実施体制等の整備に関する取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４０ 

 （１）将来の医療に貢献する先端医科学研究センターの施設建設を含む研究推進体制の整備・・・・・４０ 

 （２）生命医科学分野の再編・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４０ 

Ⅰ－３教育研究の実施体制に関する取組 

１ 教育研究の実施体制の整備に関する取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４１ 

 （１）柔軟な教育研究体制の構築・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４１ 

Ⅱ 附属２病院（附属病院及び附属市民総合医療センター）に関する目標を達成するための取組・・・・４２ 

 １ 医療分野・医療提供等に関する取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４２ 

 （１）市や県の医療政策上での位置づけによる救急医療体制など医療機能の充実【地域貢献】・・・・ ４２ 

 （２）附属２病院の役割分担の明確化による医療提供【地域貢献】・・・・・・・・・・・・・・・・ ４４ 

 （３）大学附属病院として担う高度先進的医療・地域医療連携の推進【地域連携】・・・・・・・・・ ４６ 

 （４）救急医療や高度先進的医療などを行うための医療機器や設備の整備・更新【地域貢献】・・・・ ４８ 

 （５）研究の充実【地域貢献】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４８ 

 ２ 医療人材の育成等に関する取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４９ 

 （１）医学教育や医師・看護師等医療スタッフの育成【地域貢献】・・・・・・・・・・・・・・・・ ４９ 

 （２）医師・看護師等医療スタッフの確保・労働環境整備【地域貢献】・・・・・・・・・・・・・・ ５３ 

 （３）地域医療従事者向け研修等の充実【地域貢献】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５４ 

 ３ 医療安全管理体制・病院運営等に関する取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５５ 

 （１）医療安全管理体制の充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５５ 



 

 （２）附属２病院の運営体制の強化や経営効率化の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５６ 

 （３）病院機能の充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６０ 

 （４）広報・市民啓発の充実【地域貢献】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６２ 

 （５）各種指標の整備・活用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６３ 

Ⅲ 法人の経営に関する目標を達成するための取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６４ 

 Ⅲ－１業務運営の改善に関する取組 

 １ ガバナンス及びコンプライアンスの強化など運営の改善に関する取組・・・・・・・・・・・・・６４ 

（１）ガバナンスの強化・コンプライアンス体制の充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６４ 

 ２ 人材育成・人事制度に関する取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６６ 

（１）教員の人事制度の効果的な運用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６６ 

（２）職員の人材育成とモチベーションの向上・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６７ 

（３）教職員の心身ケアの充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６７ 

 ３ 大学の発展に向けた整備等に関する取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６８ 

 （１）施設整備と環境改善・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６８ 

 （２）大学間連携の構築に向けた検討・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６９ 

 ４ 情報の管理・発信に関する取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７０ 

 （１）情報の提供及び公開・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７０ 

 （２）個人情報の保護・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７０ 

 （３）大学データの蓄積・活用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７０ 

 （４）大学広報の充実【地域貢献】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７１ 

 Ⅲ－２財務内容の改善に関する取組 

１ 運営交付金に関する取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７２ 

 ２ 自己収入の拡充に関する取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７２ 

 （２）寄付制度の充実等による自己収入の確保・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７２ 

 ３ 経営の効率化に関する取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７３ 

 （１）効果的な人件費管理の運用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７３ 

 （２）事務改善等による経営の効率化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７３ 

Ⅳ 自己点検及び評価に関する目標を達成するための取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７４ 

１ 事業の進捗管理に関する取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７４ 

（１）中期計画・年度計画に沿った事業の進捗管理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７４ 

 

 



1 

公立大学法人横浜市立大学事業報告書 

 

 

「公立大学法人横浜市立大学の概要」 

 

１ 目標 

公立大学法人横浜市立大学は、横浜市が定めた中期計画の達成に向けて第３期中期計画（平成 29 年～

34 年）を策定した。本学のミッションである「国際都市横浜と共に歩み、教育・研究・医療分野をリー

ドする役割を果たすことをその使命とし、社会の発展に寄与する市民の誇りとなる大学を目指す」を念頭

に、教育と研究の一体化を引き続き推進しながら、豊かな教養、豊かな人間性、倫理観を養う人間教育の

場とし、「横浜から世界へ羽ばたく」人材育成と知の創成・発信に取り組む。また、横浜市立大学の存在

意義は、市民をはじめとする地域社会などから、本学の教育・研究・診療が必要とされることであること

から、本学の魅力を一層高めつつ、学生・市民・社会に対して本学が有する知的・医療資源の還元にも積

極的に取り組む。 

当該計画の中で、具体的な取組を以下に示す。 

 

＜教育＞ 

◎より専門性をもった人材、超スマート社会で活躍する人材を輩出するため、データサイエンス学部（仮

称）の新設と国際総合科学部の再編 

◎大学の国際化を目指した留学生の受入拡充に向けた学修環境の整備 

 

＜研究＞ 

◎先端医科学研究センターを中心に再生医療等将来の医療につながる橋渡し研究推進 

◎横浜市がん撲滅対策推進条例を踏まえた先進的な治療につながるがん研究の促進 

 

＜診療（附属２病院）＞ 

◎臨床研究中核病院の早期承認による質の高い臨床研究や治験の推進 

◎地域医療構想を踏まえた高度医療の推進 

 

 

２ 業務 

(1) 大学を設置し、これを経営すること。 

(2) 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと。 

(3) 法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人以外の者との連携に

よる教育研究活動を行うこと。 

(4) 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 

(5) 教育研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること。 

(6) 前述の業務に附帯する業務を行うこと。 
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３ 事務所等の所在地 

(1) 金沢八景キャンパス 

   神奈川県横浜市金沢区瀬戸２２－２ 

(2) 福浦キャンパス 

   神奈川県横浜市金沢区福浦３－９ 

(3) 鶴見キャンパス 

   神奈川県横浜市鶴見区末広町１－７－２９ 

(4) 木原生物学研究所 

   神奈川県横浜市戸塚区舞岡町６４１－１２ 

(5) 大学附属病院 

神奈川県横浜市金沢区福浦３－９ 

(6) 大学附属市民総合医療センター 

神奈川県横浜市南区浦舟町４－５７ 

(7)  次世代臨床研究センター テクノコア・サテライトオフィス  

   神奈川県横浜市金沢区福浦１－１－１ 横浜金沢ハイテクセンター・テクノコア５階 

 

４ 資本金の状況 

１９,０４７,１７１,１６５円 （全額 横浜市出資） 

 

５ 役員の状況 

役員の定数は公立大学法人横浜市立大学定款第 8条により、理事長 1人、副理事長 2人、理事 10 人以内及び監事 2人。

任期は、公立大学法人横浜市立大学定款第 13 条の定めるところによる。 

（平成２９年４月１日現在）    

役 職 氏   名 就任年月日 備 考 

理事長 二見 良之 平成 29 年 4 月 1 日  

副理事長 窪田 吉信 平成 26 年 4 月 1 日 学  長 

理事 相原 道子 平成 29 年 4 月 1 日 附属病院長 

理事 今田 忠彦 平成 29 年 4 月 1 日  

理事 宇都木 朗 平成 29 年 4 月 1 日 事務局長 

理事 西郷 公子 平成 29 年 4 月 1 日  

理事 齋藤 知行 平成 29 年 4 月 1 日 副学長 

理事 重田 諭吉 平成 29 年 4 月 1 日 副学長 

理事 玉村 和己 平成 29 年 4 月 1 日  

理事 原田 一之 平成 26 年 4 月 1 日  

理事 福井 次矢 平成 29 年 4 月 1 日  

理事 矢部 丈太郎 平成 29 年 4 月 1 日  

監事 猪鼻 久義 平成 29 年 4 月 1 日  

監事 玉越 浩美 平成 29 年 4 月 1 日  

理事・監事はそれぞれ 50 音順 
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６ 職員の状況 （平成２９年５月１日現在） 

 教員    ７２７人 

 職員  ２，４６０人 

 

 

７ 学部等の構成    (平成２９年５月１日現在) 

（学部） 

 国際総合科学部 

 医学部 

（大学院） 

 都市社会文化研究科 

 国際マネジメント研究科 

生命ナノシステム科学研究科 

国際総合科学研究科（在籍生なし） 

生命医科学研究科 

 医学研究科 

 

 

８ 学生の状況  (平成２９年５月１日現在) 

総学生数          ４，９７６人 

  学部学生         ４，１６２人 

  修士課程           ３７７人 

  博士課程           ４３７人 

学部交換留学生          １６人 

科目等履修生            ５人 

聴講生(特別聴講学生)        ８人 

研究生              ３７人 

特別研究学生            ４人 

 

 

９ 設立の根拠となる法律名 

  地方独立行政法人法 

 

 

10 設立団体 

  横浜市 
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11 沿革 

１８７４（明治７年）  ・十全医院 

１８８２（明治１５年） ・横浜商法学校 

１８８８（明治２１年） ・横浜商業学校 

１８９１（明治２４年）                ・横浜市十全医院 

１９１７（大正６年）  ・横浜市立横浜商業学校[Ｙ校] 

１９２８（昭和３年）  ・横浜市立横浜商業専門学校[Ｙ専] 

            （横浜市立横浜商業学校専修科を母体として設立） 

１９４４（昭和１９年） ・横浜市立経済専門学校(改称)  ・横浜市立医学専門学校  ・横浜市立医学専門学校附属十全病院 

１９４７（昭和２２年）                ・横浜医科大学 

１９４９（昭和２４年） ・横浜市立大学（商学部・経済研究所）         ・横浜医科大学病院 

１９５２（昭和２７年） ・文理学部・医学部設置                ・横浜市立大学病院と改称 

１９５４（昭和２９年） ・横浜市立大学医学部病院開院 

１９６１（昭和３６年） ・大学院医学研究科（博士課程）設置 

１９７０（昭和４５年） ・大学院経営学研究科（修士課程）、大学院経済学研究科（修士課程）設置 

１９８４（昭和５９年） ・木原生物学研究所設置 

１９８７（昭和６２年） ・医学部を金沢区福浦に移転 

１９８９（平成元年）  ・大学院総合理学研究科（修士課程）設置 

１９９１（平成３年）  ・横浜市立大学医学部附属病院が金沢区福浦に開院 

・横浜市立大学医学部病院を横浜市立大学医学部附属浦舟病院と改称 

・大学院経営学研究科（博士後期課程）、大学院総合理学研究科（博士後期 

課程）設置 

１９９３（平成５年）  ・大学院国際文化研究科（修士課程）設置 

１９９５（平成７年）  ・文理学部を改組し、国際文化学部と理学部を設置 

・横浜市立大学看護短期大学部設置 

１９９６（平成８年）  ・大学院国際文化研究科（博士後期課程）設置 

１９９７（平成９年）  ・大学院経済学研究科（博士後期課程）設置 

１９９８（平成１０年） ・大学院医学研究科（医科学専攻／修士課程）設置 

２０００（平成１２年） ・横浜市立大学医学部附属浦舟病院を横浜市立大学医学部附属 

市民総合医療センターと改称 

２００１（平成１３年） ・大学院総合理学研究科（連携大学院／生体超分子システム科学専攻博士後期課程）設置 

２００３（平成１５年） ・大学院医学研究科博士課程再編 
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２００５（平成１７年） ・地方独立行政法人化（公立大学法人横浜市立大学） 

・商学部、国際文化学部、理学部を統合し国際総合科学部を設置 

            ・医学部看護学科を設置 

・経営学研究科、経済学研究科、総合理学研究科、国際文化研究科を統合し 

大学院国際総合科学研究科設置 

・附属病院及び附属市民総合医療センターを医学部附属から大学附属とする 

２００９（平成２１年） ・大学院国際総合科学研究科を再編し、都市社会文化研究科、生命ナノ 

システム科学研究科、国際マネジメント研究科を設置 

２０１０（平成２２年） ・大学院医学研究科看護学専攻（修士課程）設置 

２０１３（平成２５年） ・大学院生命医科学研究科（博士前期課程・博士後期課程）設置 

 

 

１２ 経営審議会・教育研究審議会 

（１）経営審議会                           （平成２９年４月１日現在）  

氏   名 現  職 

二見 良之 理事長 

窪田 吉信 副理事長（学長） 

相原 道子 理事（附属病院長） 

今田 忠彦 理事 

宇都木 朗 理事（事務局長） 

西郷 公子 理事 

齋藤 知行 理事（副学長） 

重田 諭吉 理事（副学長） 

玉村 和己 理事 

原田 一之 理事 

福井 次矢 理事 

矢部 丈太郎 理事 

猪鼻 久義 監事 

玉越 浩美 監事 
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（２）教育研究審議会                          （平成２９年５月１日現在） 

氏   名 現    職 備 考 

窪田 吉信 学長  

重田 諭吉 副学長  

齋藤 知行 副学長  

岡田 公夫 副学長（国際担当）  

五嶋 良郎 副学長（研究・融合型大学院担当）  

藤内  祝 医学群長  

篠崎 一英 国際総合科学群長  

中條 祐介 国際総合科学部長  

井上 登美夫 医学部長  

叶谷 由佳 医学部看護学科長  

鈴木 伸治 都市社会文化研究科長  

大澤 正俊 国際マネジメント研究科長  

橘   勝 生命ナノシステム科学研究科長  

木寺 詔紀 生命医科学研究科長  

大野 茂男 医学研究科長  

相原 道子 附属病院長  

後藤 隆久 附属市民総合医療センター病院長  

高山 光男 木原生物学研究所長  

三浦  敬 学術情報センター長  

折舘 伸彦 先端医科学研究センター長  

宇都木 朗 事務局長  

小林 謙一 学務・教務部長 兼学長室長  

渡邉  昇 研究推進部長  

篠崎 一雄 
国立研究開発法人理化学研究所 

環境資源科学研究センター長 
外部委員 

西村 太良 慶應義塾大学名誉教授 外部委員 

西村 善文 学長補佐（理研・産総研連携担当） オブザーバー 

平野  久 学長補佐（産学連携・イノベーション担当） オブザーバー 

井村 秀文 学長補佐（国際化推進担当） オブザーバー 

横山 崇 自然科学系列長 オブザーバー 

 

 

 

 

 



【国際総合科学部、都市社会文化研究科、国際マ
ネジメント研究科、生命ナノシステム科学研究科、生
命医科学研究科】
①国際総合科学部、及び各研究科のディプロマポ
リシー、カリキュラムポリシーについて、学系長会
議、学系・コース会議、研究科教授会、研究科運営
会議にて教員間で共有し、FD活動を通してポリ
シーに基づいた教育を検討、実施する。また、授業
評価アンケート、カリキュラム評価アンケートなどによ
る検証を行い、改善策を検討、実施する。学生に対
しては、オリエンテーション、ガイダンス、履修ガイド
等を通じて周知する。

①学部・研究科の各会議において、年度当初にディプ
ロマポリシー及びカリキュラムポリシーを確認した。学
部では学系・コース会議、研究科では教授会におい
て、それぞれFD活動を通じて共通認識を高め、ポリ
シーに基づいた教育を実施した。
　授業評価アンケートは前・後期の年２回実施してお
り、前期は８月、後期分は２月までに実施を完了した。
個別集計結果は各教員にフィードバックし、学部長・研
究科長へは全体の集計結果を開示した。それをもとに
学部ではFD推進委員会、研究科では研究科長を中
心にそれぞれ検証を行い、改善に向けて検討を行っ
た。
　カリキュラム評価アンケートは、11月下旬から２月上
旬に実施し、検証を行った。全体のカリキュラム満足度
としては、81.6％の結果であった一方、課題も見えたた
め、平成29年度以降、改善に取り組む。

②学修成果の見える化を行うため、学部生を対象と
した特徴ある分野（グローバル、サービスビジネス、
医療経営）における教育プログラムを新たに立ち上
げ、実施する。
③将来構想に基づいた次世代カリキュラムにおける
ポリシーの検討、次世代カリキュラムへ反映を行う。

②平成28年度、新規に立ち上げた「YCUグローバル・
スタディーズ・プログラム」（登録84名／修了者16名）、
「サービス・ビジネス人材育成プログラム」（登録187名
／修了者22名）、「医療イノベーション経営管理人材育
成プログラム」（登録101名／修了者1名）の3つのプロ
グラムの運営を行うため、学部教務委員会の下に管理
部会を設置し、随時検証・改善を進めた。
さらに、平成29年度から「起業家育成プログラム」を新
設することを決定し、そのプレイベントとして、企業や横
浜市関係者等を審査員に招いて「ビジネスプランコン
テスト」を開催した。神奈川県、横浜市の取組に関わる
審査員の方からのアドバイスをいただくなど、学生に
とって貴重な機会を作ることが出来た。また、本コンテ
ストを勝ち抜いた２チームが、2月に開催された神奈川
県起業家創出交流イベントのビジネスプランコンテスト
に出場し、最優秀賞と課題解決賞を受賞した。
③国際総合科学部は、平成31年度の再編を目指し、
次世代を担う若手教員を中心に再編ワーキングを設置
し、再編後の学部の特徴・コンセプト、３ポリシー等の
検討を進めた。また、平成30年度にデータサイエンス
学部を設置することについて決定し、設置準備委員会
を中心に、文部科学省へ平成29年４月に設置届出す
ることとなった（平成29年４月26日届出完了）。

Ⅰ　大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための取組
　Ⅰ－１　教育に関する取組

１　全学的な取組

（１）　教育の質の保証

平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

ディプロマポリシー・カリキュラムポリシー・アドミッションポリシーに沿った教育の実施
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

【医学部】
①学生のモラルや社会性の向上を図るため、新入
生合宿や特別講義（全学年対象）を実施する。
②国際基準に沿ったカリキュラムを展開していくた
めに、病棟実習70週化に向けたWGによる多角的評
価の見直し、PCC-OSCE※の導入を検討する。
また、学生の主体的な学習を推進するため、両学科
（医学科・看護学科）合同で多職種連携についての
グループワークのほか、さらに臓器横断的専門科目
である「症候・病態」についてTBL※を拡大する。

※PCC-OSCE（Post Clinical Clerkship-Objective
Structured Clinical Examination)：臨床実習終了後
におこなう客観的臨床能力試験。

※ＴＢＬ（Team Based Learning）：学生が問題解決を
個人と少人数のチームで行いながら、定められた目
標を達成する授業方法。従来の講義形式とは異な
り、事前に課題が与えられ、個人とチーム単位の双
方から解決していくプロセスを通して学習を深める
「能動的学習法」の一つ。

【医学部】
①医学科１年生を対象に新入生合宿（5/14～15）を実
施、モラルに関する講義やグループワークを行った。ま
た、学んだことをより深めるために、後期の空き時間を
利用して、担任教員による「後期グループプログラム」
を昨年度に引き続き実施した。さらには、4～5月にか
けて全学年にモラル教育特別講義を外部講師を招聘
して実施した。全学生出席必須として、課題レポートな
どを課した他、欠席者対象の補講についても実施し
た。
②希望する学生を対象として、Post-CC-OSCEのトラ
イアルを実施した。(9/30）Post-CC-OSCEの振り返り
は、OSCE運営部会で継続して検討し、次年度以降に
６年生全員を対象とできるように準備を進めている。ま
た、１年生科目「総合講義（医療と社会）」では、医学科
生・看護学科生合同のグループワークを行い、多職種
連携の重要性やチーム医療の基礎についての学習を
進めた。さらには看護学科生が附属2病院の診療科に
て開催している専門職連携カンファレンスへ参加し、
学生の能動的な参加と、理解の深化を図った。
②症候・病態でTBL形式の講義を実施するにあたり、
講義担当教員を必須受講として、TBL-FDを８月に計2
回実施した。より能動的な学習を促すため、学生に課
題や参考資料等を事前に提示する等の工夫を行っ
た。

【国際総合科学部】
①卒業論文審査内規の検証を行うことで、実施体
制をより強化する。
②ディプロマポリシー、カリキュラムポリシーに基づ
いた教育が実施されているか、履修モデル、学位の
基準等について検証、課題の洗い出しを行い、第３
期中期計画を策定する。

【都市社会文化研究科、国際マネジメント研究科、
生命ナノシステム科学研究科、生命医科学研究科】
　学位審査が厳正に行われるよう、研究科主要会議
で学位審査内規の周知を行う。学生に対しても事前
に周知する。また、各研究科において、早期履修制
度が適正に運用・実施されているか検証を行い、必
要に応じて見直しを図る。

【国際総合科学部】
①各学系・コースで卒業論文審査内規を共有し、内規
に基づいた審査体制を整備した。それを踏まえ、１月
以降、内規に基づいて卒業論文の審査を実施した。ま
た、卒業論文評価・判定基準をウェブサイトで公開する
ことで審査基準を学外に対して明確に示し、教員によ
る基準厳守および学生の理解につなげた。
②平成27年度受審した大学認証評価を受け、履修モ
デル、学位授与の基準に関する検証を実施した。それ
らを踏まえ第３期中期計画には国際総合科学部の再
編を掲げ、その再編検討に併せて再編後の新学部の
履修モデル、３ポリシーについて検討を行った。

【都市社会文化研究科、国際マネジメント研究科、生
命ナノシステム科学研究科、生命医科学研究科】
　全教員・学生が確認できるよう、学位審査基準をウェ
ブサイト及び学生向けの大学院履修案内に掲載し、共
有を図った。基準に対する共通認識のもと、より厳正に
学位審査を実施した。
　早期履修制度については、引き続き適正な運用・実
施をすることが確認された。

学位授与の基準明確化
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

【医学研究科】
　学位審査内規の精査を行い、厳正な学位授与体
制をより強固なものとする。また、甲号学位審査にお
ける審査体制の明示及び円滑な運営を行う。さら
に、乙号学位のあり方を再検討し、本学学位の質を
担保する。

【医学研究科】
　博士の学位審査委員の条件等、審査内規を精査し、
学位審査がより円滑に実施できる体制整備を進めてい
る。乙号学位のあり方について、申請条件を厳しくする
などの方向性について検討を始めた。また乙号学位申
請の申請条件である語学試験について、平成29年度
より外部英語試験を導入することが決定した。
　また、看護学専攻でも学位審査の流れについて精査
し、書式の提出時期の見直し等を行うと共に教員配付
用の学位審査一覧の改訂を行った。学生には、新年
度開始のオリエンテーション時に手引きを配付し、説
明を行った。

【国際総合科学部】
　少人数制によるきめ細かな教育指導を実施し、授
業評価アンケート、カリキュラム評価アンケートなど
による検証を行う。また、過年度受講者数のデータ
の確認と適切な受講者数の検討を踏まえて次年度
のカリキュラムを策定する。

【国際総合科学部】
・　授業評価アンケートは前・後期の年２回実施してお
り、前期は８月、後期分は２月までに実施完了した。個
別集計結果は各教員にフィードバックし、学部長・研究
科長へは全体の集計結果を開示した。それをもとに学
部ではFD推進委員会、研究科では研究科長を中心に
それぞれ検証を行い、改善に向けて検討を行った。
　カリキュラム評価アンケートは、11月下旬から２月上
旬に実施し、検証を行った。全体のカリキュラム満足度
としては、81.6％の結果であった一方、課題も見えたた
め、平成29年度以降、改善に取り組む。（以上、再掲）
・受講者が５名以下の少人数講義については、講義形
式、演習形式などの授業の性質、科目群の配置状況
の観点から、各学系で隔年開講の実施可否について
検討をした。検討の結果を反映し、平成29年度カリ
キュラムを策定した。

少人数制による教育の実施
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

【国際総合科学部、都市社会文化研究科、国際マ
ネジメント研究科、生命ナノシステム科学研究科、生
命医科学研究科】
　国際総合科学部については、授業評価アンケー
ト、カリキュラム評価アンケートの分析結果、GPA数
値をフィードバックし、各教員が教育改善に使用す
るとともに、各種会議体にて、分野の特色を考慮し
ながら、教育の成果・効果を検証する。
　各研究科については、授業評価アンケート、カリ
キュラム評価アンケートの分析結果をフィードバック
し、各教員が教育改善に使用するとともに、教授
会、運営会議にて教育の成果・効果を検証する。

【国際総合科学部、都市社会文化研究科、国際マネジ
メント研究科、生命ナノシステム科学研究科、生命医
科学研究科】
　授業評価アンケートは、学部・各研究科いずれも、個
別の集計結果表を基に、各教員にフィードバックし、個
別教員の教育改善に活用した。
　全体の集計結果については、学部ではFD推進委員
会で確認・分析し、FD研修会のテーマ設定やアンケー
ト設問項目の改定の検討材料とした。また、学系・コー
ス会議にて共有され、学系・コース毎でのFD活動に活
用した。研究科では、研究科長を中心に教授会及び
運営会議にて検証を行った。
　カリキュラム評価アンケートについても、学系・コース
毎の結果を基に、検証を行った。
　なお、国際総合科学部では、教育改善を目的に学部
教育における工夫・実践事例を吸い上げて集約した。
その一覧は「国際総合科学部ニュース」で全学に共有
したほか、各教員の教育改善に向けてさらに各学系で
共有した。さらに国際総合科学部長賞を新設し、教育
の質の向上に貢献した４グループの教員を表彰した。
平成29年度には表彰４グループによるFDを実施し、学
部への浸透を図る。

【医学部】
　授業評価アンケートや各プログラムに関する調査
を実施し、各部門へフィードバックするとともに、教
育内容の改善につなげていく。また、年2回実施す
る教員と学生代表の懇談会や、各種教育プログラム
のアンケートを通じて、学生の意見を聞き、医学教
育の質的向上計画に反映していく。

【医学部】
　授業評価アンケートや医学科２年生を対象とした学
習状況調査、リサーチ・クラークシップのプログラムアン
ケート等を実施し、集計結果を該当する部門の会議へ
フィードバックしている。また、学生懇談会(9月、3月）を
実施し、担任制度や老朽化している医学科の施設等
に関して、学生との意見交換を行った。さらには、医学
教育センターの各部門会議において、関係する学年
の学生代表者に出席してもらい、学生からの意見を教
育の質の向上に反映させている。

教育の成果・効果の検証体制の構築
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

【国際総合科学部、都市社会文化研究科、国際マ
ネジメント研究科、生命ナノシステム科学研究科、生
命医科学研究科】
①学部はFD推進委員会、研究科は教授会及び運
営会議にて前年度の振り返りを踏まえ、FDの方針、
年間FD活動計画を策定し、計画に基づいたFDを
実施する。
②学部においては、シラバスへの準備学習に関す
る記載の方法とその実施における先進例の共有、
成績評価の妥当性の検証、少人数クラスのあり方の
検討、将来的に行われる国の教育改革の状況の理
解をテーマとしてFDを実施する。また学系・コース
毎に、それぞれの特色や課題を踏まえた方針を定
め、年間を通じて継続的にFDを実施する。

①学部では、年度計画に基づいたFD実施計画を策定
し、４月のFD推進委員会で示した。授業評価アンケー
トの実施・分析、FD研修会の開催、テーマ・内容の検
討等、計画通り実施した。研究科では、自己点検シー
トの計画を基に、授業評価アンケートや各研究科で計
画した説明会やプログラムの実施、検証を行った。ま
た、神奈川大学、関東学院大学、横浜国立大学と連名
で、FD活動の連携に関する包括協定を締結し、横浜
市内大学共通の課題について協力、連携する体制を
構築した。
②学系・コース会議を利用し、定期的・継続的にFDを
実施した。また、学部のFD研修会及びワークショップを
計12回開催した。テーマは教員の興味関心に合わせ
て設定し、教員のストレスマネジメント、学生のメンタル
ヘルス・障がいの理解、卒論英文要旨執筆の方法の
共有、平成29年度より実施する領域横断プログラム
「起業家育成プログラム」の内容共有、アクティブラー
ニングの実践例の紹介、初等中等教育の実情につい
てなどを取り上げた。また、全学共通の取り組みとし
て、英語で行う授業、教養ゼミについてのFDをそれぞ
れ２回実施した。

③カリキュラム評価アンケート（学部）、授業評価ア
ンケートの結果検証及び設問項目の検討を引き続
き実施し、次世代カリキュラムの検討及び日頃の授
業に活かす。
④第２期中期計画期間中のFD活動を総括し、第３
期中期計画におけるFDの推進について検討を行
う。

③平成29年度より実施する授業評価アンケートの設問
については、過年度のアンケート結果の検証を踏まえ
FD推進委員会において、質問項目間の関係性の明
確化、相関係数の高い質問項目の整理を行い、平成
29年度から設問を改定することとした。
④各学部・研究科の自己点検シートの振り返りをもと
に、学部ではFD推進委員会を中心に、研究科では教
授会及び運営会議にてFD活動の総括を行った。第３
期中期計画では、平成29年度からSDが義務化される
ことに伴い、教職員が協働して教育の質の向上を推進
していく方針を定めた。

FDの推進
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

【医学部】
　教員の能力開発および教育の質の向上を目的
に、両学科合同でFDを開催する。合同FDをとおし
て問題点を共有するとともに、組織および各教職員
の意識改革に結びつける。

【医学部】
①医学科と看護学科・看護学専攻の合同FD研修会
(8/25)を「創造的プレゼンテーションのためのパター
ン・ランゲージ」をテーマに実施し、54名（昨年度75名）
が参加した。教員の創造的プレゼンテーション能力向
上の一助となった。
②医学科FDとして、教員のモラルに関するFDを実施
した他、能動的学習教育を推進するためのTBL-FDを
医学教育センターを中心に展開することができた。
　また、今年度から看護学科独自のFD研修会を、看護
系大学教員として携えるべき能力を体系的に示した
「FDマザーマップ」にかかる活用方法をテーマに開催
し、学科の教育クオリティと教員の資質向上に取組む
ことができた。
③ベストティーチャー賞の該当者選出のために、学生
アンケートを実施した。また、平成27年度ベストティー
チャーの表彰を教授会の中で行うことで、教室責任者
に教育の重要性を意識づけるとともに、表彰教員のモ
チベーションの向上につなげることができた。
④授業評価アンケートを実施し、各教員にフィードバッ
クすることで、教育内容の向上に向けた取組みを進め
ることができた。
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

①平成28年度入試における変更点等について、実
施（運営）方法や入学後の成績等を確認し、今後の
さらなる入試改革に向けて検証していく。
　（新規）医学科特別推薦入試の実施
　（変更）看護学科におけるセンター試験の英語配
点の変更
　　　　　　（300点→400点）
　（変更）国際総合科学部特別選抜における出題内
容の一部変更
②中央教育審議会で検討されている大学入学者選
抜改革（平成32年度から試行的に実施予定）に向
けた本学の対応方法の検討を続ける。（大学入学希
望者学力評価テスト（仮称）の複数回実施、大学に
おける多面的な入試制度の実施 等）
③学部入学者の市内出身割合増加を目的に指定
校推薦入試における指定校の見直しや市内高等学
校へのガイダンス等の広報活動を強化する。

①平成28年度入試における変更点等の検証・分析に
ついては継続的に進めていくが、看護学科入試変更
に関しては、入学時におけるＰＥ単位取得者が10名
（平成27年度入学者：２名）と増加しており、確実に英
語力の高い学生の確保につなげることができた。
②３月に示された「最終報告」では、入学者選抜改革
の詳細について平成29年度初頭に公表されるため継
続してセミナー参加や文部科学省等関連機関の公表
情報を確認することで情報収集に努めている。
③５～６月に指定校の見直しを実施し、指定枠の横浜
市内高校割合を61％（前年60％）とした。また、高校ガ
イダンスについては、継続して横浜市内高校及び横浜
市在住者が多いと考えられる高校を中心に実施した。
また新学部設置の関係でアンケート調査依頼を兼ね、
主に神奈川県の高校訪問を集中的に実施した。

④特別選抜における出願資格（英語資格等）を検
討するとともに必要措置を講ずる。
⑤在学生保護者対象説明会の地方開催に併せ、
効果的な入試相談会を実施する。
⑥学部・研究科の入試制度、入試説明会等の内容
及び実施時期等を見直し、優秀な学生の確保に結
びつける。

④入学後の専門教育へのスムーズな移行を目的に、
平成30年度指定校推薦入試における理学系英語資
格要件の変更を検討した結果、英検２級程度以上へと
引き上げることを決定し、平成29年度指定校通知の際
に次年度変更点として周知した。
⑤札幌・仙台で実施された在学生保護者対象説明会
と同時開催で入試相談会を実施し、札幌で22組・仙台
で12組の相談者が訪れた。また、同日に大手予備校を
訪問し、進路担当者へ本学の概要説明を行い、本学
の周知へとつなげた。
⑥入試説明を中心とした夏のミニオープンキャンパスと
秋のミニオープンキャンパスを新規に開催し、変更点も
含めた入試制度の周知に努めた（参加者数：合計
2,842名）。

戦略的な入試実施
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

①学生、教員のニーズを把握、共有し、そのニーズ
にあった内容や提供方法を検討しながら、情報リテ
ラシー教育を実施する。
②学生ライブラリスタッフによる学術情報センターの
利用促進活動を継続し、さらなる強化と主体的な活
動への転換を進める。
③情報教育推進ユニットにより、新たな体制づくりを
検討しながら、本学に必要な情報リテラシー教育の
目標達成に向けた支援を行う。

①文書検索講習やレポート作成方法などのガイダンス
について、前年度に行った担当教員へのアンケートや
ヒアリングをもとに、学生自身が考える時間を多く設け
るなど内容を改定して実施した。ガイダンス実施時に
は、受講生にアンケートを行い、結果を担当教員に
フィードバックすることで、学生の傾向などの共有を
図った。医学部では、学生のみならず看護師やコメ
ディカルの職員に対してもレベル別ガイダンスを実施
し、文献検索のほか、論文作法や文献管理法につい
ても説明を行った。
また、定期ガイダンスのWeb申込やオンラインレファレ
ンスを開始し、利用者の利便性を図った。
②学生ライブラリスタッフが学生の視点から図書館の
利用促進活動を行うため、「利用案内」や広報誌の発
行、レファレンスカウンターでの相談業務を実施した。
昨年度に引き続き、「図書の福袋」企画を実施し、11月
には図書館総合展のポスターセッションに参加し、情
報発信を行った。
③情報教育推進ユニットにおいて、教員に対し「ICT環
境の整備に関するアンケート」を実施し、今後のICT環
境の整備や体制について検討を進めた。

④図書館間相互利用事業のさらなる周知により、学
内者が利用可能な学術情報及びサービスを充実さ
せると同時に、学外者の利用促進を進める。

④神奈川県看護協会が実施する研修カリキュラム及び
看護学科が実施する「保健師助産師看護師実習指導
者講習会」において、文献検索ガイダンスを実施した。
参加者に対しては、受講期間中の図書館利用制度を
設けることで文献検索及び資料収集のための支援を
行った。また、地域医療従事者に対する相互利用制度
による文献提供にも力を入れており、最新の学術資料
を幅広く提供した。
その他、県内公共・大学図書館間の資料相互利用
サービス拡充のため、神奈川県立図書館が提供する
「KL-net」への参加検討を進め、平成29年4月から
サービスを開始した。

教育支援の充実(学術情報）
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

①本学に必要不可欠な図書、雑誌及び電子資料を
効率的に整備し、有効活用を推進する。
②グループ学修や個人学修など多様化する学修活
動や利用形態に対応した環境づくりの充実を図る。
③新しい図書館システムの運用（28年４月から本格
稼働）により、学術資料の検索、探索の効率化やイ
ンターネットを介したサービスの充実を図る。
④本学の研究成果やコレクション資料を学内外に
発信するため、機関リポジトリの充実を図るとともに、
市民講座を開催する。

①電子資料について、前年度に契約しているタイトル
は、提供が終了したタイトルを除き、継続して契約する
ことができた。平成29年度以降継続して、新規創刊雑
誌や需要が高まっている重要雑誌など本学で必要な
タイトルの検討を行う。
②施設内のグループ学習室、セミナー室、貸出パソコ
ンなどのWeb予約を開始し、利用者の利便性を図っ
た。また、今後の学術情報センター及び医学情報セン
ターのあり方を検討し、館内レイアウトの改修やサービ
ス内容の向上等について取りまとめた。
③新しい図書館システムの運用により、学術資料の検
索機能の向上（冊子体・電子資料の一括検索）、イン
ターネットを介したサービスの拡充（館内設備のオンラ
イン予約、オンラインレファレンス）、医学情報センター
の利用環境の改善（入退館システムの導入）を実施し
た。
④本学が所蔵している古地図コレクションをデータ
ベース化し、ウェブサイトで公開した。また、11月に市
民講座を開催し、全国でも有数の規模である会社史・
団体史の紹介や外部講師を招いての講演を行った。
その他、地域住民及び学生に本学で所蔵する資料
や、本学に関する情報を周知する目的で本学の特色
あるコレクションや、特筆すべき取組、研究業績等に関
するテーマ展示を行った。

学術情報の整備
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

①事業の振り返り及び各プログラムを継続して行うと
ともに、各連携校の特徴に応じた高校別プログラム
の改善及び強化を図る。
②スーパーグローバルハイスクール指定校に対し、
高校とともにプログラムの充実、改善を図り、各高校
の特徴ある人材育成に対し、連携大学としての役割
を果たす。
③市教委、県教委と連携し、市立・県立中高教員や
生徒の育成に資するリソース、プログラム等を提供
する。

①高校別プログラムは、前年度の実績を踏まえ、重点
４校（金沢高校、横浜商業高校、横浜サイエンスフロン
ティア高校、南高校）の特色に合わせて出張講義や報
告会での指導・助言等を企画し、計画通り実施した。
各高校の特徴に合わせたプログラムの改善・強化につ
いては、各高校部会で高校から成果等をフィードバッ
クいただき、連携内容の改善や強化を図った。さらに、
12月から２月にかけ、各高校において実施した模擬授
業や、日経ＳＴＯＣＫリーグ参加に向けた助言、実習を
通じて研究の手法を身につけるサイエンスリテラシー
などの連携実績や成果を踏まえ、より効果的な連携事
業について検討を行い、平成29年度より実施すること
となった。講師選出依頼の方法については、アドミッ
ション課が所管している出張講義も含めて学系長会議
で依頼をすることで一本化し、教員負担及びリソースを
管理する体制を整えた。
②スーパーグローバルハイスクール指定校との連携に
ついてはプログラムの充実と改善を図った。
③連携と協力に関する協定を県教委と締結し、県教委
が形成・運営する「県立高校生学習活動コンソーシア
ム協議会」に参画した。また、市教委に対しては、市立
中学・高校教員に対する連携事業の拡充について提
案し、平成29年度以降、具体的な取組を検討していく
こととなった。

（２）　地域貢献や国際化に繋がる教育研究の充実　【地域貢献】【国際化】

市立高校との連携　【地域貢献】
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

①第７回アカデミックコンソーシアム総会をマレーシ
ア科学大学(ペナン)にて開催するとともに、アカデ
ミックコンソーシアム事業発展期における運営体制
の見直しと構築を行う。
②メンバー大学におけるSUDP（持続可能な都市づ
くり共通教育プログラム）の拡充を図るとともにベトナ
ム国家大学で新規開講する。
③JICA草の根技術協力事業を中心とした都市間連
携プロジェクトを実施する。
④外部資金獲得に向けた調査及び申請を行う。
⑤戦略的な留学生の受入によりキャンパスのグロー
バル化を推進し、学生交流の拡充を図る。

①９月にマレーシア科学大学で第７回アカデミックコンソー
シアム総会及び国際シンポジウムを開催した。共同研究に
向け、教員による研究発表を行うとともに、29名の市大生が
参加し都市課題の解決に向けた共通テーマ（まちづくり、環
境等）について多国籍での交流とグローバルな体験を得る
貴重な機会を提供することができた。まちづくり学生フィー
ルドワークの参加者は、ポスター発表を行うとともにJICA草
の根の現場で地元市民に向けた提言と意見交換会を行い
実践的なフィールドワークとなった。総会及びプレカンファレ
ンスにおいて、参加大学代表者の出席のもと、次期バンコク
開催に向けた方針を確認し、規約改定についてはメンバー
シップ条項追加等につき合意に至った。
②SUDPについて、4月にベトナム国家大学にて新規開講し
た。さらに、９月にはマレーシア科学大学において、本学八
景キャンパスと遠隔で結び共同授業を実施し修了証を授与
した。メンバー大学（本学、マレーシア科学大学、ベトナム国
家大学、フィリピン大学）が共同編纂した英文テキスト改訂
版をマレーシアで刊行するなど着実に内容の拡充が図られ
た。

③横浜市及びマレーシア科学大学と共に、マレーシア・セ
ベランプライ市のブキマタジャン地区を対象とした草の根技
術協力事業「セベランプライ市における歴史・自然を活かし
たまちづくりプロジェクト～横浜の都市デザイン新興国への
ノウハウ移転」を実施し、継続中である。本学国際総合科学
部まちづくりコース及びグローバル都市協力研究センター
の教員が現地を訪問し現地調査や技術指導を行った。
④文科省「大学の世界展開力強化事業」及び、ネパールに
おける地震被害からの復興および防災をテーマとした
「JICA草の根技術協力事業」に申請を行った（両案件とも不
採択）。
⑤戦略的な留学生受入促進のための学長裁量事業として、
７月に国際マネジメント研究科・国際総合科学部・グローバ
ル都市協力研究センターが共同でサービスマネジメント分
野での経営系サマープログラム「2016 YCU Summer
Program in Global Service Management」を実施し、タマサー
ト大学や貿易大学、City University of Hong Kong等より受
け入れを行った。さらに、10月から12月にかけて、アカデミッ
クコンソーシアム加盟校からの受入拡充を図るため、10週間
のリサーチプログラムYokohama Urban Solutions Study
(YUSS)プログラムを実施した。マレーシア科学大学および
ベトナム国家大学から計６名の大学院生を受入れ、横浜市
交通局等でのインターンシップを実施するなど横浜市と連
携した特色ある取組となった。

アカデミックコンソーシアムの推進　【国際化】【地域貢献】
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

【国際総合科学部、都市社会文化研究科、国際マ
ネジメント研究科、生命ナノシステム科学研究科、生
命医科学研究科】
①独立行政法人国際協力機構（JICA）における人
材育成支援プログラム等を活用し、優秀な留学生を
受け入れ、学生交流を推進する。
②他大学との単位互換等を通じた交流を図る。特
に、都市社会文化研究科のまちづくり系科目の一
部をCOC事業拠点地で実施し、大学院生に地域貢
献の視点を意識付ける。

【国際総合科学部、都市社会文化研究科、国際マネジ
メント研究科、生命ナノシステム科学研究科、生命医
科学研究科】
①生命ナノシステム科学研究科でPEACEプロジェクト
にて２名（アフガニスタン）、ABEイニシアティブプログラ
ムにて１名（レソト王国）の研究生を受け入れた。３名と
も研究生として修了が認められ、平成29年度に博士前
期課程に入学した。また、平成27年度に国際マネジメ
ント研究科で受け入れた２名（タンザニア）のABEイニ
シアティブプログラム生は平成28年度末に博士前期課
程を修了した。優秀な留学生を継続的に受け入れるこ
とにより、英語による授業の充実および学生交流がより
一層促進された。
②近隣大学との教育連携が図られ、学生は本学で設
置されていない学際的な教育研究を受容することがで
きた。また、都市社会文化研究科においては、大学院
生の地域貢献の視点を意識づける目的でCOC事業拠
点地であるさくらWORKS（関内）を利用して４科目を開
講した。国際総合科学部においても、国際都市学系の
科目では４科目で他大学の単位互換生を受け入れ地
域貢献の分野で他大学との交流を図ることができた。

【医学部】
　研究実習等での海外派遣について、28年度より新
規派遣先となったシンガポール大学やブリティッ
シュコロンビア大学（カナダ）への学生派遣を実施
する。

【医学研究科】
　他大学からの学生の受け入れや本学の学生派
遣、横浜国立大学との交換講義等を実施し、人材
交流を深め教育・研究の充実を図っていく。

【医学部】
①研究実習等での海外派遣について、平成28年度か
ら新規派遣先となったシンガポール大学やブリティッ
シュコロンビア大学（カナダ）への学生派遣を実施し
た。また、MDアンダーソンがんセンター、AP-HP（パリ
公立病院連合）とのMOUに基づき、それぞれ2名の学
生を派遣した。

【医学研究科】
①今年度新たに２大学と研究科間での学生交流協定
の締結を行った。来年度以降、学生の受け入れが開
始され、研究科間での人材交流が促進される予定で
ある。
②横浜国立大学との交換講義が例年通り秋学期から
開講され、本学教員の講義が国大学部生向けに実施
された。来年度も例年通り交換講義が行われる。
③昨年度に引き続き、生命医科学研究科との連携講
義を実施した。前期は医学研究科教員が鶴見キャン
パスで講義を行い、後期は生命医科学研究科の連携
大学院客員教員(理研所属)によるセミナーを福浦キャ
ンパスで開催した。また、代表教員における交流も行
われ、次年度以降も両研究科間の学術交流が行うこと
が話し合われた。

他大学との連携　【国際化】【地域貢献】
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

①平成28年度に必修化した地域志向科目の効果を
検証する。
②新カリキュラム下で地域実践プログラムを継続実
施するとともに、平成27年度に見直し、追加した地
域実践科目について、プログラムへの参加者数増
への効果を検証する。また、地域実践プログラム参
加者に対するサポートプログラムを継続的に実施す
る。
③継続的に地域内の企業、NPO等へのインターン
シップ科目の充実を図る。

①地域志向科目を必修化した平成28年度新入生のう
ち、当該科目を履修している学生は延べ1,830名とな
り、多くの学生が1年次にはすでに地域志向科目を履
修しているため、必修化の効果が表れたと言える。
②平成28年度の地域実践プログラム参加申請者は99
名おり、プログラムが開始した平成26年度からの参加
者数は平成26年度34名、平成27年度39名であり、大
幅に参加者数が増加した。
　また平成28年度においても地域実践プログラム参加
者に対して、広報スキル基礎講座や映像制作講座な
どのサポートプログラムを実施した。
③平成28年度も継続的にインターンシップ先の拡充を
進めており、より多くの学生がキャリア形成支援科目を
履修できるよう履修指導した。

①社会の要請の変化等を視野に入れた不断の見
直しを行いつつ、地域志向科目全学生必修化後の
運用を開始する。また、国際教養学系における初習
外国語必修化の可能性を検討する。
②専門教育に必要な情報スキル修得のためのカリ
キュラムの検討を行い、次年度に向けて整備する。
③両学部合同ＦＤ研修会を開催する。

①地域志向科目の全学部生必修化、地域実践プログ
ラムの開始により地域・社会貢献活動に興味を持つ学
生の抽出といった効果が現れ、教養教育の一端とする
ことができた。
　国際教養学系における初習外国語の必修化につい
ては、ルール作り、履修ガイドへの掲載を含め、学生
への周知を行い、平成29年度からの導入を決定した。
②情報教育委員会を開催し、情報コミュニケーション
基礎科目の必修見直しを検討した。
③９月及び３月に教養ゼミFD研修会を開催し、教養ゼ
ミを担当している両学部の教員も交えて意見交換の場
を設けた。
　また、平成28年度に年度開催したFD研修会は、参
加対象を医学部にも広げ、開催した。

④授業評価アンケート、カリキュラム評価アンケート
の実施による効果の検証、分析、次年度に向けた
取組の策定を行う。
⑤医学部コア・カリキュラムとの整合性を図り、国際
認証にたえる医学準備教育の環境を整えるための
必要事項、課題等の整理を行う。
⑥初年次学生の対応基準を策定し、学生カルテの
積極的な運用を行う。

④授業評価アンケートは前・後期の年２回実施してお
り、前期は８月、後期分は２月までに実施を完了した。
個別集計結果は各教員にフィードバックし、学部長・研
究科長へは全体の集計結果を開示した。それをもとに
学部ではFD推進委員会、研究科では研究科長を中
心にそれぞれ検証を行い、改善に向けて検討を行っ
た。
　カリキュラム評価アンケートは、11月下旬から２月上
旬に実施し、検証を行った。全体のカリキュラム満足度
としては、81.6％の結果であった一方、課題も見えたた
め、平成29年度以降、改善に取り組む。（再掲）
⑤共通教養運営会議を通して整合性を図った。
⑥学生カルテについては、平成27年度から本格運用
を開始し、積極的な学生所見登録、閲覧を進めた。教
職員の相互運用により初年次学生への指導体制を強
化した。

２　学部教育に関する取組
　共通教養教育

（１）　国際社会で活躍できる人材の育成を目指した共通教養教育の改善・充実　【国際化】

地域の課題解決を担う人材育成のためのカリキュラム改革の実施

国際総合科学部・医学部の連携強化などによる共通教養教育の充実
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

①授業改善に関する取組
・PEは、ディスカッション、タスクワーク（アクティブ・
ラーニング）など、英語を使う形態で反転授業を試
行する。
・APEは、理学系優先クラスを1クラス開講する。内
容、開講時限を理学系学生に配慮する（他学系学
生も履修可能）。

①授業改善に関する取組
・理学系学生の時間割に配慮した優先クラスの設置、
各レベルのAPEクラスを増設開講した。
・英語科教員の採用内定学生を対象に、PEクラスでの
授業補助実習を行い、受講学生のフォローにもつなげ
た。

②継続的な英語教育実施に向けた取組
＜Practical English Center（以下、PEC）＞
・PEでの、ｅラーニング、スピーキングテストを実施す
る。
・医学部向けの集中講座を実施する。
・入学前教育、入試制度等の早期PE単位取得に向
けた検討・実施を継続する。
＜国際総合科学部＞
・専門教養科目との接続のため、英語による授業科
目の充実を進める。
・ｅラーニングをカリキュラムに組み込む。
・卒業論文要旨の英文作成を学部として実施する。
＜医学部＞
（共通）
・PEC福浦分室における学習環境の充実を図る。
（医学科）
・医学科生のレベルやニーズ（医学の専門的な内容
の学習等）に合ったAPEクラスを提供する。
・前・後期を通じた、医学科におけるAPE受講者数
の増加を図る。
（看護学科）
・英語資格による進級要件について検討する。
・英語による実習講座（アクティブ・ラーニング）を開
講する。（TOEFL450点以下の学生必修）

②継続的な英語教育実施に向けた取組
・eラーニング及びスピーキングテストを実施し、平成29
年度からのeラーニングの必修化を決定した。
・夏季休業中、医学部２年次生以上を対象に、PE及び
看護英語の集中講義を実施した。
・国際総合科学部では、１年次前期終了時におけるPE
単位修得率が、前年度約70%から約76%へ上昇した。
・医学科では、八景・福浦両キャンパスで医学科生の
時間割に配慮したAPEクラスを開講し、１年次生は入
学時クラス分け試験のスコアによってAPE各クラスに割
り当てた。
・看護学科では、平成28年度入学者よりTOEFL450点
以上の取得を２年次進級要件とし、約95%の学生が要
件を充足した。また、PEインストラクターが模擬患者問
診等のアクティブラーニングの事前準備及び当日のプ
ログラムに参画した。

③PEセンターの充実
・授業の充実のためライティング・インストラクターを
新たに雇用する。(平成28年度後期を予定）
・教育研究のため、インストラクターによる研究費獲
得の取組を進める。
・ライティングセクションの設置準備を行う。
・職員研修等、大学全体の国際化推進に支援、協
力する。
④横浜市、神奈川県との連携
･横浜市教育委員会からの研修教員の受入及び英
語教育の連携を実施する。

③PEセンターの充実
・平成28年度後期より、ライティングのシニアインストラ
クター１名を採用し、ライティングセンターを開設した。
・国際教養学系では、卒業論文の英文要旨作成を実
施し、ライティングセンターで指導を行った。

④横浜市、神奈川県との連携
・４月より１年間、横浜市立中学校教員２名を受け入
れ、PEの授業補助等を通じて研修を行った。
・５月、８月及び11月に、神奈川県立及び横浜市立高
校の英語教員を対象とし、PEのクラス見学及びそれを
踏まえたディスカッションを行う研修を実施した。

これらの成果の一つとして、学生が英語によるプレゼン
テーション力を競う「全国学生英語プレゼンテーション
コンテスト」において、平成26年に引き続き、文部科学
大臣賞（最優秀賞）を受賞、また書面手続き・口頭弁論
等すべて英語で行われる「国際人道法模擬裁判」国内
予選において、個人賞である「最優秀弁論者賞」をそ
れぞれ国際総合科学部生が受賞するなど、全国レベ
ルの大会等で結果を残す学生も輩出した。

英語教育の充実　【国際化】
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

①４研究科で学部生の大学院科目早期履修を継続
して実施していく。また、早期履修１、２期生の博士
前期課程入学後１～２年経過に伴い、学部・大学院
一貫教育実施状況の検証、及び早期履修制度活
用による優秀な大学院入学者の確保を含め、制度
の更なる充実に向けた検討を行う。

①早期履修２期生：１名が国際マネジメント研究科博士
前期課程を１年で修了し、平成28年度に博士後期課
程に進学した。
３期生：都市社会文化研究科２名、生命ナノシステム科
学研究科30名、生命医科学研究科14名が大学院博
士前期課程に入学した。そのうち都市社会文化研究
科２名が１年で博士前期課程を修了した。
４期生：４月から学部４年次生の大学院早期履修を開
始し、都市社会文化研究科３名（履修資格者４名）、国
際マネジメント研究科３名（同３名）、生命ナノシステム
科学研究科38名（同40名）、生命医科学研究科18名
（同24名）が履修した。
５期生：平成29年度に学部４年となる学生を対象に早
期履修資格審査申請受付を行い、計72名（うち、都市
社会文化研究科２名、国際マネジメント研究科６名、生
命ナノシステム科学研究科45名、生命医科学研究科
19名）が早期履修を許可された。

②理数学生マスター事業（仮）において、自主研究
活動、教室セミナー、キャンパス見学会、学外イベ
ントへの参加を継続して実施する。また、理数学生
育成支援事業（文部科学省補助事業）終了後もこ
れまでの体制を維持し、各教員の協力体制を強化
する。

②理数マスター育成プログラムにおいては、新入生説
明会、交流会を開催して新入生にプログラムの説明を
行い、新入生30名からプログラムの申請があった。また
プログラムの学生に対し教室セミナーを４回実施し、
キャンパス見学を11月に実施した。理数学生育成支援
事業（文部科学省補助事業）終了後も本学独自の事
業として「理数マスター育成プログラム」として運営して
いる。これまでの理数学生育成支援事業から継続でき
る取組を整理し、補助金に頼らず効果を出すべく科学
者養成プログラムを運営し、そのため同様のプログラム
を運営している先行大学の教員を講師に招いてのFD
も実施した。

コースと研究科の連結による一貫した教育の実施
（５年で修士号取得できる制度の構築等）

国際総合科学部

（１）　都市の課題解決への対応等を視点にしたコースの再編成、および学部・大学院の一貫性ある教育の
実施
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

　共通教養と連携した専門教養のカリキュラム、及
び新コースのカリキュラムに基づく教育について、第
２期中期計画期間内における総括を行い、第３期中
期計画を策定する。

　共通教養と連携した専門教養、新コースのカリキュラ
ムに基づく教育について、国際総合科学部再編ワー
キングを通じて総括を実施し、その課題を踏まえ、新た
な学部の検討を行った。具体的な課題として、専門知
識の修得が挙げられ、次世代カリキュラムでは育成す
る人材の特徴を明確にできるよう改善を進めた。

　ディプロマポリシー、カリキュラムポリシーに基づく
教育について、第２期中期計画期間内の総括を行
い、第３期中期計画を策定する。
　ＧＰＡ導入後最初の卒業生について効果や成果
の検証を行い、運用方法について見直しを図る。

　ディプロマポリシー、カリキュラムポリシーに基づく教
育について、国際総合科学部再編ワーキングを通じて
総括を実施し、新たな学部におけるキーワードやコン
セプトを抽出し、新たなポリシー策定を進めた。
　GPAによる成績評価については、講義科目、演習科
目、実験科目など科目の性質に応じた評価の平準化
を図ることが課題である。成績評価のほかには、成績
優秀者の選抜、奨学金受給者の採用基準として活用
した。今後、その他の活用方法を検討していく。

　担任制に基づく学生指導と支援について、「担任
業務(学生支援業務)の申し合わせ」策定以降４年間
の総括を行い、第３期中期計画を策定する。
　オフィスアワーを含めた学生支援の実態を調査、
検証のうえ学生の利便性を考慮した体制を検討し、
第３期中期計画へ反映する。

　担任業務の申し合わせに基づき、担任制に基づく学
生指導と支援を行った。支援については、教員による
学生指導だけは十分でないことが課題であるが、教員
に加え、学生支援部署の職員が連携し、学生指導体
制を整えた。第３期中期計画では、引き続き学生の利
便性を考慮した体制を検討する。
　平成28年度に実施した学生生活アンケートより、国
際総合科学部１年生全体及び理学系２年生が教員と
コミュニケーションが不足してるという結果を得られたた
め、今後対応策を検討していく。

共通教養および専門教養の連携

適切な成績評価

担任制に基づく学生指導と支援の充実

（２）　コース再編成を受けた学部教育の改善・充実
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

①本学のさらなるグローバル化及び留学生の獲得
を目指し、英語のみで授業を行う教育プログラムとし
て、新たにグローバル・スタディーズプログラムを立
ち上げる。
②海外フィールドワーク支援プログラムにおいて、例
年と同等の数の学生を海外に派遣する。同時に、プ
ログラムを通じた学習効果及び参加学生の意識が
より向上するようプログラムの見直し、内容の充実を
継続して実施する。

①平成28年度より「グローバル・スタディーズプログラ
ム」を立ち上げ、平成28年度は84名の学生が本プログ
ラムに参加した。また、管理部会を中心にプログラム修
了要件の科目を新たに追加する検討を進めた。
②平成28年度は本制度立ち上げ後、過去2番目に多
い289名の派遣者数となった（前年度比70名増）。平成
28年度は制度を大幅に見直した年度でもあり、派遣者
数の増、また渡航グループによる合同帰国報告会に
おける事前事後学習に関する報告・質疑などにもつな
がり、制度として量・質とも向上した。

①サイエンス・サマープログラムを、医学研究科主
体で実施する。
②平成27年度の「教育の国際化にかかる教員活動
支援制度」による取組をプログラム化し、学生のニー
ズに応える学生海外派遣プログラムを増設する。
③グローバル・スタディーズプログラムについてPRを
行い、留学生や、協定校の獲得につなげる。
④アカデミックコンソーシアムメンバー大学等から、
優秀な留学生を招へいする。

①医学研究科主催のサイエンス・サマープログラム(以下
略、SSP)を、海外留学生13名、タマサート大学(タイ)から教
員1名及び市大生14名の参加を得て10日間実施した。さくら
サイエンス採択による支援も受け、留学生と市大生が共に
学ぶ機会を提供できた。
②平成27年度に現地調査を行った大学から、カナダへの短
期語学(英語)プログラムを２本、アイルランドへの短期語学
プログラムを１本増加し、計８名の学生が参加した。長期プ
ログラムでは、ブリッジプログラムとしてマニトバ(カナダ)大学
とMoUを締結し、２名の学生の派遣を決定した。下半期は、
東海大学(台湾)、高麗大学世宗キャンパス(韓国)、ナバラ大
学(スペイン)の現地視察・交渉及び国際教育総会
(APAIE,EAIE)へ参加した。この後、東海大学・高麗大学と交
換留学に係る協定を締結し、要望が高かったスペイン語の
短期留学プログラム新設の道筋ができた。更なる協定校の
拡充を目指し、海外大学との交渉を進めていく。以上等によ
り、本学の海外派遣プログラムの参加学生数は、前年度を
上回った。
③グローバル・スタディーズプログラム(以下略、GSP)が立ち
上がったことを受け、初めて海外の国際教育総会に参加し
た。GSPを打ち出した交渉を重ね、３大学 (ゲーテ大学/ドイ
ツ・東海大学/台湾・高麗大学/韓国) との新規交換留学締
結に結びつけた。
④キャンパスのグローバル化をめざし、学長裁量費で
YUSS(Yokohama Urban Solutions Study)プログラムを実施し
た。アカデミックコンソーシアム加盟校であるマレーシア科学
大学・ベトナム国家大学より計6名の大学院生を受け入れ
た。横浜市交通局と連携したインターンシップや施設見学も
含め、特色ある取組となった。

専門教養科目の国際化　【国際化】

留学プログラム（市大生派遣および協定校の学生受け入れ）の拡充　【国際化】

（３）　国際的に活躍できる人材育成に向けた教育の国際化推進　【国際化】
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

①外国人留学生入試における出願要件（英語資格
の基準、日本留学試験の必要成績）について、平
成27年度入試で基準を見直したことで志願者数が
伸びているが、より多様で優秀な学生の確保に向
け、出願時のレベルを検証するとともに日本留学試
験自体の志願者数の動向や社会的動向を考慮し、
関係所管と連携して課題を共有することで、留学生
の確保に関する課題解決に取り組む。
＜平成27年度入試の基準変更＞
　変更前：日本留学試験の成績が60%以上
　変更後：日本留学試験の成績が平均点以上
②広報活動の強化策として、日本学生支援機構東
京日本語教育センター（JASSO）をはじめとする有
力な日本語学校への訪問広報を関係所管と連携し
て実施する。
③JICA人材育成支援プログラム等を活用した優秀
な留学生の受入に柔軟に対応する。

①平成27年度入試で行った外国人留学生入試の出
願要件変更後に入学した学生の成績等の分析・検証
を行い、データを蓄積した。入学後の成績維持を受
け、引き続き同様の出願要件で実施した。
平成28年度入試は志願者数が10名から17名と増加
し、平成29年度は10名となった。要因は中国の留学生
の減少傾向にもよるが、引き続き分析を行っていく。
②前年度に続き、日本学生支援機構東京日本語教育
センターへの訪問広報・説明会を実施し、７月：10名、
12月：11名の参加が得られた。平成28年度はアドミッ
ション課教職員に加え、当該学校を卒業した在学生を
同行し、実体験に基づいた内容とした。
③PEACEプロジェクトにて２名（アフガニスタン）、ABE
イニシアティブプログラム（以下、ABE-P）にて１名（レソ
ト王国）の研究生を生命ナノシステム科学研究科博士
前期課程で受け入れた。また、平成27年度に国際マ
ネジメント研究科で受け入れた２名（タンザニア）の
ABE-P学生は平成28年度末に修了した。（再掲）

　政策面や医学教育等の側面から、新教室の設置
や現行教室の再編について検討を進め、必要に応
じて適宜対応を行う。

将来の公衆衛生領域の大学院検討に向け、社会予防
医学教室をユニット制に改編した。

①医学教育センターを中心として、医学教育のさら
なる推進体制を構築し、教育力向上に取り組む。
②教育ユニットに所属する教員が横断的に科目を
担当することにより、効率的な教育体制が構築さ
れ、教育水準の維持が図れるよう、引き続き教育体
制を検討していく。

①国際認証基準を踏まえアクティブラーニングの拡大
の一環として「症候・病態」科目をTBL形式で実施する
とともに、教員のスキル向上に向けTBLに関するFDを
実施した。また、継続して国際認証基準を満たすよう、
臨床実習期間を70週へ拡大させるほか、医学科専門
科目の授業時間の60分化や能動的学習の拡充など
医学教育の質的向上に向けた取組を進めている。さら
にPCC-OSCEの共用試験化に先立ち導入を決定し、
今年度は一部学生のみでトライアルテストを行った。来
年度は学年全体を対象にトライアルを実施する予定。
②医学教育センターを中心として、医学教育のさらな
る推進体制や、臨床実習の質の向上に向けた体制を
構築し、教育力の向上に取り組んでいる。3月に教育
ユニット教員会議を開催し、ユニット教員の位置付けを
明確にし、意識の向上を図った。

新教室の設置および教室再編

中長期的視野に立った、教育研究の充実と効果的運営

　医学部（医学科・看護学科）

（１）　新教室の設置および教室再編など学部教育の改善・充実　【地域貢献】

留学生の学力の質確保　【国際化】
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

豊かな人間性・倫理観、科学的思考を持ち、社会の
変化に対応しうる看護専門職を育てるため、27年度
の教育課程の評価を行い、新たな教育課程への改
正にかかる検討を進める。
①学生の英語力を高めるため、前年度の実施内容
をふまえて領域横断的教育企画（アクティブ・ラーニ
ング型実用的看護英語プログラム）を実施する。
②学生の都合に合わせ学習ができるように昨年度
導入したwebオンラインコンテンツを継続して活用
し、専門支持科目・専門科目を強化していく。

①領域横断的教育として、学生の英語に対する向学
心を促進するため「アクティブラーニング型実用的看護
英語教育プログラム」を開催した。1年生102名中98名
が参加し、ボランティアとのコミュニケーションにより、実
践的な看護英語を修得し、2年生以降の英語学習に
ついてもモチベーションを高めることができた。
また、ボランティアスタッフからは看護師としての献身的
な姿と、英語での会話成立に向けた努力が高く評価さ
れ、PEインストラクターからもイベント成功に対する講
評が伝えられた。

②前年度に導入したwebオンラインコンテンツに対する
アンケートを行い、その操作性や今後の継続性につい
て肯定的な意見を多く得た。専門支持科目・専門科目
の強化ツールとして、次年度以降の継続使用を検討し
ている。

①リサーチマインド養成カリキュラムの一環である教
室配属期間を延長したカリキュラムを実施する。また
アンケート調査を実施し、改善点を確認する。
②医学部長賞に応募することが学生の意欲向上に
つながるように、募集や実施方法を改善していく。
③研究実習等での海外派遣について、28年度より
新規派遣先となったシンガポール大学やブリティッ
シュコロンビア大学（カナダ）への学生派遣を実施
する。（再掲）

①医学科４年次の４月から７月まで、リサーチマインド
養成を目的として、リサーチ・クラークシップを実施し
た。また、７月の発表会ではアンケート調査で確認した
課題については、平成29、30年度の実施の中で改善
していく。
医学部長賞への応募でも、リサーチ・クラークシップか
ら継続した研究で成果を出している例も多く、今後も積
極的にカリキュラムの実施に取り組んでいく。
②医学部長賞については、学生や教員に対して積極
的に周知し、10月の医学部医学科教授会にて審査を
実施した。11月の教授会で金賞から銅賞まで表彰を
行った。
③研究実習等での海外派遣について、平成28年度よ
り新規派遣先となったシンガポール大学やブリティッ
シュコロンビア大学（カナダ）への学生派遣を実施し
た。また、MDアンダーソンがんセンター、AP-HP（パリ
公立病院連合）とのMOUに基づき、それぞれ2名の学
生を派遣した。

大学院とのつながりを考慮した学部教育の実施

看護学科生の卒業時到達目標の達成の強化
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

【医学科】
①地域医療の現場を早期に経験することができるよ
うに「福祉施設実習」や「ＦＱ（教室配属）」を必修科
目とする。
②4年生の「総合診療医学」をとおして、保険診療の
基礎知識や行政と協働して地域包括ケアシステム
について学習する体制を構築する。

【医学科】
①医学科１年生を対象として、外部の施設で１週間の
「福祉施設実習」を実施しているほか、医学の現場をい
ち早く体験してもらうことを目的とした「教室体験演習」
を前期・後期４コマずつ実施している。
②当該科目は後期1月～2月に開講した。昨年度に引
き続き、横浜市の行政関係者、本学国際総合科学群
の教員等をお招きして、学生に地域医療と行政のかか
わりについて知識を深めさせる機会となった。

【看護学科】
①附属２病院と看護学科との連携会議を定期的に
行い、臨地実習における指導体制の改善、附属病
院説明会開催、卒業生のキャリア支援などについて
検討していく。
②行政機関や地域医療機関等との連携をもとに、
学生の臨地実習指導や専門職の現任教育などに
ついても展開していく。
③地域医療機関への定着にあたっては、卒業後の
適切な時期での継続した支援を行う。
④附属病院修学資金制度を学生に周知していくと
ともに、受付・推薦業務を円滑に実施する。
⑤市内および近隣の高校において、看護学科の説
明会を行い、看護職に対する意識の高い学生の受
験を促す。
⑥八景のキャリア支援センターと協働し、卒業後の
住所、就職先など学生の情報管理を進める。
⑦看護キャリア開発支援センターを中心に、卒前か
ら就職、就職後と継続して看護職のキャリアサポート
を行う。

【看護学科】
①看護キャリア開発支援センター長、附属2病院看護
部長、看護学科長にて「四者会議」を定期的に開催
し、各セクションでの課題などを共有することで、一体
感のある在校生および卒業生のキャリア支援の検討を
進めた。
②臨地実習による様々な看護実践の修得を目的に、
横浜市内外の医療機関や、行政機関、ケアプラザ、保
育園等の施設との提携による看護実習を行った。
③平成28年度卒業生においては、108名のうち83名が
横浜市内の看護師または保健師として勤務する予定
であり、次年度以降の卒業生においても、地域定着に
向けた継続的な就職支援を実施している。
④附属2病院への就職を前提とした奨学金制度を周知
し、4年生から計73名、3年生から計36名の申込を受け
付けた。
⑤要望を受けた近隣高校にて出張講義を行い、看護
職の意義や本学の案内を行い、看護学科入学への意
識付けを行った。
⑥キャリア支援センターとの協働により、卒業生を含め
た学生の情報管理を行った。
⑦看護キャリア開発支援センターと連携し、段階に応
じた看護職のキャリアサポートを行った。

県域・市域医療機関への医師・看護師就業・定着を目指した教育の促進　【地域貢献】

（２）　医師不足診療科などを考慮した教育の充実　【地域貢献】
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

【医学科】
①国家試験の高合格率を今後も維持していくため
に、５、６年次生に実力試験を実施するとともに、６
年次生には模擬試験の受験も推奨していく。さらに
模擬試験を活用して知識の習熟度を把握し、成績
が思わしくない学生においては個別指導を行う。
②卒業試験に出題する問題を国家試験に準拠した
問題とするよう、各教室へ周知していく。
③5年次から6年次への進級試験についても、国家
試験の過去問題を中心として出題し、学生が早期
に国家試験に向けて取り組むように意識づけをして
いく。
④今後の国家試験改革を踏まえ、既存の卒業試験
(筆記)に加えて、PCC-OSCEの導入を検討する。併
せて科目毎に行っていた卒業試験を統合するなど
の効率的・効果的な実施方法についても検討する。

【医学科】
①５月に、６年次生を対象として、本学学生が弱点分
野としている科目を中心とした実力試験を取り入れた。
結果、７月に実施した模試における当該分野の成績に
上昇傾向がみられた。また、その実力試験の結果に基
づく個別指導を行っており、前年度よりも、習熟度の把
握、個別指導の機会を増やして対応した。
②卒業試験実施にあたって、国家試験の出題比率や
傾向などの情報を各教室に周知した。
③これらの取り組みを実施した結果、平成28年度の国
家試験の合格率は、96.6％となり全国第4位（過去最
高）となった。
④９月30日に6年次の希望者を対象としたPost-CC-
OSCEのトライアル試験を実施した。次年度以降は全
学生を対象として、実施できるように検討を進める。併
せて、卒業試験の在り方についても、検討を進めてい
る。

【看護学科】
①高水準の合格率を得るため、国家試験対策メン
バーを中心に、学生に対して保健師・看護師国家
試験に関する動向等について情報提供していく。さ
らに国家試験用e-ラーニングや国家試験用教材な
どを提供し、学生の自己学習を支援する。
②成績不良の学生に対しては担任およびゼミ担当
者を中心に個別的に支援する。
③各学年において進路ガイダンスを実施し、看護職
のキャリア形成と進路選択について低学年次から意
識付けを行っていく。
④模擬試験結果を分析し、正解率が低い科目や領
域に関してはフォローする。

【看護学科】
①国家試験に対する意識づけを早期に行うことができ
るように、学生支援委員会を中心に学生向けに国家試
験ガイダンスを4月に実施した。国家試験模試は、3年
生で計2回実施した。4年生では、学内模試を4月に1
回、学外の模擬試験を8月、9月、10月、1月に合計5回
実施し、各自の学力確認を支援した。
　また、国家試験結果についてより正確に把握できるよ
うに、今年度は学生委員会の4年生担任を中心に国家
試験自己採点会を翌日に行い、解答速報をもとにした
自己点検結果を大学として早期に把握し、必要学生
へのフォローを行った。
②昨年度に引き続き、成績が下位の学生に対し、面談
を行い、科目未修得者には、教務委員会と連携の上、
学生担任・ゼミ教員からのフォローを行った。
③学生支援委員会主催で、各学年の進路ガイダンス
を実施した。また、附属病院や看護キャリア開発支援
センターと連携し、新学期オリエンテーションでも附属
病院を中心とした病院紹介を行った。
④学生支援委員会が模擬試験結果の分析や、正答率
の低い必須問題の周知及び解説を行い、学力の底上
げを行った。

①医学科１年次生対象の科目について、アンケート
等を通じた授業効果の検証を引き続き行う。
②入学後に実施する「医学科新入生合宿」の実施
内容を改善し、合宿後に行う担任教員によるモラル
教育プログラムも本格的に実施し、医学科生として
の心構えやモラルのさらなる意識づけを行う。

①医学科１年生に対して医学基礎教育科目の授業評
価アンケートを実施し、教養教育部門会議で集計結果
の検証を行った。
②教養教育部門会議において、新入生合宿のプログ
ラムやグループワークのテーマについて検討、改善を
行い、今年度の新入生合宿を実施した。後期について
は、自然科学基礎実験の空き時間を利用し、１年次生
の担任教員のもと、モラルに関するグループワークを
行い、最後は学生全体での合同発表会を実施した。

国家試験の高合格率維持のための施策実施

医学基礎教育科目におけるカリキュラム構成の改善

（３）　医学科・看護学科定員増後の教育の質確保
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

①雨漏りやこれに起因して発生する建物内の損耗
を防ぐために、体育館の外壁修繕を実施する。
②夏季に室温が高温になる体育館で、課外活動が
安全に行えるように設備を整備する。

①体育館の外壁修繕は、予算の関係で、次年度以降
に持ち越してとなったが、体育館1階フロア床やシャ
ワー室の修繕などを実施し、学生の課外活動の支援を
行った。
②寄附金を活用し、大型扇風機を3台購入し、体育館
1階フロアと2階武道場に配置した。熱中症予防の一助
として各部活動に活用してもらえている。

①少人数で実施する科目（「教室体験演習」「研究
実習（リサーチ・クラークシップ）」）を利用して、学生
と教員が直接関われる機会を増やす。
②担任教員間や担任教員・学生間のコミュニケー
ションに加え、所属・学年を限定せず教員と学生が
広く交流できる場を設け、医学科全体としての教員・
学生間のコミュニケーションの充実化を図る。
③学生カルテシステムの周知を行うとともに、面談内
容等を学生カルテに記載しシステムを積極的に活
用する。

①１年次対象「教室体験演習」や４年次対象「リサー
チ・クラークシップ」において、各教室に少人数の学生
を配置し、いち早く現場を体験して医学を学ぶモチ
ベーションを高めるとともに、学生と教員との関わりを深
める機会を提供している。
②担任制度の中で面談を実施しているほか、学生懇
談会を開催し、学生と教員とのコミュニケーションの充
実を図っている。
③医学科では、年度始めに学生と担任との学生カルテ
システム上での紐づけが出来たことを、諸会議にて周
知し、学生カルテシステムの記載を依頼している。ま
た、看護学科でも学生カルテシステムの本格的運用に
向けて、学生支援委員会を中心に課題点を洗い出し、
円滑な運用にかかる調整や打合せを行った。

①臨地実習に関して学生と教員、臨床の指導者の
３者がそれぞれ評価を行い、より良い実習指導の在
り方の検討を行う。
②実習先で学生が充実した実習を受けることができ
るように、地域医療機関の看護師を主な対象者とし
た実習指導者講習会を開催する。
③両学科合同でＦＤを実施し、医学部としての意見
交換の場を設け、医学部全体の質の向上を図る。
④１年次の「医療と社会」の講義を、継続して両学科
合同で実施する。

①看護学科の臨地実習に関して、教務委員会を中心
に翌年以降の計画に関し、各病院と調整し、実習進行
計画を立てている。また各領域で実習に関するオリエ
ンテーションを行い、きめ細かい指導を行っている。
②看護学科では実習指導者講習会を開催し、各病棟
にて質の高い実習教育ができる指導者を育成する事
業を行っている。
③外部講師を招き、合同ＦＤ研修会を実施した。医学
部として、医学科・看護学科の教員の意見交換の場と
なった。
④学部1年次生を対象に共通教養科目の「医療と社
会」の講義を両学科合同で継続して実施している。医
学科・看護学科の学生が共にグループワーク・BLSを
実施し、「超高齢社会」「少子化対策」「医療者の都市
偏在」等の課題を与え、どのような多職種が関わること
になるのか議論・発表をさせる等、多職種連携医療を
意識させる内容とした。

学生・教員のコミュニケーション拡充

医学科、看護学科、２病院の連携強化

質の高い医療者の育成や医学科定員増に対応した施設設備拡充
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

①医学研究科との連携を更に深化させる。
②理化学研究所及び産業技術総合研究所との連
携による生命医科学分野の教育・研究の強化を行う
とともに、更に他機関との連携について検討する。

①生命医科学研究科と医学研究科との連携セミナー
を７月と11月に相互に実施した。各研究科から２名の
教員が講演を行い、鶴見（７月）46名の参加があった。
福浦では（11月）51名の参加があった。相互理解の端
緒として貴重なものであったという評価がなされた。
②理化学研究所及び産業技術総合研究所との連携を
継続した。平成28年度から副指導教員による学生との
面談を開始し、連携大学院教員、本学教員が相互に
学生の状況を理解し、教育の強化が図られた。他機関
との連携については、国立医薬品食品衛生研究所と
の間で教育研究連携協定を締結した。

①４研究科で学部生の大学院科目早期履修を継続
して実施していく。また、早期履修１、２期生の博士
前期課程入学後１～２年経過に伴い、学部・大学院
一貫教育実施状況の検証、及び早期履修制度活
用による優秀な大学院入学者の確保を含め、制度
の更なる充実に向けた検討を行う。

①早期履修２期生：１名が国際マネジメント研究科博士
前期課程を１年で修了し、平成28年度に博士後期課
程に進学した。
３期生：都市社会文化研究科２名、生命ナノシステム科
学研究科30名、生命医科学研究科14名が大学院博
士前期課程に入学した。そのうち都市社会文化研究
科２名が１年で博士前期課程を修了した。
４期生：４月から学部４年次生の大学院早期履修を開
始し、都市社会文化研究科３名（履修資格者４名）、国
際マネジメント研究科３名（同３名）、生命ナノシステム
科学研究科38名（同40名）、生命医科学研究科18名
（同24名）が履修した。
５期生：平成29年度に学部４年となる学生を対象に早
期履修資格審査申請受付を行い、計72名（うち、都市
社会文化研究科２名、国際マネジメント研究科６名、生
命ナノシステム科学研究科45名、生命医科学研究科
19名）が早期履修を許可された。

②理数学生マスター事業（仮）において、自主研究
活動、教室セミナー、キャンパス見学会、学外イベ
ントへの参加を継続して実施する。また、理数学生
育成支援事業（文部科学省補助事業）終了後もこ
れまでの体制を維持し、各教員の協力体制を強化
する。

②理数マスター育成プログラムにおいては、新入生説
明会、交流会を開催して新入生にプログラムの説明を
行い、新入生30名からプログラムの申請があった。また
プログラムの学生に対し教室セミナーを４回実施し、
キャンパス見学を11月に実施した。理数学生育成支援
事業（文部科学省補助事業）終了後も本学独自の事
業として「理数マスター育成プログラム」として運営して
いる。これまでの理数学生育成支援事業から継続でき
る取組を整理し、補助金に頼らず効果を出すべく科学
者養成プログラムを運営し、そのため同様のプログラム
を運営している先行大学の教員を講師に招いてのFD
も実施した。

　都市社会文化・国際マネジメント・生命ナノシステム科学・生命医科学研究科

（１）　コースが再編された学部・大学院の一貫性ある教育内容の実施

コースと研究科の連結による一貫した教育
（５年で修士号取得できる制度の構築等）　<<再掲>>

（１）　生命医科学分野の再編

３　大学院教育に関する取組
　大学院共通

生命医科学分野の再編
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

①生命ナノシステム科学研究科で実施し、28年度
から正規科目化した「国際リトリート」を中心に、各研
究科において海外フィールドワークに積極的に参加
し、英語による研究発表等、研究活動に基づいた実
践的な英語利用の機会を提供する。
②独立行政法人国際協力機構（JICA）における人
材育成支援プログラム等を活用し、優秀な留学生を
受け入れ、学生交流を推進する。

①生命ナノシステム科学研究科で新設した科目「国際
リトリート」では、14名が受講し、国際ワークショップ等の
機会を通して、英語による研究発表能力の向上を図っ
た。
②生命ナノシステム科学研究科でPEACEプロジェクト
にて２名（アフガニスタン）、ABEイニシアティブプログラ
ムにて１名（レソト王国）の研究生を受け入れた。３名と
も研究生として修了が認められ、平成29年度に博士前
期課程に入学した。また、平成27年度に国際マネジメ
ント研究科で受け入れた２名（タンザニア）のABEイニ
シアティブプログラム生は平成28年度末に博士前期課
程を修了した。優秀な留学生を継続的に受け入れるこ
とにより、英語による授業の充実及び学生交流のさらな
る促進を図った。

①カリキュラム評価アンケート、授業評価アンケート
の実施及び分析を継続し、第３期中期計画におけ
るカリキュラム改善へ反映する。
②国際マネジメント研究科において、サービスサイ
エンス研究プログラムを開始する。

①授業評価アンケートは前・後期の年２回実施してお
り、前期は８月、後期分は２月までに実施を完了した。
個別集計結果は各教員にフィードバックし、学部長・研
究科長へは全体の集計結果を開示した。それをもとに
学部ではFD推進委員会、研究科では研究科長を中
心にそれぞれ検証を行い、改善に向けて検討を行っ
た。
　カリキュラム評価アンケートは、11月下旬から２月上
旬に実施し、検証を行った。（再掲）
②国際マネジメント研究科では、「サービス・サイエンス
研究プログラム」を開始し、国内外のサービスビジネス
について、専門的かつ科学的に研究を進めることがで
きるようカリキュラムを整備した。初年度は16名がプログ
ラムの履修申請をし、うち５名が修了した。

①学部・修士５年一貫制度や学内推薦入試等、内
部生の進学につながる制度の定着を図るとともに、
社会人や留学生等、多様な人材を確保する。
②継続的に指導教員と指導学生のバランスを考慮
し、志願学生の動向についても検証を行い、適正な
定員数と入学者の質の確保を維持する。

①②各研究科とも、募集時期にあわせて年２～３回の
入試説明会・個別相談を行った。個別相談では、参加
者が教員と直接話すことができ、研究内容のマッチン
グなどの相談を密にできたことが志願につながった。
　留学生や社会人からの志願も徐々に増えており、多
様な人材の確保につながった。
　生命ナノシステム科学研究科では学内推薦志願者
が増え、学内の優秀な学生を確保できており、制度が
定着してきていることを示している。
　生命ナノシステム科学研究科の博士後期課程では、
定員割れが続いていたが、学内生だけでなく企業研
究者や外国人の志願もあり、定員を満たすことができ
た。

（２）　都市の課題解決への対応等を視点にしたカリキュラムの改善・充実　【地域貢献】【国際化】

大学院の定員割れまたは超過への対応

大学院教育における国際色の実質的な打ち出し　【国際化】

研究科のカリキュラム改善
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

①博士前期課程の定員を確保するとともに、博士後
期課程についても学生の確保に努める。
②授業評価アンケートや第３期中期計画策定に伴う
教育・研究体制についての検討結果等を基に、研
究科における教育・研究を充実させる。
③研究科における教育・研究に必要な研究施設・
機器類を整備する。

①博士前期課程においては、平成28年度も推薦入試
を実施し、定員を確保できた。博士後期課程について
は、学則を改正し、定員の適正化（20名→10名）を
行った。また、入試説明会等において社会人学生の参
加を促し、学生確保に努めた。
②授業評価アンケートを継続して実施した。結果等を
踏まえ、カリキュラムの見直し、検討を行った。博士後
期課程は平成29年度から新カリキュラムを開始するこ
ととなり、博士前期課程では新カリキュラムが確定し、
平成30年度から開始予定である。
③施設付帯設備の老朽化に伴い、供給施設棟受水槽
の更新を行った。研究機器類については、更新につい
ての優先順位に基づいた更新の年度計画を策定し
た。

①国際総合科学部生の本研究科入学を拡大してい
くために、生命医科学分野の再編を踏まえカリキュ
ラム改革を検討していく。
②「がんプロフェッショナル養成基盤推進プラン」の
円滑な運営により、がんに関する高度先進的な知
識や技術の修得を図る。
③修士、博士それぞれに求められるべき質と量の教
育整備により、研究活動に必要な素養の養成を強
化する。

①平成29年度から生命医科学分野の講義をカリキュラ
ムに入れることを検討した結果、変更を伴い実施する
こととなった。
②がんプロフェッショナル養成基盤推進プランでは、継
続して所属の大学院生数が目標数に達しており、がん
総合医科学講座を中心に円滑な運営が実施されてい
る。またキャンサーボードや合同セミナー等を通じ、他
大学との交流も盛んに行われ、今年度の外部評価委
員会でも高評価を受けた。第3期のがんプロ申請に向
けて、プログラム内容を確認し、新分野を盛り込んで引
き続き継続する方向となった。
③修士課程のカリキュラムでは、基礎的内容を網羅で
きるよう、カリキュラム構造がもともと異なっているが、研
究・論文指導含めて検討を続けることとした。

①専門看護師教育課程の拡充を進めるとともに周
麻酔期看護コースを開講し、附属２病院をはじめと
した近隣病院からの入学者の増加を図る。
②地域医療への貢献に向けた看護師養成を目的と
して、看護学専攻修士課程定員を増員し、博士課
程の開設に向けた具体的な検討を進める。
③本専攻の主旨に沿った教育内容の更なる充実を
図るためにFD委員会を中心にFDの内容を検討し、
実施する。

①平成28年度から看護学専攻の入学定員を8人増員
し20名にし、入試では定員の1.6倍となる32名が受験し
た。平成29年度は、23名の入学者を予定している。
②博士課程の平成30年度開設に向け、組織体制、教
育課程内容等の検討を行い、平成28年度末に文部科
学省に申請を行った。また、小児看護学において専門
看護師教育課程（38単位）の申請を行った結果、教育
課程として認められた。
③看護にかかる教育クオリティと教員の資質向上のた
め、看護系大学教員に求められる能力を行動レベル
で示した「看護教育におけるFDマザーマップ」の導入
に向けて、千葉大学看護学部から外部講師を招き、看
護として独自のFD研修会を開催した。

　医学研究科

（１）　医学研究の更なる充実とその成果の医療への展開を担う人材の育成及び高度専門看護職等養成体
制の整備　【地域貢献】

生命医科学研究科における教育・研究の推進

医学研究における領域横断的教育体制の構築

看護学専攻の充実・運営改善

（３）　理学と医学を融合した基礎研究から応用研究までの幅広い知識と視野を有する人材の育成と世界
的レベルの研究拠点の形成　【地域貢献】

31



平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

①平成27年10月に立ち上げたワーキング・グルー
プ（WG）にて、設問の意義や活用方法を協議し、結
果を改善の取組に活かせるようなアンケートを作成
する。
②アンケートの周期を４年に一度から３年に一度に
短縮して実施することで、学生の意見を吸い上げる
機会を増やす。
③アンケート集計・結果分析を行い、調査報告書を
作成する。

①前年度に引き続きワーキング・グループ（随時のイン
ターネット上の掲示板における意見交換も実施）にて
大学運営に活かすことを見据えた設問を検討しつつ、
学生生活保健協議会において教員の意見を聴取し
た。教職員の意見を広く反映させた結果、より学生の
ニーズをくみ取ることができるアンケートを作成すること
ができた。
②３年に一度の実施を実現させ、アンケートは、10月
末～11月中旬に実施し、1月末に集計が終了した。以
降、３月中旬には一次的な分析と考察を実施した。
③今回から集計業者より集計生データの提供を受け、
報告書は学内担当者で作成した。その結果、経費を
抑制し、かつワーキング・グループや各所管において
生データを元としたクロス集計を自由に実施できる形
態とした。

【金沢八景キャンパス】
①学生自身が自治の果たすべき役割について考え
ることで、自治の発展を促すとともに、学生自治団体
の担うべき役割を定着させ、その役割が代々引き継
がれていくよう支援を行う。
②学生の備品購入や施設整備等に関する要望を
集約するルートを見直し、漏れなく学生団体の声を
拾い上げることのできる体制を整える。
③学生が課外活動施設を利用するにあたり、主体
的かつ適切に維持管理が出来るよう側面的な支援
を行う。
④SNS等を活用し、学生の活動を在学生・卒業生・
高校生・保護者等、学内外に対して積極的に広報
する。

①毎月、学生自治団体との情報交換会を設け、学生
に自治とは何かを考えさせる機会を創出した。その結
果、学年進行に伴う「代替わり」に際し、その役割を学
生自身が後輩に伝達できるようになった。
②毎月の情報交換会に加え、主将会議や自治会費の
配賦金ヒアリング等の際、各学生団体から備品購入や
施設整備等の要望を聴取した。その結果、平成28年
度は、第２グラウンドのテニスコート全面改修、第１グラ
ウンドの照明増設、ラグビーポールの入替、トレーニン
グルームの全面改修、第２グラウンド及び体育館アリー
ナの防球ネットの修繕等、学生のニーズに幅広く応え
ることができた。
③学生自治団体による自主的なトレーニングルームの
清掃等を側面的に支援した。加えて、トレーニング
ルームの全面改修に合わせて有志の清掃ボランティア
を募集した。これらの取組みによって、学内施設を大
切に使う意識や大学への帰属意識を高めることができ
た。
④年間を通じて学内イベントや学生の功績等を速やか
にSNSに投稿し、新規のフォロワーを獲得した。年度当
初600件程度であったTwitterのフォロワーを年度末時
点で、約1,200件に増やすことができた。

【福浦キャンパス】
①学生自治による課外活動の運営体制の強化を図
るとともに、サークル棟および福利厚生棟の管理も
あわせて支援する。
②教員・学生・学務の３者間で情報を共有する場を
設け、組織体制の強化を図る。

【福浦キャンパス】
①課外活動の運営に関する説明会を4月に実施し、課
外活動体制の支援を行うとともに、サークル棟、福利厚
生棟の管理も行った。
②９月と２月に担任教員、学年代表、学務・教務課を中
心として、学生懇談会を実施している。また、各種部門
会議に学生を参画させることで、学生の意識の向上を
図り、学生の意見を取り入れた大学運営を進めてい
る。

４　学生支援に関する取組

（１）　学生の学習・学外活動支援及び生活環境の整備拡充　【国際化】

学生へのアンケート手法等の全般的な見直し

課外活動の推進
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「事業の概要」

　経済支援の周知や案内を適切に行い、各制度を
効率的に運用する。減免制度については、適宜申
請状況の結果をもとに検証を行い、必要に応じて運
用の改善を行う。また、第３期中期計画を見据え、
本学の減免予算適正額に関する客観的根拠を明ら
かにする。

・各種経済支援制度を学生に広く周知するため、ＳＮＳ
を活用し、広報・周知活動を強化した。
・授業料減免制度については、適格者へのアンケート
を10月に行い、制度の効果検証を行った。
・第３期中期計画に向けて、国私立含め他大学の減免
制度運営状況を調査し、安定的な制度運用に向けて
検討した。
その結果を受け、財務担当と連携し、平成29年度から
減免予算の半額を学費対象外経費として横浜市から
措置されることとなった。
・４月に発生した熊本地震の罹災学生に対する経済支
援策として、地震発生後直ちに災害見舞金と緊急応急
対応型授業料減免を一部拡大して実施した。

①交換留学生受入拡大のため、軌道に乗った既存
の外部施設借り上げや本学所有物件利用のほか、
今後の宿舎確保に向けた方向性を確立する。
②グローバル推進課を中心として、アドミッション課
と連携した本学のPRや、キャリア支援課と連携した
就職支援により本学の魅力向上を図る。
③前回の運用改善から３年が経過した留学生対象
授業料減免制度について、振り返り及び改善を行
う。
④市内の中学校や高校を中心に留学生による「出
前授業」を実施し、地域のグローバル化に貢献す
る。

①経営方針会議にて、宿舎建設も含めた今後の留学
生宿舎確保に関する方向性を提案した。新規宿舎とし
て京急グループ・横浜市と取り組んでいる空き家利活
用プロジェクトより派生したシェアハウスの借り上げ及
び既存外部借上宿舎の拡充について了承を得た。そ
の結果、横浜市国際学生会館においては、本学交換
留学生専用室を２室増により７室へと拡充。シェアハウ
スにおいては、日本人学生３名と外国人留学生５名、
計５国籍の学生が混住する国際交流型宿舎として運
営を開始することができた。
②グローバル推進室とアドミッション課と今後の入試制
度等について協議を開始した。また、キャリア支援課と
連携し、本学で開催される留学生就職ガイダンスにて
グローバル推進担当からも説明を行った。さらに、横浜
市、市内企業と連携し、インターンシップを含めた留学
生の就職支援体制構築に向けて協議のうえ、計画をま
とめつつ、同時に横浜市と本学、横浜国立大学と神奈
川県との４者連携のもと、文部科学省留学生就職促進
プログラムへ申請した（申請代表大学：横浜国立大
学）。
③前年度、学生生活保健協議会で出された意見をもと
に、研究科における半額減免対象者の考え方等を見
直し、より学習意欲を高める制度に改善した。
④市内中学及び高校より依頼があった段階で対応す
る予定だが、平成28年度においては依頼がなかった。

学生への経済支援充実

魅力的な留学生支援ネットワークの構築　【国際化】
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「事業の概要」

①健康診断におけるメンタルへルス不調者（抑うつ・
自殺念慮等）へ個別面談等のフォローを実施する。
②自傷・他害等のメンタルヘルス問題を背景とする
インシデントに対し、保健管理センターと教員、教育
推進課、福浦キャンパス学務・教務課等が連携した
対応を実施する。
③障害学生支援体制を整備し、学生支援の充実を
図る。
④法人全体の相談対応及び保健管理体制の充実
を図る。

①健康診断の実施、２次健診、メンタルへルス不調者
への個別面談等のフォローを実施した。
②保健管理センターと教員、教育推進課、福浦キャン
パス学務・教務課、健康管理室医等と連携し、学生サ
ポートを継続的に実施した。
③障害学生支援のため、バリアフリー支援室を設置
し、専任のコーディネーター（嘱託）を配置した。修学
機会の確保のため、適宜バリアフリー支援委員会を開
催して情報の共有と対応の協議を行うなど教員・関係
部署との連携体制を構築し、ボランティア支援室とも連
携し、学生によるボランティアサポートも得て障害のあ
る学生の修学支援を実施した。また、教職員に対し、５
回にわたって学生のメンタルへルス対応・障害理解の
ための研修を実施した。
④法人全体の相談対応や保健管理を充実させるた
め、定期的に心理士が各病院・キャンパスへ出向く回
数を増やしたり、希望する各病院・キャンパスでの相談
も実施した。

①本学に必要不可欠な図書、雑誌及び電子資料を
効率的に整備し、有効活用を推進する。
②グループ学修や個人学修など多様化する学修活
動や利用形態に対応した環境づくりの充実を図る。
③新しい図書館システムの運用（28年４月から本格
稼働）により、学術資料の検索、探索の効率化やイ
ンターネットを介したサービスの充実を図る。
④本学の研究成果やコレクション資料を学内外に
発信するため、機関リポジトリの充実を図るとともに、
市民講座を開催する。

①電子資料について、前年度に契約しているタイトル
は、提供が終了したタイトルを除き、継続して契約する
ことができた。平成29年度以降継続して、新規創刊雑
誌や需要が高まっている重要雑誌など本学で必要な
タイトルの検討を行う。
②施設内のグループ学習室、セミナー室、貸出パソコ
ンなどのWeb予約を開始し、利用者の利便性を図っ
た。また、今後の学術情報センター及び医学情報セン
ターのあり方を検討し、館内レイアウトの改修やサービ
ス内容の向上等について取りまとめた。
③新しい図書館システムの運用により、学術資料の検
索機能の向上（冊子体・電子資料の一括検索）、イン
ターネットを介したサービスの拡充（館内設備のオンラ
イン予約、オンラインレファレンス）、医学情報センター
の利用環境の改善（入退館システムの導入）を実施し
た。
④本学が所蔵している古地図コレクションをデータ
ベース化し、ウェブサイトで公開した。また、11月に市
民講座を開催し、全国でも有数の規模である会社史・
団体史の紹介や外部講師を招いての講演を行った。
その他、地域住民及び学生に本学で所蔵する資料
や、本学に関する情報を周知する目的で本学の特色
あるコレクションや、特筆すべき取組、研究業績等に関
するテーマ展示を行った。

学生に対する長期的・継続的な心身ケア支援

学術情報の整備<<再掲>>
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「事業の概要」

①他の海外派遣プログラムとインターンシップの違
いを明確にした上で、学生への積極的な参加の働
きかけを行う。
②海外インターンシップ参加学生が得た成果を報
告会や報告書により共有、評価する。
③様々な国や地域でインターンシッププログラムを
展開できるよう、新規エージェント・新規受入先企業
開拓のための検討を行い、学生の選択肢を増や
す。

①②説明会や窓口等で、語学力の向上のみならず、
海外インターンシップであるからこそ得られる経験や気
付きを学生に伝えた成果として、参加者が増加した。
（平成28年度21名（前年度夏季15名））また、平成28年
度は、他の海外派遣プログラムと合同で報告会を行う
ことで、海外インターンシップ特有の成果などを参加学
生からPRし、もともと海外志向の強い学生に対してもア
ピールできた。さらに報告会で発表するだけでなく、平
成28年度は海外インターンシップに参加した学生同士
で集まり、事前に情報共有や成果等をディスカッション
することで、将来のキャリアについて意識付けを行うこ
とができた。
③平成28年度は学生が派遣されている企業等を中心
に視察を行い、現地で学生や受け入れ先の企業とコン
タクトすることで、学生や企業側双方にメリットのある海
外インターンシップの在り方を検討することができた。
また派遣受け入れが止まっていた横浜銀行上海支店
について、国内及び現地訪問での交渉の結果、派遣
受け入れの再開が決まった。さらに本学OBを通じてコ
ニカミノルタ支社のあるシンガポール、シドニー等の派
遣について教員とともに直接交渉・検討し、環境面を
確認した上で平成29年度夏季からの派遣開始の承諾
を受けることができた。

　学生のニーズに合ったボランティア先の開拓や、
学生と活動のマッチングを継続的に実施する。ま
た、ボランティアに対する学生の意欲を高める等の
目的を定めた上で、ボランティア支援室による独自
プログラムの企画等を学生スタッフとともに立案し、
実施する。さらに、学生による地域貢献活動など、
ボランティア支援室を窓口として、行政や地域等と
連携した取組を実施する。

　４月に学生の集まるシーガルセンターの２階に移転
するとともに、学生のボランティア活動等の活動履歴を
「証明書」として発行する仕組みなどについて、オリエ
ンテーションの機会に周知を行ったり、学生個人専用
のボランティア活動のWebページを構築するなど、学
生への広報活動を強化し、259名の学生が新規で登
録した。
　また、ボランティア支援室の独自プログラム企画とし
て、新たに区社協と身近な施設との講座や、国際的な
活動を行っている団体との連携企画を進めたことに加
え、学生の地域貢献活動支援事業は８事業採択し、学
生の活動支援を行った。

学生のボランティア活動を支援するボランティア支援室の設置及び運営

国際的なボランティア活動・海外インターンシップの推進　【国際化】【地域貢献】
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

①全学レベルでの領域横断的キャリア教育につい
て再評価し、さらなる拡大を図る。
②卒業生や企業との連携を強化し、学生や大学院
生、ポスドクのキャリア形成全般への協力体制を構
築する。
③就職ガイダンスを初めとする学生や大学院生、ポ
スドクの進路決定に向けた啓発活動や、キャリアコ
ンサルタントによるカウンセリング等のきめ細やかな
サポートを行う。
④企業や卒業生に対するアンケートを実施し、本学
学生の外部での評価を的確に把握し、キャリア支援
体制に反映する。

①共通教養科目「キャリア形成実習（キャリアデザイ
ン）」では、より多くの学生に受講してもらうため、現状
前期だけのものを、平成29年度以降は前期・後期に受
講できるように機会を増やした。
②③前年度から実施している生命医科学研究科の博
士後期課程１年生の必修科目「科学戦略講究」では、
博士課程の学生が不得手とする他者へ自分の専門分
野を上手く伝える方法等を学ぶ「スキルデザイン研修」
を取り入れるとともに全学理系大学院生及びポストドク
ターにも参加してもらえるよう、周知した。その他、例年
行っている「就職ガイダンス」や「キャリアサポーターの
集い」等についても、例年の内容を踏襲することなく内
容について検討を重ね実施した。特に「内定者と就活
生の集い」については、従来から行っている懇親会だ
けでなく、内定者によるパネルディスカッションも行うな
ど、参加学生にとって、より理解が深まるような内容とし
た。なお、より多くの学生に参加してもらえるよう、メー
ルやポスター、SNS等を通じて周知した。
④「卒業生アンケート」については、内容等を6月から
議論し、8月から10月にかけて実施し、アンケート結果
をもとにキャリア支援体制を検討していくことになった。
また「企業アンケート」については、3月の合同企業セミ
ナーで実施し、企業が思う大学や本学学生の印象・評
価を確認した。さらに新たに「内定者アンケート」を実
施し、内定時期や就職活動に際して一般的な統計で
はなく、本学学生の動向を確認することで、より適した
キャリア支援を検討していくことになった。

キャリア教育体制の確立と就職支援の充実　【国際化】

（２）　キャリア教育・職業教育の充実
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

　研究力の向上を図ることを前提として、大学教育
に資する「学術的研究」を推進し更なる質の向上を
目指していく。さらに、本学の特徴的な取組につい
ては、「戦略的研究」として位置づけ推進するととも
に、全学的な研究環境の整備を目的とした「研究基
盤」の充実を図る。
　また若手研究者への育成支援、女性研究者の活
躍促進をはじめ、現在のニーズに合わせた様々な
研究活動や産学連携のより一層の推進、先端医科
学センターをはじめとした研究拠点機能の推進など
を取り組む。

【戦略的研究の推進】
・大学の強みとなる研究をさらに強くしていくための
「戦略的研究推進事業」を進める。
【学術的研究の推進】
・基礎研究力の強化等を目指した「学術的研究推
進事業」を進め、大学教育に資する研究の質の向
上を図る。
・「若手研究者及び国際学会等への研究成果発表
奨励事業」により、学会発表等海外研究者との連携
機会を提供する。

【戦略的研究の推進】
・学長のリーダーシップのもと、世界レベルのインパクトの高
い論文創出について分析を行い、「再生医療」や「がん」、
「遺伝学」等のほか、今後、躍進が期待される分野を加えた
14件のプロジェクト（第３期戦略的研究推進事業）に対して、
集中的に研究費を配分した。

【学術的研究の推進】
・学術的研究推進事業として、基礎研究力の向上や女性研
究者の躍進を目的とする「若手・女性研究者支援プロジェク
ト」と、産学連携のより一層の推進を図るための「産学連携
等支援プロジェクト」を新たに創設した。両プロジェクトとも広
く学内公募を行い、学長のリーダーシップのもと、若手女性
支援ＰＪ15件、産学連携等支援ＰＪ3件を採択した。若手女性
研究支援プロジェクトについては、３月に教職員・学生向け
報告会を開催したことにより、期待の若手・女性研究者を広
く周知することができた。
・「教員海外出張・招へい支援制度」について、今年度、一
部見直しを行い、新たに「若手・女性研究者研究奨励プログ
ラム」を創設した。年2回の公募の結果、17件を採択し、うち
13件で国際学会での発表が行われるなど、世界レベルに向
けた研究支援を行うことができた。

【研究基盤の充実】
平成27年度に開設したURA推進室では体制の強化
を図り、知財機能の充実や研究支援を拡充するほ
か、更なる外部研究費の獲得や実施体制を充実す
る。

【研究基盤の充実】
・ＵＲＡ推進室では、研究費申請書の作成支援のほ
か、学術的研究推進事業に採択された研究代表者へ
のヒアリングを行い、プレゼン資料のまとめ方支援、外
部研究費の獲得に向けたアドバイス等も行った。外部
研究費獲得に向けたセミナーも通年で開催した。特に
科研費については文科省から講師を招き、科研費制
度の改正等に関する説明会も実施した。また、学内共
同研究の促進に向け、若手研究者同士の交流セミ
ナーの開催や、英語論文作成支援として、外部講師を
招いた論文セミナーを開催するなど、研究力強化に向
けた支援も行った。（セミナー開催数：15回）

・大学が保有する知的財産（特許等）の効果的な活用
を図るため、新たに知的財産戦略委員会にKAST、
IDECより医系分野に強い2名の外部有識者を迎え、体
制強化を図った。また、国の動向等を踏まえた新たな
知財の活用方針について検討を行い、次年度から具
体的な取組を進めていく。そのほか、企業等とのマッチ
ング機会の拡大や特許等の効果的な導出を図るた
め、外部TLOを積極的に活用しながら、新たな産学連
携イベントにも積極的に出展を行った。

Ⅰ　大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための取組
　Ⅰ－２　研究の推進に関する取組

１　研究水準及び研究の成果等に関する取組

研究水準の向上と外部研究費の獲得拡大

（１）　研究の充実と外部資金の獲得
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

①本学に必要不可欠な図書、雑誌及び電子資料を
効率的に整備し、有効活用を推進する。
②グループ学修や個人学修など多様化する学修活
動や利用形態に対応した環境づくりの充実を図る。
③新しい図書館システムの運用（28年４月から本格
稼働）により、学術資料の検索、探索の効率化やイ
ンターネットを介したサービスの充実を図る。
④本学の研究成果やコレクション資料を学内外に
発信するため、機関リポジトリの充実を図るとともに、
市民講座を開催する。

①電子資料について、前年度に契約しているタイトル
は、提供が終了したタイトルを除き、継続して契約する
ことができた。平成29年度以降継続して、新規創刊雑
誌や需要が高まっている重要雑誌など本学で必要な
タイトルの検討を行う。
②施設内のグループ学習室、セミナー室、貸出パソコ
ンなどのWeb予約を開始し、利用者の利便性を図っ
た。また、今後の学術情報センター及び医学情報セン
ターのあり方を検討し、館内レイアウトの改修やサービ
ス内容の向上等について取りまとめた。
③新しい図書館システムの運用により、学術資料の検
索機能の向上（冊子体・電子資料の一括検索）、イン
ターネットを介したサービスの拡充（館内設備のオンラ
イン予約、オンラインレファレンス）、医学情報センター
の利用環境の改善（入退館システムの導入）を実施し
た。
④本学が所蔵している古地図コレクションをデータ
ベース化し、ウェブサイトで公開した。また、11月に市
民講座を開催し、全国でも有数の規模である会社史・
団体史の紹介や外部講師を招いての講演を行った。
その他、地域住民及び学生に本学で所蔵する資料
や、本学に関する情報を周知する目的で本学の特色
あるコレクションや、特筆すべき取組、研究業績等に関
するテーマ展示を行った。

①UDCN並木ラボを中心として、行政や地域住民と
連携した、様々な取組を実施し、地域活性化を推進
する。
②都市政策部門における、本学教員による地域貢
献活動を実施する。
③本学の地域貢献活動に関する情報を、本学COC
事業の取組と一体的に発信する。具体的には、
ニュースレターの定期発行や、報告会等を実施す
る。また、本学の地域貢献に関する取組の報告とし
て、冊子の発行を行う。
④横浜市の関係部署に効果的な働きかけをし、主
に横浜市の附属機関（審議会等）への本学教員の
参画を促進する。

①UDCN並木ラボは１～２か月に１回利用者等が集ま
り、運営に関する協議を行うとともに、地域住民中心の
取組を継続的に実施している。
②平成28年度は、教員による地域貢献活動支援事業
を16事業採択し、教員の活動支援を行った。
③地域貢献活動に関する情報はWebやリリース等で発
信するとともに、大学COC事業に関するニュースレ
ターを合計３号発行し、特に空き家に係る取組は、非
常に多くのメディアに取り上げられた。また、地域貢献
白書は予定通り発行するとともに、報告の場として行っ
たシンポジウムには139人の方々にお越しいただくな
ど、情報発信に努めた。
④本学教員に関する情報をリサーチマップ等を通じて
広く横浜市に周知し、審議会等の附属機関への教員
の参画を継続的に促した。

学術情報の整備<<再掲>>

地域貢献センターの推進　【地域貢献】

（２）　研究成果・知的財産を地域社会へ還元　【地域貢献】【国際化】
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

　本学教員を中心とした、大学として意義のある講
座を年間100講座程度開催する。また、多くの市民
等の学習意欲に応えるため、基本的には各キャン
パスを拠点としつつ、市内の各所で講座を開催す
る。そして、横浜市を始めとする行政や民間企業等
と連携し、様々な分野の講座を実施する。さらに、エ
クステンション講座に参加できない市民等の利便性
の向上を図るため、一部の講座については動画に
よる配信を行う。

(1)本学教員を中心とした講座を、年間140講座開催し
た。
(2)平成28年度は神奈川県や港北区、泉区等の行政と
共催として開催するための企画及び調整を行い、市域
で広く医療に関する知の還元を行った。また、健康福
祉局等と協議の上、連携（共催）の仕組みを構築する
ことができた。今後はこれを踏まえ、横浜市のニーズを
踏まえた講座を、各地で実施していく。
(3)環境に関する市民啓発としてＹＥＳ講座を９講座42
回実施するとともに、動画を５講座19回分配信した。

地域医療貢献推進委員会を通して、
①医師紹介優先度基準に照らし合わせた適切な医
師紹介を継続する。
②各協力病院と診療体制についての情報を共有
し、包括的に討議していく委員会とする。

①平成28年度も地域医療貢献推進委員会で医師紹
介の依頼に対し報告・審議をおこなった。
②新規医師紹介制度を設けており、HP・電話等で常
時受け付けている。地域医療機関から要請があれば、
地域医療貢献推進委員会で包括的に管理している。

地域医療貢献の推進　【地域貢献】

教員による生涯学習の充実　【地域貢献】
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

　トランスレーショナル・リサーチをはじめとした、先
端医科学研究センターの研究活動を更に推進す
る。また、研究事業の「戦略的研究推進事業」を引き
続き推進するほか、市民講座等を開催し、横浜市民
をはじめとする多くの人々に本学の先端医科学研
究について広く周知するための活動を行う。

第３期戦略的研究推進事業のうち、「再生医療」や「遺
伝学」など医学研究に関する領域については、先端医
科学研究センターの「研究開発プロジェクト」と位置づ
け、各解析センターを拠点に研究を推進した。
また、平成28年８月には、プロテオーム解析センターの
最先端の質量分析装置等を活用するとともに、北里大
学・国立がん研究センターと連携しながら新たに文部
科学省の先端研究基礎基盤事業（共用プラットフォー
ム形成支援プログラム）に採択された。これにより、先
端医科学研究センターが有する高い解析技術を学内
外に提供する体制が整うとともに、企業等との共同研
究など産学連携の促進や優れた技術者の養成など人
材育成を推進していく。
　市民講座については、合計６つのテーマで開催し、
延べ５２６名が参加した。先端医科学研究センターが
設立１０周年だったことを機に、11月には横浜市経済
局 国際戦略総合特区推進事業 連携講座として市民
講座を企画・開催した。「再生医療の最前線」をテーマ
に、基礎研究と臨床研究の研究者が講演した他、再生
医療をはじめとする創薬や医療機器等の研究開発プ
ロジェクトの支援を行う横浜市の施策についても紹介
し、多くの市民に広く紹介することができた。

①医学研究科との連携を更に深化させる。
②理化学研究所及び産業技術総合研究所との連
携による生命医科学分野の教育・研究の強化を行う
とともに、更に他機関との連携について検討する。

①生命医科学研究科と医学研究科との連携セミナー
を７月と11月に相互に実施した。各研究科から２名の
教員が講演を行い、鶴見（７月）46名の参加があった。
福浦では（11月）51名の参加があった。相互理解の端
緒として貴重なものであったという評価がなされた。
②理化学研究所及び産業技術総合研究所との連携を
継続した。平成28年度から副指導教員による学生との
面談を開始し、連携大学院教員、本学教員が相互に
学生の状況を理解し、教育の強化が図られた。他機関
との連携については、国立医薬品食品衛生研究所と
の間で教育研究連携協定を締結した。

先端医科学研究センターの施設建設・体制整備

生命医科学分野の再編<<再掲>>

（２）　生命医科学分野の再編

２　研究実施体制等の整備に関する取組

（１）　将来の医療に貢献する先端医科学研究センターの施設建設を含む研究推進体制の整備
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

①第３期中期計画策定と併せ、学術院の役割の見
直しを行う。
②２期目となる「YCU学内GP」を実施し、先進的・ユ
ニークな教育改革の取組について支援する。

①学術院の会議体である国際総合科学群調整会議等
において、学術院の会議体や体制の検討を行った。そ
の結果、平成29年度から会議体を整理し、実施が決定
したことに加え、事務機構改革を行い、新たに学長室
（教育推進課学術企画担当兼務）を設置し、学術院の
トップである学長のガバナンス強化を推進する体制とし
た。これらは平成29年４月４日に開催した学術院全体
会で学長及び学群長から宣言し、教員に周知した。

②平成28年度は、計６件の申請があり、４件の事業を
採択し、実施した。成果報告書について、平成29年４
月の学術院会議で共有を行った。実施各採択プログラ
ムの取り組みは今後、学部・研究科等にフィードバック
し、FD等の活動を通じ、浸透させていく。

１　教育研究の実施体制の整備に関する取組

（１）　柔軟な教育研究体制の構築

ユニットの設置等による学術院の推進　【地域貢献】

Ⅰ　大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための取組
　Ⅰ－３　教育研究の実施体制に関する取組
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

①がん医療
【附属病院・センター病院共通】（以下【共】）地域が
ん診療連携拠点病院としての高度ながん医療の推
進、地域医療機関との連携強化、ピアサポート※体
制の整備【附属病院】（以下【附】）等、がん相談支
援の充実や先進的ながん医療研究の推進等を図
る。これにより、「横浜市がん撲滅対策推進条例」※
に掲げられた、総合的ながん対策の推進を図る。
【附】
・手術支援ロボット（ダ・ヴィンチ）の活用等、高度・
先進的ながん医療に取り組むほか、27年度に指定
された横浜市小児がん連携病院として、診療の連
携を円滑に行い、市内の小児がん診療を充実す
る。
・医科歯科連携を促進し、周術期口腔機能管理※
を推進する。
【センター病院】（以下【セ】）
がん診療総合支援室（平成27年12月開設）が中心
となり、がん診療に関する情報の共有化やキャン
サーボードの運営等を行う。

①【共】がん患者支援について、チャリティーウォークイ
ベントであるリレー・フォー・ライフ・ジャパン2016（みな
とみらい・新横浜）に参加・出展し、本学のがん治療に
おける特色や取組をPRした。
【附】・横浜市と連携し、病院の医療従事者やがん患者
等を対象としたピアサポーター養成講習を行った。
・消化器内科に、がん組織における遺伝子の変化を解
析し、効果的な薬剤を探索する検査を実施する「がん
遺伝子検査外来」を新たに設立した。
・ダ・ヴィンチを用いた腎部分切除術について実績を
重ね、施設基準の届け出を行った（10月届出、11月よ
り保険請求開始）。また、横浜市小児がん連携病院とし
て、小児がん連携病院会議に出席し、連携を推進した
ほか、補助金を活用し、小児がん診療及び療養環境を
充実させた。
・周術期口腔機能管理の推進のため、市及び市歯科
医師会と本学の三者による包括連携協定を締結した。
【セ】「がん診療総合支援室」の本格的な運用を進めた
ほか、引き続き、看護師や薬剤師等による患者向けの
特設相談窓口を開設するなど、がん患者への相談支
援の充実を図った。また、緩和ケア研修会等を実施
し、地域の医療水準の向上に貢献した。

②救急医療
【附】引き続き、救急病床の円滑な運用等により、予
定外入院患者等の救急患者に適切な救急医療を
提供し、二次救急輪番病院としての機能を果たす。
【セ】・「横浜市重症外傷センター」※において、市
内の救命救急センターや市消防局等と連携しつ
つ、重症外傷患者の救命率向上等を推進する。
・外傷以外の救急患者についても、市内で唯一の
高度救命救急センターとして、従来通り高い応需率
を維持する。
・本学及び横浜市とパリ公立病院連合の間で27年１
月に締結した包括協定に基づき、医師・看護師など
の人事交流、救急医学等に関する連携を行う。

②【共】平成27年度末より運用開始となった「精神疾患
を合併する身体救急医療体制確保事業」を本格稼働
し、特定症状対応病院及び後方支援病院として市内
救急医療体制の充実に貢献した。
【附】救急病床を活用した救急入院・予定外入院患者
の受け入れにより、横浜市二次救急輪番病院としての
役割を引き続き果たした。
【セ】・「横浜市重症外傷センター」において、市内の重
症外傷症例の救急搬送や、外傷対応医師の集約化・
育成を進め、医療水準の向上を図った。
・高度救命救急センターにおいて、ホットラインによる
救急応需に対応し、救急医療の最後の砦としての役
割を果たした。
・本学から教職員・学生の視察団をパリに派遣し、帰国
後には、派遣者による報告会を実施した。また、パリ公
立病院連合救急医等の視察を受け入れたほか、学生
の再派遣等の人事交流を推進した。

１　医療分野・医療提供等に関する取組

（１）　市や県の医療政策上での位置づけによる救急医療体制など医療機能の充実　【地域貢献】

Ⅱ　附属２病院（附属病院及び附属市民総合医療センター）に関する目標を達成するための取組

市や県の医療政策上の位置づけによる、がん医療、救急医療及び災害時医療などの推進
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

③災害時医療
【附】BCP（事業継続計画）及び災害対策マニュアル
に基づいた災害対策訓練を実施する。また、継続し
てDMAT※の派遣及び訓練を実施する。
【セ】DMAT・YMAT※の派遣及び訓練に引き続き取
り組む。
④その他の政策的医療
【附】神奈川県エイズ治療中核拠点病院、横浜市認
知症疾患医療センター等
【セ】総合周産期母子医療センター、精神医療セン
ターにおいて、地域の救急基幹病院として24時間
体制での急性期医療対応を引き続き実施する。

③【附】災害対策訓練について、情報収集訓練、災害
対策本部訓練、多数傷病者受入訓練を実施した。訓
練内容については、アクションカードの確認や発災初
動時の確認を中心のものに変更し、これまでよりも参加
者が指揮命令系統を把握できる形で実行した。また、
DMAT隊員養成研修に医師１名、看護師１名が参加
し、新たに隊員資格を得た。
【共】DMAT（災害派遣医療チーム）として、各種研修
や訓練に参加したほか、熊本地震（４月）発災時には、
附属病院においては、「JMAT」（日本医師会災害医療
チーム）及び神奈川県医療救護班として、センター病
院においては、「DMAT」及び「DPAT」（災害派遣精神
医療チーム）として、医療支援活動を行った。
【セ】YMATとして、交通事故・列車事故等への出動要
請に対応したほか、横浜マラソンへの協力を果たした。
④【附】また、未診断疾患患者に対して遺伝子を幅広く
調べ、その結果を症状と照らし合わせることで、まれな
難病や、新しい疾患の診断をしようとする国の研究事
業であるIRUD（未診断疾患イニシアチブ）の神奈川県
における診療拠点病院に新たに認定された。
【セ】総合周産期母子医療センターでは、要胎（四つ
子）妊婦の受入を行ったほか、一般の分娩施設では受
入が難しいハイリスク妊娠や救急患者の受け皿として
の役割を果たした。
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

①役割分担に応じた特色ある診療として、
【附】地域がん診療連携拠点病院として、手術支援
ロボット（ダ・ヴィンチ）の活用等、高度・先進的なが
ん医療に取り組むとともに、横浜市小児がん連携病
院として、診療の連携を円滑に行い、市内の小児が
ん診療を充実する。
【セ】・ハイブリッド手術※（室）の機能を活用し、経カ
テーテル大動脈弁治療（TAVI）を実施するなど、心
臓血管医療の診療機能を更に向上させる。
・視覚再生外科学教室が取り組む、再生医療を活
用した加齢黄斑変性症※等の治療について、主に
センター病院を臨床研究の場として実施する。さら
に、形成外科による乳房再建術の分野において、
再生医療を利用した自己脂肪組織由来幹細胞移
植の治療を進めていく。
・特色ある医療を実施している（男性・女性双方の不
妊治療を一元的に行う）生殖医療センターについ
て、診療スペースの拡充を行い、患者数増への対
応を図る。

①【附】・横浜市と連携し、病院の医療従事者やがん患者等
を対象としたピアサポーター養成講習を行った。（再掲）
・消化器内科に、がん組織における遺伝子の変化を解析
し、効果的な薬剤を探索する検査を実施する「がん遺伝子
検査外来」を新たに設立した。（再掲）
・ダ・ヴィンチを用いた腎部分切除術について実績を重ね、
施設基準の届け出を行った（10月届出、11月より保険請求
開始）。また、横浜市小児がん連携病院として、小児がん連
携病院会議に出席し、連携を推進したほか、補助金を活用
し、小児がん診療及び療養環境を充実させた。（再掲）
・周術期口腔機能管理の推進のため、市及び市歯科医師
会と本学の三者による包括連携協定を締結した。（再掲）
・【附】また、未診断疾患患者に対して遺伝子を幅広く調べ、
その結果を症状と照らし合わせることで、まれな難病や、新
しい疾患の診断をしようとする国の研究事業であるIRUD（未
診断疾患イニシアチブ）の神奈川県における診療拠点病院
に新たに認定された。（再掲）

【セ】・経カテーテル大動脈弁治療（TAVI)を実施した。な
お、経大腿アプローチについては、認定施設としての必要
数（８件）を満たしたため、プロクター医師の立ち合いが不要
となった。
・視覚再生外科学教室（眼科）において、再生医療技術を
活用した加齢黄斑変性症等の治療の研究を行うため、研究
員２名を採用したほか、マイクロニードル（薬剤送達部材）の
米国及び欧州での国際特許出願をし、臨床研究や臨床応
用への基盤づくりを行った。
・形成外科において、乳房再建術の治療に再生医療を利用
した自己脂肪組織由来幹細胞移植の治験・臨床研究を実
施した。
・生殖医療センターの診療スペースを拡充するため、外来
の改修工事を行う予定だったが、ＣＴ室の増設にともなう附
帯工事等、院内で当初予定していなかった他の工事が発
生したため、28年度は改修後の運用に向けた診療科との調
整や契約手続きを行った。

（２）　附属２病院の役割分担の明確化による医療提供　【地域貢献】

附属２病院における各診療内容の役割分担、特色を明確にし、附属２病院をあわせて1,300床を超えるメ
リットを発揮
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

②横浜市における救急医療体制に貢献するため、
【附】引き続き、救急病床の円滑な運用等により、予
定外入院患者等の救急患者に適切な救急医療を
提供し、二次救急輪番病院としての機能を果たす。
（再掲）
【セ】・「横浜市重症外傷センター」において、市内の
救命救急センターや市消防局等と連携しつつ、重
症外傷患者の救命率向上等を推進する。（再掲）
・外傷以外の救急患者についても、市内で唯一の
高度救命救急センターとして、従来通り高い応需率
を維持をする。（再掲）
・本学及び横浜市とパリ公立病院連合の間で27年１
月に締結した包括協定に基づき、救急医学等に関
する連携を行う。（再掲）

③【セ】地域医療支援病院として、地域の病院・診療
所との連携強化の取組を進めることで一層の診療
機能分担を図り、大学病院に求められている高度な
医療を提供する。

②【共】平成27年度末より運用開始となった「精神疾患
を合併する身体救急医療体制確保事業」を本格稼働
し、特定症状対応病院及び後方支援病院として市内
救急医療体制の充実に貢献した。（再掲）

【附】救急病床を活用した救急入院・予定外入院患者
の受け入れにより、横浜市二次救急輪番病院としての
役割を引き続き果たした。（再掲）
【セ】・「横浜市重症外傷センター」において、市内の重
症外傷症例の救急搬送や、外傷対応医師の集約化・
育成を進め、医療水準の向上を図った。（再掲）
・高度救命救急センターにおいて、ホットラインによる
救急応需に対応し、救急医療の最後の砦としての役
割を果たした。（再掲）
・本学から教職員・学生の視察団をパリに派遣し、帰国
後には、派遣者による報告会を実施した。また、パリ公
立病院連合救急医等の視察を受け入れたほか、学生
の再派遣等の人事交流を推進した。（再掲）

③【セ】退院後の連携先を確保するため、病院長による
地域の医療機関への訪問を行い、新たに６つの病院と
連携病院協定を締結した（計19病院）。また、消化器
病センター・呼吸器病センター・リウマチ膠原病セン
ターなど、複数の診療科部長が連携病院を訪問し個
別に患者の連携を確認した。
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

①先進医療※　申請・承認への取組
【附】診療科、先進医療推進センター、次世代臨床研究
センターと連携し、年間３件程度の承認を目指す。
【セ】平成28年１月時点で、中期計画目標（６件）を上回る
９件の承認を達成しているが、引き続き、先進医療の取
得に取り組み、１件以上の申請を行う。

①【附】先進医療の申請を１件行い、年度内に承認された。
このほか、４件の案件が申請に向けて、厚労省等と調整中
である。
【セ】既に中期計画目標値を達成しているが、新たに２件の
届出を検討した。うち、１件（消化器病センター）については
診療科と調整を進めたものの届出に至らず、うち１件（小児
医療センター）については、引き続き、届出に向け準備を進
めている。
〔中期計画目標値（第一期計画からの累計）〕
【附】27件（平成28年度末時点：22件）
【セ】６件（平成28年度末時点：９件）※
　※センター病院は第一期計画時に目標設定をしていない
ため、第二期の計画と実績のみを記載。（第一期計画期間
中の実績：５件）

②高度な医療の提供
【共】地域がん診療連携拠点病院として、高度先進的な
がん医療推進や、地域医療機関との連携強化、がん相
談支援の充実を図る。
【附】横浜市小児がん連携病院として、診療の連携を円
滑に行い、市内の小児がん診療を充実する。（再掲）
【セ】・「横浜市重症外傷センター」において、市内の救命
救急センターや市消防局等と連携しつつ、重症外傷患
者の救命率向上等を推進する。（再掲）
・ハイブリッド手術（室）の機能を活用し、経カテーテル大
動脈弁治療（TAVI）を実施するなど、心臓血管医療の診
療機能を更に向上させる。（再掲）
・視覚再生外科学教室が取り組む、再生医療を活用した
治療について、主にセンター病院を臨床研究の場として
実施する。（再掲）
・形成外科による乳房再建術の分野において、再生医療
を利用した自己脂肪組織由来再生幹細胞移植の治療を
進めていく。（再掲）

③チーム医療の推進
【共】緩和ケア、感染制御等に関する多職種で構成され
るチームや病棟に配置された薬剤師等により、診療科の
枠を超えた医療ニーズに対応する。また、地域がん連携
拠点病院としてがん診療の一層の充実を図るため、複数
の診療科や職種によるキャンサーボードを開催する。
【附】チームステップス研修を活用し、職種の壁を越えた
チーム医療の実践を行う。

②【共】がん患者支援について、チャリティーウォークイベン
トであるリレー・フォー・ライフ・ジャパン2016（みなとみらい・
新横浜）に参加・出展し、本学のがん治療における特色や
取組をPRした。（再掲）

【セ】・「横浜市重症外傷センター」において、市内の重症外
傷症例の救急搬送や、外傷対応医師の集約化・育成を進
め、医療水準の向上を図った。（再掲）
・経カテーテル大動脈弁治療（TAVI)を実施した。なお、経
大腿アプローチについては、認定施設としての必要数（８
件）を満たしたため、プロクター医師の立ち合いが不要と
なった。（再掲）
・視覚再生外科学教室（眼科）において、再生医療技術を
活用した加齢黄斑変性症等の治療の研究を行うため、研究
員２名を採用したほか、マイクロニードル（薬剤送達部材）の
米国及び欧州での国際特許出願をし、臨床研究や臨床応
用への基盤づくりを行った。（再掲）
・形成外科において、乳房再建術の治療に再生医療を利用
した自己脂肪組織由来幹細胞移植の治験・臨床研究を実
施した。（再掲）

③【共】多職種で構成された院内横断チームが活発に活動
し、診療科との合同カンファレンスや院内ラウンド等を行うこ
とで、より質の高い医療を提供した。
【附】チームトレーニングプログラムであるチームステップス
研修を６回実施。チーム医療の実践や医療安全意識を醸
成した。

（３）　大学附属病院として担う高度先進的医療・地域医療連携の推進　【地域貢献】

高度で先進的な医療の提供、先進医療への取組及びチーム医療の推進
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

入院診療においては在院日数の適正化を、外来診
療においては外来患者数の削減を図ることにより、
急性期病院としての機能を果たすとともに、医師・看
護師等の業務負担軽減及び診療報酬面での増収
を図るため、

①【共】連携病院を拡充するととともに、転院病床の
運用についての検討を行う。また、定期的に連絡会
を実施する。

②【共】逆紹介の推進及び地域連携クリティカルパ
スの拡充を図る。

①【附】地域医療機関との連携強化のため、済生会横
浜市南部病院と東海大学付属八王子病院等への訪
問を実施している。また、地域医療機関との連携強化
を図り、紹介患者来院後に患者の紹介元医療機関へ
送付する礼書の発送を開始した。
【セ】退院後の連携先を確保するため、病院長による地
域の医療機関への訪問を行い、新たに６つの病院と連
携病院協定を締結した（計19病院）。また、消化器病セ
ンター・呼吸器病センター・リウマチ膠原病センターな
ど、複数の診療科部長が連携病院を訪問し、個別に
患者の連携を確認した。（再掲）

②【附】がん地域連携クリティカルパスについて、担当
診療科及び地域の診療所との連携強化により、前立
腺がんパス２件、大腸がんパス１件の運用実績を上げ
た。
【セ】がん地域連携クリティカルパスの運用について、
乳がん・前立腺がん・胃がんの３分野で、各診療科と調
整を行った。

③【共】入院事務に関する受付・調整窓口を一元化
した【附】「入院サポートコーナー」、【セ】「入院セン
ター（仮称）」の円滑な運用を行うとともに、退院調整
機能の集約について、検討を進める。

④【共】地域医療機関の医師や訪問看護ステーショ
ンの看護師等を対象とした情報提供ネットワークを
構築するとともに、広報誌を発行し、病院のPRや連
携促進を図る。

③【附】昨年度に運用を試行した「入院サポートコー
ナー」に４月から専任看護師を配置し、入院患者への
支援を強化した（10月より専任看護師を３名に増員）。
【セ】「入院センター」を開設したほか、平成29年度の
「入退院センター」開設に向け、地域連携室の整備と
開設後の運用方法等に関する調整を行った。
【共】また、退院調整機能の集約についても、平成29年
度中の運用開始に向けて検討を進めた。

④【共】地域連携研修会や広報誌等により自院の活動
や連携病院の紹介を行うなど、広報に努めた。

⇒紹介率・逆紹介率（カッコ内は平成27年度実績）
【附】紹介率：91.4％（86.9％）、逆紹介率：69.7％
（64.9％）
【セ】紹介率：85.5％（83.1％）、逆紹介率：76.3％
（67.3％）

〔中期計画目標値〕
【附】紹介率：80％、逆紹介率：50％
【セ】紹介率：90％、逆紹介率：60％

地域医療機関との連携強化や、地域医療連携をふまえた入院・外来診療の充実
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

①医療機器の整備・更新
【共】
・附属２病院での共同購入が可能な品目の選定を行い、価
格交渉における効果が期待できる品目について共同購入
を行う。
【附】
・手術件数の増加に対応するため、ICU・HCU等の重症系
病床の再編整備を進め、重症系部門システムを導入する。
・その他、高度先進的医療に対応した医療機器を計画的
に導入・更新する。
【セ】
・各診療科で高度な医療を支える医療機器や、診療を支え
るインフラとしての画像システム・放射線機器などについ
て、患者に及ぼす影響や採算性等をきめ細かく評価しつ
つ、投資的な視点も加え更新を進める。

②設備の整備・更新
【附】
・手術待ち件数の解消とさらなる手術件数の増加を図るた
め、手術件数の増加に伴い飽和状態にある中央手術室を
増室する。
・患者へのサービス提供の強化と機能の向上を図るため、
中央待合ホールを改修し、入退院支援機能を集約する。
・平成26年度に移転・拡充した化学療法センター跡地を活
用し、採血室の拡張と外来診療ブースの混雑緩和を図る。
【セ】
・診療機能の向上と患者の利便性の向上を図るため、本館
３階の旧カルテ庫跡地等を活用して、地域医療連携を推進
するスペースを拡充するとともに、診療スペースの再編等を
行う。

①【共】高額医療機器の放射線器機（ＣＴ２台、ＭＲＩ１
台）について、共同購入を行った。
【附】重症系部門システムの導入により、周術期全体の
業務効率化が可能となった。
【セ】その他の高額医療機器についても、メーカー間の
競争を促す取組等を進めたことで、過去の実績に比
べ、落札額を抑えることができた。

②【附】・中央手術室の２室増室、及び麻酔科控室等
の改修を実施した（運用は平成29年４月から）。
・昨年度に運用を試行した「入院サポートコーナー」に
４月から専任看護師を配置し、入院患者への支援を強
化した（10月より専任看護師を３名に増員）。（再掲）
・化学療法センター跡地を改修し、採血室の拡張を行
うとともに外来に各診療科・部署が共用で利用できる診
察ブースを整備し、混雑緩和や待ち時間の短縮につ
ながった。

【セ】・医療機能の拡充に向けた旧カルテ庫跡地の再
整備については、年度前半に、整備後の運用方法等
について、診療科や各部門との調整を行ったほか、年
度後半には、設計・積算等の契約準備と契約を進め、
順次、工事を開始した。
・その他、ＣＴ等の検査機器の購入に合わせ、検査室
の工事を行った。

①【共】先進医療推進センターを中心として、審査
会やヒアリングを通じて、各診療科で実施している
先進的な技術を先進医療に結びつけるための取組
を行う。

②【附】「横浜市がん撲滅対策推進条例」の施行に
伴う市からの補助金を活用し、引き続き、がんに対
する先進的な医療研究を推進する。

③【セ】視覚再生外科学教室が取り組む、再生医療
を活用した治療について、主にセンター病院を臨床
研究の場として実施する。（再掲）

④【セ】形成外科による乳房再建術の分野におい
て、再生医療を利用した自己脂肪組織由来幹細胞
移植の治療を進めていく。（再掲）

①【共】審査会やヒアリングを通じて先進医療を推進し
た。また、中小企業との交流の場として、平成26年度より
産学連携に関する包括協定を締結している公益財団法
人横浜企業経営支援財団（IDEC)と共催で医工連携セミ
ナーを開催した。

②【附】ダ・ヴィンチを用いた手術のうち、保険適用外の
術式について、市からの補助金を病院負担となる費用に
充当し、先進医療を推進した結果、腎部分切除術につ
いて実績を重ね、施設基準の届け出が可能となった（10
月届出、11月より保険請求可能）。

③視覚再生外科学教室（眼科）において、再生医療技術
を活用した加齢黄斑変性症等の治療の研究を行うため、
研究員２名を採用したほか、マイクロニードル（薬剤送達
部材）の米国及び欧州での国際特許出願をし、臨床研
究や臨床応用への基盤づくりを行った。（再掲）

④形成外科において、乳房再建術の治療に再生医療を
利用した自己脂肪組織由来幹細胞移植の治験・臨床研
究を実施した。（再掲）

（５）　研究の充実　【地域貢献】

（４）　救急医療や高度先進的医療などを行うための医療機器や設備の整備・更新　【地域貢献】

医療における地域貢献を積極的に果たすために必要となる医療機器や設備の整備・更新

先端医科学研究への取組
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

①【共】次世代臨床研究センターを中心に臨床研
究・治験を推進するとともに、【附】附属病院におい
ては、引き続き、臨床研究中核病院への認定を目
指す。

②【共】横浜臨床研究ネットワークの活用を促進する
とともに、医師等による臨床研究を幅広くサポートす
るため、プロトコル（臨床試験及び研究実施計画表）
作成や、データ解析支援、データマネジメント支援
等を行う。

③【附】国の動向（厚労省と内閣府による特区法（共
同声明）の制定等）を踏まえつつ、国家戦略特区の
規制緩和を活用して整備してきた第Ⅰ相治験用病
床の運用を開始するため、関係機関との調整を行
う。

①【共】臨床研究・治験を推進し、附属病院の臨床研
究中核病院への認定を目指すため、次世代臨床研究
センター（Y-NEXT）において、薬事業務経験者、デー
タマネジャー、プロジェクトマネジャーの採用を行った。

②【共】随時、データマネジメントやデータ解析の相談・
アドバイスを実施したほか、次世代臨床研究センター
の臨床研究セミナーを横浜臨床研究ネットワーク協定
病院に開放した。

③【附】国家戦略特区を活用し、臨床薬理センターに
「臨床試験専用病床」を整備した。また、整備された病
床において健常者を対象とした医師主導治験を開始
した（平成29年５月末まで実施予定）。

【２病院・医学部】
・大学附属病院の特性を活かした学習の機会を提
供し、医学部（医学科・看護学科）学生に実践的な
教育を提供する。
・非常勤助手を含めた教員の効果的な配置等によ
り、実習指導環境の効果的な整備を図る。
・附属２病院と看護学科及び看護キャリア開発支援
センターが連携し、看護学科生のキャリア支援、附
属病院の指導者研修や実践開発等を行い、附属２
病院の実習体制の充実を図る。

【セ】
・臨床教育研修センターが中心となり、学生受入れ
に伴う実践的教育の一層の充実を図る。
・自習室の改善やメディカルトレーニングセンターの
備品拡充などにより、学習環境の向上を図る。

【２病院・医学部】
・計画通り、病棟実習を行ったほか、学生控室の自習
用パソコンの更新を行うなど【セ】、学生の学習環境の
改善を図った。
・実習指導者（看護師）の計画的な育成を図るため、看
護キャリア開発支援センターと連携し、臨床指導者の
研修企画や実習生の受入調整等への参画を推進し
た。

【セ】
・臨床教育研修センターによるキャリア支援を年度を通
して実施したほか、学生控室の自習用パソコンの更新
を行うなど、学生の学習環境の改善を図った（再掲）。
・メディカルトレーニングセンターについては、運営体
制の見直しを行ったほか、新たな専門医制度への対
応に向け、新制度に関連した備品の購入について検
討を行った。

病棟実習等医学部（医学科・看護学科）学生の教育

２　医療人材の育成等に関する取組

臨床研究・治験への取組

（１）　医学教育や医師・看護師等医療スタッフの育成　【地域貢献】
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

①【共】初期臨床研修医の採用において、前年度に
引き続き、２病院ともにマッチング率100％を目指す
ため、引き続き、研修プログラムの改善を行うととも
に、facebookほか、県医師会主催の説明会や民間
の合同説明会（レジナビ）などを積極的に活用し、
研修医・学生に向けた、きめ細やかな情報発信を行
う。

①【共】・研修プログラムの見直しを行ったほか、SNS等
を活用し、研修医・学生へのきめ細やかな情報発信等
に取り組んだ結果、前年度に引き続き、２病院におい
て基本プログラム定員のフルマッチを達成した（セン
ター病院は５年連続）。
⇒マッチング結果
各数値は、マッチ人数/募集定員（マッチ率）
【附】
平成28年度　基本プログラム：50/50（100％）
　　　　　　　　　産科・小児科プログラム：1/4（25％）
平成27年度　基本プログラム：50/50（100％）
　　　　　　　　　産科・小児科プログラム：2/4（50％）

【セ】
平成28年度　基本プログラム：50/50（100％）
　　　　　　　　　産科・小児科プログラム：4/4（100％）
平成27年度　基本プログラム：50/50（100％）
　　　　　　　　　産科・小児科プログラム：4/4（100％）

【セ】・選択必修科を２年次でも履修できるようにするな
ど、研修医のニーズにあったプログラムの見直しを図っ
た。
・また、民間の合同説明会（東京・福岡）への出展数を
増やすなど、医学生等へアプローチする機会をこれま
で以上に多く設けたほか、病院見学会を積極的に行
い、採用試験の受験者数の向上を図った。

②【共】臨床研修医を対象とした各種講習会を開催
するほか、指導医養成講習会を開催し、研修医を
育成する指導医を養成する。

③【セ】従来より実施している「ランチョンセミナー」の
開催等を通じて、臨床研修医と教員医師との交流
機会を積極的に設け、研修生活における悩みや要
望等をきめ細かく把握しながら指導・支援を行う。

④【セ】自習室の改善やメディカルトレーニングセン
ターの備品拡充などにより、学習環境の向上を図
る。

②【共】研修医等を指導する教員の育成と充実のた
め、２病院合同で指導医養成講習会を開催した。
【セ】・イブニングセミナーについては、事前に指導医
が見直しを図るなど、プログラム内容の充実を図った。
・「医師のための蘇生トレーニングコース」を実施し、新
たに60名の研修医が救急医学認定資格を取得した。

③【セ】医学科生等を対象としたランチョンセミナーや
病院長ミーティングを開催し、学生と病院長、先輩職員
が意見交換をできる場を提供した。

④【セ】・研修医の意見を取り入れ、当直室の電子カル
テ設置や蔵書の追加などを行った。
・メディカルトレーニングセンターについては、運営体
制の見直しを行ったほか、新たな専門医制度への対
応に向け、新制度に関連した備品の購入について検
討を行った。（再掲）

臨床研修医の育成
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

①【共】平成29年度から始まる「新専門医制度」への
対応を図るため、附属2病院と協力病院が一体と
なった、「横浜市立大学附属病院群専門医養成プ
ログラム」の策定を進める。さらに、新制度に対応し
た人事システムの導入を検討する。

②【共】医師不足診療分野への対策として、育児と
研修の両立が可能な長期専門医研修プログラムの
実施や、院内保育の充実、また女性医師支援枠を
利用した非常勤診療医の採用など、女性医師が働
きやすい環境の整備を実施する。

①【共】新たな専門医制度への対応を見越して、入局
手続きの見直しなどを行い、専門医養成プログラムの
冊子内容を改定したほか、ホームページを見直し、新
専門医制度の情報をよりタイムリーに更新できる体制
を整えた。なお、日本専門医機構により平成29年度の
新専門医制度の導入を見送ることが発表されたため、
予定していた試験等は行わなかった。

②【共】引き続き、院内保育所の運営や育児部分休業
制度の活用により、育児と診療の両立支援を図った。
また、育児中の女性医師に対しては、比較的柔軟な勤
務体制で診療勤務ができる「女性医師支援枠」の活用
を促し、希望者の採用を行った。
【附】仕事と育児の両立を推進するため、産休代替職
員の雇用制度を新たに整備し、７月１日より運用を開
始し、２名の雇用を行った（センター病院は制度導入
済み）。
【セ】院内保育所の利用率向上を図るため、院内保育
所を紹介する職員向けサイトを新たに立ち上げ、育休
復帰予定者ガイダンス等でのPRを行った。

専門医・認定医の育成、医師不足診療分野への対策
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

①【２病院・看護学科】看護キャリア開発支援セン
ターと協働しつつ、附属２病院と看護学科で人材交
流を図り、講師派遣、研究指導、演習指導等の実践
教育に向けた連携を行う。

②【共】
・「新人看護師教育ガイドライン」や臨床実践能力の
評価ツール「ＣＤＰ（キャリア開発プログラム）」を活用
し、キャリアの各段階（新人・中堅・ベテラン）に応じ
た院内研修プログラムを実施する。
・特定行為研修参加について、種類と内容につい
て検討する。また、特定行為研修組織としての組織
体制も併せて検討する。

①【２病院・看護学科】看護キャリア開発支援センター
が主催となり、２病院合同での新任師長・副師長研修
やキャリアデザイン研修を実施したほか、南部医療圏
の医療従事者を対象にがん看護、災害看護について
公開研修を実施した。

②【共】・引き続き、大学院等の教育機関への進学推
進や「CDP（キャリア開発プログラム）」等を活用した院
内研修プログラムの実施により計画的な人材育成を
行った。（なお、「CDP（キャリア開発プログラム）」につ
いては、看護キャリア開発支援センターによるゼネラリ
スト育成の考え方をまとめる取組みと並行し見直しを
行っている。）
・２病院から、日本看護協会主催の特定行為研修に看
護師を派遣した。
【セ】このような取組の結果、緩和ケア１名、透析看護１
名の認定看護師、及び感染症看護１名の専門看護師
が新たに誕生した。

③【セ】
・看護師の院内・院外研修への参加や、院外教育
機関への進学を促進する。
・ナースNAVI（看護師の教育支援システム）や看護
技術教育支援システムなどの活用を支援する。
・グローバル化対応の推進を図るため、看護師をは
じめとした医療スタッフの多言語対応能力の向上を
図る。

④【共】薬剤師、放射線技師、臨床工学技士等のコ
メディカルスタッフの学会・研究会等への参加や発
表、各種認定取得などの支援を行うほか、eラーニン
グを活用した研修を行う。

③【セ】・組織ニーズと個人のニーズの調整を行いつ
つ、進学支援を行い、平成29年度の認定看護師教育
課程３名、大学院３名の進学を決定した。
・引き続き、Webを活用したナーシングスキルとナーシ
ングサポート活用を推進し、教育環境と効率的な学習
環境の整備を行った。
・院内看護師やコメディカルスタッフを中心に、英会話
研修を実施した。また、横須賀米海軍病院看護師との
交流研修を開催した。

④【共】薬剤師、放射線技師、臨床工学技士等のコメ
ディカルスタッフについて、学会・研究会等への参加
支援を行ったほか、e-ラーニングを活用した研修を
行った。

看護師等医療スタッフの育成
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

①【共】医師が行う事務の一部を代行する事務作業
補助者を引き続き雇用し、負担軽減を図る。

②【共】入院事務に関する受付・調整窓口を一元化
した【附】「入院サポートコーナー」、【セ】「入院セン
ター（仮称）」の円滑な運用を行うとともに、退院調整
機能の集約について、検討を進める（再掲）ことによ
り、病棟における医師・看護師の業務負担を軽減す
る。

③【共】医師等による臨床研究を幅広くサポートする
ため、プロトコル（臨床試験及び研究実施計画表）
作成や、データ解析支援、データマネジメント支援
等を行う。（再掲）

④【附】一般社団法人National Clinical Database
（NCD）が実施するデータベース事業に参加し、臨
床統計を集積できる体制を整備するための人員を
引き続き雇用し、負担軽減を図る。

①【共】引き続き、医師事務作業補助者による文書作
成補助業務を実施し、医師等の負担軽減を図った。
【附】院内の体制を整備し、新たに医師事務作業補助
体制加算１を新たに取得した。
【セ】外来診療補助等の医師事務作業補助者を新たに
採用するなど、院内体制の充実を図った。

②【附】昨年度に運用を試行した「入院サポートコー
ナー」に４月から専任看護師を配置（再掲）することに
より、病棟における医師・看護師等の業務負担軽減を
図った（10月より専任看護師を3人に増員）。
【セ】入院事務に関する受付・調整窓口を一元化した
「入院センター」を開設し（再掲）、一部の診療科より、
病棟で行っている入院手続きを一括して行うなど、看
護師等の業務負担軽減を図った。

③【共】随時、データマネジメントやデータ解析の相談・
アドバイスを実施したほか、次世代臨床研究センター
の臨床研究セミナーを横浜臨床研究ネットワーク協定
病院に開放した。（再掲）

④【附】引き続き、NCD手術記録の症例登録を行う人
員を雇用し、医師の負担軽減を図った。

①【共】育児休業・短時間勤務制度、院内保育、医
師については復職支援のための非常勤採用を引き
続き実施するほか、育児支援委員会で随時支援策
の検討を行い、育児期間中でも安心して働けるよう
な職場環境を作る。

②【共】県に対し、女性医師の支援策について情報
交換をし、助成制度策定を随時、要望する。

①【共】引き続き、院内保育所の運営や育児部分休業
制度の活用により、育児と診療の両立支援を図った。
また、育児中の女性医師に対しては、比較的柔軟な勤
務体制で診療勤務ができる「女性医師支援枠」の活用
を促し、希望者の採用を行った。（再掲）
【附】仕事と育児の両立を推進するため、産休代替職
員の雇用制度を新たに整備し、７月１日より運用を開
始し、２名の雇用を行った（センター病院は制度導入
済み）。（再掲）
【セ】院内保育所の利用率向上を図るため、院内保育
所を紹介する職員向けサイトを新たに立ち上げ、育休
復帰予定者ガイダンス等でのPRを行った。（再掲）
②【共】女性医師に対する支援策について意見交換を
行うなど、院内での検討を進めた。

（２）　医師・看護師等医療スタッフの確保・労働環境整備　【地域貢献】

医師等が診療・教育・研究に集中できる労働環境の向上

女性医療スタッフの復職支援や働きやすい環境の整備
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

①【共】看護キャリア開発支援センターが主体とな
り、看護職の効率的・効果的な確保に加え、看護学
科生に対する就職支援活動や現職看護職のキャリ
ア支援、魅力ある職場作り等に取り組む。

②【共】看護学科生以外の学生を対象とした修学資
金貸与制度の導入を検討し、優秀な人材の確保を
図る。

①【共】看護キャリア開発支援センターと２病院が連携
し、学校訪問、学校ガイダンスの実施数を増やすな
ど、広報活動の強化に取組んだ結果、全体の採用充
足率99.5％を達成した。

②【共】本学の看護学科生以外の学生を対象とした
「修学資金貸与制度」を導入し、学校訪問や学校ガイ
ダンスをした際などに、PRを行った。

①【共】大学附属病院、また、神奈川県エイズ治療
中核拠点病院（【附】）や地域医療支援病院（【セ】）
等として、引き続き、オープンカンファレンスや地域
の医療従事者向け研修（地域医療連携研修会）等
を実施し、地域医療の充実を図る。また、それらの
情報を『診療のご案内』やWebサイトに掲載すること
で、関係機関に情報提供を行う。

②【共】地域がん診療連携拠点病院として、緩和ケ
ア研修会を実施し、地域医療機関の医師、看護
師、薬剤師等の育成に貢献するほか、厚生労働省
事務連絡「がん診療連携拠点病院における緩和ケ
ア研修完了計画書策定等について」を受けて、自
院医師等の受講についても促進する。

①【共】オープンカンファレンスや神奈川県エイズ治療
中核病院等連絡協議会の研修会（【附】）等を開催した
ほか、専門・認定看護師等を地域の医療施設や教育
機関へ派遣し、他医療機関の医療スタッフへの専門的
な研修や技術支援を行った。

②【共】緩和ケア研修会については、院内の各種会議
での呼びかけや対象者への個別連絡等、積極的な受
講勧奨を行った結果、２病院において、新規に多数の
修了者を輩出した。

（３）　地域医療従事者向け研修等の充実　【地域貢献】

地域医療従事者への研修機会の提供

看護職員の安定確保及び離職防止の推進
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

【２病院・看護学科】
・看護キャリア開発支援センターとの協働により、実
習指導者講習会を実施し、実習指導者の計画的な
育成を図る。
・教育機関派遣を通じた指導者の育成、実習担当
看護師による指導報告会の実施等を通じ、実習環
境の整備を引き続き行う。

【附】看護部・薬剤部などの実習内容・実績につい
てWebサイトを通じて院外に情報提供を行う。

【共】臨床検査技師や、社会福祉士などの医療ス
タッフの見学や実習の受け入れを行う。

【２病院・看護学科】・実習指導者（看護師）の計画的な
育成を図るため、看護キャリア開発支援センターと連
携し、臨床指導者の研修企画や実習生の受入調整等
への参画を推進した。（再掲）
・実習生を受け入れる病棟に複数の実習指導者を配
置するため、引き続き、外部の実習指導者養成機関へ
の職員派遣を行ったほか、実習指導者の養成のため、
教育指導者養成課程への職員の派遣を行った。
・院内において、臨床指導者講習会を毎月開催し、実
習状況の共有と基礎教員との情報交換を行った。
・また、看護部・薬剤部などの実習内容・実績などを
Webサイトを通じ院外に情報提供を行った。
・引き続き、薬剤師等を養成する各種教育機関より、実
習生の受入を行った。

【附】新たに臨床工学技士の実習受け入れを開始し
た。

①【共】リスクマネージャー会議や安全管理対策委
員会を通じて、インシデントとその対策などの医療
安全情報の共有と周知を行う。また、医療法に基づ
く医療事故調査制度※の開始に伴い、引き続き、院
内の運用整備を行う。

②【附】「医療の質向上センター」を中心として、職種
の壁を超えたチーム医療を実践するための研修
（チームステップス研修）の実施や、インシデント報
告に基づくマニュアル作成、見直し等を行い、医療
安全文化の醸成を行う。
【セ】医療安全管理指針及び関連マニュアルの改訂
を実施する。また、ｅラーニングによる医療安全講座
を実施するほか、医療安全講演会を開催し、全ての
職員の安全管理意識向上を推進する。

③【附】厚生労働省による特定機能病院の承認要
件等の見直しに係る検討の経過を受けて、的確な
対応を図る。

④【セ】診療情報部や統合サポートセンターなど、院
内の幅広い関係部署と定期的にミーティングを実施
し、医療安全確保に関する情報共有等を行うことに
より、インシデントを未然に防ぐ取組を継続する。

①【共】安全管理対策委員会やリスクマネージャー会
議を定期的に開催するなど、医療安全に関する情報
の共有や再発防止策等の周知を行った。また、医療事
故調査制度の具体的な運用に関して、引き続き、検討
を進めた。

②③【附】「医療の質向上センター」を中心としてチー
ムステップス研修を実施したほか、改正された特定機
能病院の承認要件にも係る、医療行為における説明と
同意（インフォームド・コンセント）に関するガイドライン
の作成や特定機能病院間相互のピアレビューとして、
名古屋市立大学と相互立ち入りを行い、医療安全上
の技術的助言を行った。また、監査委員会を設置し、３
月に第1回の委員会を開催した。
【セ】・医療安全管理指針・医療安全マニュアルについ
て、11月に一部改訂・追加を行った。
・医療安全に関するe-ラーニングを実施したほか、医
師向けの「中心静脈カテーテル挿入に関する研修会」
を開催した。

④【セ】システム担当や感染制御部、診療情報担当、
総合サポートセンターと定期的にミーティングを行い、
インシデント防止に繋がるシステムの改修を行うなど、
情報の共有化によるメリットを果たした。

３　医療安全管理体制・病院運営等に関する取組

（１）　医療安全管理体制の充実

病院実習の受入体制の強化

医療安全文化の醸成、安全管理教育の充実及び医療安全管理取組情報の提供
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

①【共】教員管理職と法人経営陣による定例会議等
を通じて、教育・診療・研究に関する体制・運営を一
体的に検討し、大学附属病院として、高度で安全な
医療を提供するとともに、医療政策に沿った病院運
営と経営の健全化に取り組む。

②【共】次世代臨床研究センターを中心に臨床研
究・治験を推進するとともに、【附】附属病院におい
ては、引き続き、臨床研究中核病院への認定を目
指す。（再掲）

③【共】横浜臨床研究ネットワークの活用を促進する
とともに、医師等による臨床研究を幅広くサポートす
るため、プロトコル（臨床試験及び研究実施計画表）
作成や、データ解析支援、データマネジメント支援
等を行う。（再掲）

①【共】各種会議等で、引き続き、附属２病院・医学部
の３者と法人経営陣との連携を進めたほか、附属２病
院・医学部にそれぞれ求められる役割を整理しつつ、
次期中期計画策定に向けた検討を進めた。

②【共】臨床研究・治験を推進し、附属病院の臨床研
究中核病院への認定を目指すため、承認要件に照ら
して薬事業務経験者、データマネジャー、プロジェクト
マネジャーの採用を行った。（再掲）

③【共】随時、データマネジメントやデータ解析の相談・
アドバイスを実施したほか、次世代臨床研究センター
の臨床研究セミナーを横浜臨床研究ネットワーク協定
病院に開放した。（再掲）

（２）　附属２病院の運営体制の強化や経営効率化の推進

附属２病院・医学部の３者連携と経営基盤の確立
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

①【共】
・院内クリニカルパスを推進する。
・共用病床の効果的な運用を進めるほか、各月の診
療稼働額等を診療科別に分析することにより、効率
的な病床運営を促す。また、状況に応じ病床の増
減調整を行う。
【セ】院内クリニカルパスの推進を図り、病床の有効
的な活用、さらには在院日数の適正化を進めてい
く。また、病棟管理担当の医師、看護師、ＭＳＷ及
び事務職員が連携し、きめ細かな入退院調整を行
う。

①【附】・クリニカルパスの電子化を含め、現行クリニカ
ルパスを改訂し、内容の充実を図ったほか、現在、複
数のクリニカルパスを新規に作成中である。
・病棟医長会議の承認のもと、効率的な病床運用を行
うため、各診療科からのヒアリングを実施した。入院病
床決定までの手順を基準化し、病棟医長、病棟師長と
連携して病床管理室で病床コントロールを行う体制を
整えた。
【セ】・これまで情報管理運営委員会の下部組織であっ
たクリニカルパス小委員会をクリニカルパス委員会へ
格上げし、活動を推進した。
・病床調整担当の医師、看護師等が綿密に連携し、空
きベッド情報の共有や入退院予定者の個別把握を
行ったほか、午前退院・午後入院の徹底、新入院患者
の柔軟な受入を行うなど、病床の効率的な運用を進め
た。
⇒診療実績指標（カッコ内は平成27年度実績）
【附】病床利用率：85.8％（86.3％）
　　　平均在院日数：14.7日（14.6日）
　　　新入院患者数：13,975人（14,167人）
【セ】病床利用率：88.5％（89.6％）
　　　平均在院日数：12.8日（13.2日）
　　　新入院患者数：18,291人（18,065人）

〔中期計画目標値〕
病床利用率【附】90%以上【セ】90%以上
平均在院日数【附】15日未満【セ】15日未満

②【共】院内に設置している手術部門運営委員会等
を活用し、効率的な手術枠の調整・運用を行う。

③【共】入院事務に関する受付・調整窓口を一元化
した【附】「入院サポートコーナー」、【セ】「入院セン
ター（仮称）」の円滑な運用を行うとともに、退院調整
機能の集約について、検討を進める（再掲）ことによ
り、患者の入退院をよりスムーズに行い、病床利用
の一層の効率化を図る。

④【附】手術件数の増加に対応するため、ICU・
HCU等の重症系病床の再編整備を進める（再掲）。

②【附】手術部門運営委員会を開催し、手術枠の調整
を行う等、効率的な運用に取り組んだほか、増室となる
手術室の手術枠の配分についても決定した。
【セ】手術枠の見直しを行うとともに、臨時手術を含め
た手術室のスケジュール管理を徹底するなど、効率的
な運用を進めた。
⇒手術件数（カッコ内は平成27年度実績）
【附】5,927件（6,135件）
【セ】7,877件（7,900件）

③【附】昨年度に運用を試行した「入院サポートコー
ナー」に専任看護師を配置し、入院患者への支援を強
化した（10月より専任看護師を3名に増員）（再掲）こと
により、病床利用の一層の効率化を図った。
【セ】「入院センター」を開設したほか、平成29年度の
「入退院センター」開設に向け、地域連携室の整備と
開設後の運用方法等に関する調整を行った。。（再
掲）
【共】また、退院調整機能の集約について、平成29年
度中の運用開始に向けた検討を進めた。（再掲）
④【附】重症系部門システムの導入により、周術期全体
の業務効率化が可能となった。（再掲）

病床等の効率的運用
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

①【共】医療政策上の役割を果たすにあたり、国・
県・市からの補助金等、外部資金の積極的な確保
を図る。また、継続的な補助金申請や情報収集だ
けでなく、既に重要な役割を果たしているものにつ
いてはその実績や必要性を県や市に積極的にア
ピールし、新規補助金の獲得につなげる。

②【附】「横浜市がん撲滅対策推進条例」の施行に
伴う市からの補助金を活用し、引き続き、がんに対
する先進的な医療研究を推進する。（再掲）

①【附】新規となるものを含め、各種補助金の情報を積
極的に収集し、医業収入以外の収入源の確保に取り
組んだ。
【セ】・新たに対象となった１事業（「横浜市ICTを活用し
た地域医療連携ネットワーク推進モデル事業」）につい
て、市への補助申請を行った。
・また、引き続き、周産期救急や精神科救急等に関す
る事業や、がん相談事業に関する補助金の申請を行
い、診療機能や相談支援事業の充実を図った。

②【附】ダ・ヴィンチを用いた手術のうち、保険適用外の
術式について、市からの補助金を病院負担となる費用
に充当し、先進医療を推進した結果、腎部分切除術に
ついて実績を重ね、施設基準の届け出に向けた調整
が可能となった（10月届出、11月より保険請求可能）。
（再掲）

①【共】人件費の適正化及び職員のワークライフバ
ランスの推進のため、医師が行う事務の一部を代行
する事務作業補助者を引き続き雇用し、負担軽減
を図る（再掲）ほか、効率的な事務執行や業務改
善、適切な人員配置により超過勤務の縮減を図る。

①【共】・引き続き、医師事務作業補助者による文書作
成補助業務を実施し、医師等の負担軽減を図った（再
掲）ほか、「個別定時退勤日」の設定や、事前命令・事
後確認の徹底を推進した。
・安全衛生委員会において超勤60時間超の職員につ
いて情報を共有し、長期間労働が続いている職員に
対して、産業医面談やアンケートを実施した。

【附】効率的事務執行・業務改善に取り組み、超過勤
務時間の縮減を図った。

【セ】・超過勤務の縮減及び36協定の趣旨について、
改めて周知を行い、超過勤務の適正化を促すととも
に、適切な取り扱いを厳守するよう、所属長への周知
を行った。
・３セグメント合同で行った満足度調査の調査結果を踏
まえ、改善項目の共有を図ったほか、改善プロジェクト
の設置について、検討を行った。

②【共】人員配置に際し、経営面での効果や採算性
等を考慮したうえで、中長期的な視点から検討を行
う。

②【附】手術室増室に伴う必要な人員について、現場
からのヒアリング及び収支面でのシミュレーションを行
い、６か年の配置計画を作成した。
【セ】施設基準や新たな加算の取得等への対応を図る
ため、新たな人的配置を行った。

⇒人件費・人件費比率（カッコ内は平成27年度実績）
【附】118億円（114億円）・52.8％（51.2％）
【セ】131億円（125億円）・48.9％（47.9％）

〔中期計画目標値〕
人件費比率【附】50％未満、【セ】50％未満

補助金等外部資金の確保

人件費管理
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

①【共】医薬品費の縮減
・附属２病院での共同購入が可能な品目の選定を
行い、価格交渉における効果が期待できる品目に
ついて共同購入を行う。
・引き続き、後発医薬品の採用品目の拡大を図ると
ともに、薬価改定の結果も踏まえ、他病院とのベン
チマークを活用しつつ、単価が高く購入量の多い医
薬品を中心に価格交渉を行う。

②【共】診療材料の縮減及び在庫適正化
・附属２病院での共同購入が可能な品目の選定を
行い、価格交渉における効果が期待できる品目に
ついて共同購入を行う。
・診療材料委員会等において、新規採用の要望が
上がった品目について、同種同効品との比較や費
用対効果の十分な審議を行う。
・在庫数の把握や使用期限管理の徹底により、在庫
の適正化や期限切れ未使用廃棄となる診療材料の
削減を行う。

①
【共】医薬品のうち外用薬72品目について２病院での共同
価格交渉を行い、調達コストを低減した。
【附】後発医薬品については、年度当初より、積極的に導入
を行った。また、高額医薬品や購入数量の多い品目を中心
に価格交渉を行った。
【セ】・医薬品の購入価格に関するベンチマークデータを活
用し、目標設定を行ったうえで、副院長や薬剤部等との連
携による薬価交渉を行った。
・また、薬事委員会において、新規新製品の採否に経営的
な視点を反映させたほか、医師と連携した価格交渉を行っ
た。

⇒後発医薬品採用率（H28実績）（カッコ内は平成27年度実
績）
【附】28.4％（27.5％）
【セ】29.5％（26.4％）

②【共】中心静脈カテーテル、整形外科関連の診療材料つ
いて、共同購入を行った。
【附】診療材料委員会や削減部会等を開催し、安価な同等
品への採用品の見直しや不動在庫の削減、価格交渉等を
進めた。
【セ】・診療材料委員会において、新規新製品の採否に経
営的な視点を反映させたほか、医師と連携した価格交渉を
行った。
・ＳＰＤ業者と連携し、同種同効品への切り替えや不動在庫
の削減、価格交渉等を進めた。
⇒医薬材料費比率（カッコ内は平成27年度実績）
【附】37.8％（37.6％）
【セ】38.1％（37.7％）
〔中期計画目標値〕【附】35％未満【セ】33％未満

③【共】医療機器の購入価格の抑制
・附属２病院での共同購入が可能な品目の選定を
行い、価格交渉における効果が期待できる品目に
ついて共同購入を行う。（再掲）

【共】医療の先進化・高度化により、抗がん剤等の高額な医
薬品や、心疾患の治療等に用いられる診療材料（カテーテ
ル等）の使用量が増加したことに加え、センター病院におい
ては、重症外傷患者の受入に伴う輸血製剤等の使用増に
より、医業収益における医薬材料費の比率は増加傾向と
なっている。
　しかしながら、上述の取組に加え、診療機能の拡充や、新
たな診療報酬体系に沿った施設基準への対応など、収支
改善に向けた取組を着実に実施し、診療収益に占める医薬
材料費比率の抑制に努めている。

③【共】高額医療機器の放射線器機（ＣＴ２台、ＭＲＩ１台）に
ついて、共同購入を行った。（再掲）

機器・医薬材料等の購入における、適正化及び効率化の推進並びに附属２病院の連携
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

①【共】メディカルソーシャルワーカー等による専門
性を生かした患者相談、「患者の声」の業務改善へ
の反映等を引き続き充実させる。

②【共】入院事務に関する受付・調整窓口を一元化
した【附】「入院サポートコーナー」、【セ】「入院セン
ター（仮称）」の円滑な運用を行うとともに、退院調整
機能の集約について、検討を進める（再掲）ことによ
り、患者の利便性向上を図る。

③【共】例年と同様に、外来の満足度調査を実施す
るほか、院内に設置した【附】患者サービス向上委
員会、【セ】ＴＱＭ委員会※で患者満足度向上のた
めの検討を行う。

④【共】地域がん診療連携拠点病院として、がん治
療に伴う様々な相談窓口となるがん相談支援セン
ターの機能の充実を図る。

①④【共】医療ソーシャルワーカー等による患者相談を
着実に実施したほか、社会保険労務士（【附】定期派
遣、【セ】随時派遣）による「がん患者の就労相談」を新
たに開始した。

②【附】昨年度に運用を試行した「入院サポートコー
ナー」に専任看護師を配置し、入院患者への支援を強
化した（10月より専任看護師を3名に増員）。（再掲）
【セ】「入院センター」を開設したほか、平成29年度の
「入退院センター」開設に向け、地域連携室の整備と
開設後の運用方法等に関する調整を行った。（再掲）
【共】また、退院調整機能の集約について、平成29年
度中の運用開始に向けた検討を進めた。（再掲）

③【共】外来患者を対象に行った満足度調査や院内投
書の情報について、各種会議で共有し、院内の患者
サービスに繋がる取組について検討を行った。
【セ】・入院センターの待合場所の確保のため、ATMの
移設を行ったほか、円滑な患者動線を確保するため、
院内のサイン改修を行った。
・また、会計の待ち時間の縮減を進めるため、会計表
示システムを購入した。

⑤【附】平成26年度に移転・拡充した化学療法セン
ター跡地を活用し、採血室の拡張と外来診療ブー
スの混雑緩和を図る。（再掲）
【セ】診療機能の向上と患者の利便性の向上を図る
ため、本館３階の旧カルテ庫跡地等を活用して、地
域医療連携を推進するスペースを拡充するととも
に、診療スペースの再編等を行う。（再掲）

⑥【セ】来院患者の相談事項・苦情等を一元的に受
け付ける「統合サポートセンター」の運営により、患
者のニーズに的確に対応する。

⑦【セ】オリンピック・パラリンピック東京大会開催等
を機とした外国人患者の増加に対応するため、引き
続き、通訳の配置・運用を実施するほか、通訳クラウ
ドサービスの導入を検討する。

⑤【附】化学療法センター跡地を改修し、採血室の拡
張を行うとともに外来に各診療科・部署が共用で利用
できる診察ブースを整備し、混雑緩和や待ち時間の短
縮につながった。（再掲）

【セ】・旧カルテ庫跡地の再整備については、年度前半
に、整備後の運用方法等について、診療科や各部門
との調整を行ったほか、年度後半には、設計・積算等
の契約準備と契約を進め、順次、工事を開始した。（再
掲）

⑥【セ】「統合患者サポートセンター」を「総合サポート
センター」に改称し、その役割を患者の相談窓口から、
患者と医療者の橋渡し役としての位置づけに変更し、
活動を継続した。

⑦【セ】医療通訳コーディネーターを新たに１名配置
（計２名・中国語）するとともに、医療通訳クラウドサービ
スを導入し、外国語対応の充実を図った。

（３）　病院機能の充実

患者支援体制の充実
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

①医療機器・設備
【共】患者に及ぼす影響や採算性等、様々な視点か
らきめ細かく評価し、優先順位をつけながら、計画
的に購入・整備していく。
【附】
・手術件数の増加に対応するため、ICU・HCU等の
重症系病床の再編整備を進め、重症系部門システ
ムを導入する。（再掲）
・手術待ち件数の解消と更なる手術件数の増加を
図るため、手術件数の増加に伴い飽和状態にある
中央手術室を増室する。（再掲）
・患者へのサービス提供の強化と機能の向上を図る
ため、中央待合ホールを改修し、入退院支援機能
を集約する。（再掲）
・平成26年度に移転・拡充した化学療法センター跡
地を活用し、採血室の拡張と外来診療ブースの混
雑緩和を図る。（再掲）

①【共】高額医療機器の放射線機器（ＣＴ２台、ＭＲＩ１
台）について、共同購入を行った。（再掲）
【附】・中長期的な視点に基づき、各診療科、中央部門
にヒアリングを実施した上で、計画的な更新を行った。
・重症系部門システムの導入により、周術期全体の業
務効率化が可能となった。（再掲）
・中央手術室の２室増室、及び麻酔科控室等の改修を
実施した（運用は平成29年４月から）。（再掲）
・昨年度に運用を試行した「入院サポートコーナー」に
専任看護師を配置し、入院患者への支援を強化した
（10月より専任看護師を３名に増員）。（再掲）
・化学療法センター跡地を改修し、採血室の拡張を行
うとともに外来に各診療科・部署が共用で利用できる診
察ブースを整備し、混雑緩和や待ち時間の短縮につ
ながった。（再掲）

【セ】
・各診療科で高度な医療を支える医療機器や、診
療を支えるインフラとしての画像システム・放射線機
器などについて、患者に及ぼす影響や採算性等を
きめ細かく評価しつつ、投資的な視点も加え更新を
進める。（再掲）
・診療機能の向上と患者の利便性の向上を図るた
め、本館３階の旧カルテ庫跡地等を活用して、地域
医療連携を推進するスペースを拡充するとともに、
診療スペースの再編等を行う。（再掲）

【セ】・その他の高額医療機器についても、メーカー間
の競争を促す取組等を進めたことで、過去の実績に比
べ、落札額を抑えることができた。（再掲）
・医療機能の拡充に向けた旧カルテ庫跡地の再整備
については、年度前半に、整備後の運用方法等につ
いて、診療科や各部門との調整を行ったほか、年度後
半には、設計・積算等の契約準備と契約を進め、順
次、工事を開始した。（再掲）
・その他、ＣＴ等の検査機器の購入に合わせ、検査室
の工事を行った。（再掲）

②病院情報システム
【共】２病院の次期病院情報システム更新に係る計
画等について検討を進める。
【附】平成29年度に更新時期を迎えるフイルムレス
システム、臨床検査システム等の各システムの更新
計画を決定する。

②【共】次期病院情報システムの更新に向け、ＩＣＴ推
進担当課の職員と２病院のシステム担当の職員とで、
随時、打ち合わせを行い、ＩＣＴ推進計画（案）に基づく
病院情報システム更新の方向性について検討を行っ
た。
【附】平成29年度に更新時期を迎える各システムにつ
いて、画像保存領域を拡張したうえでフイルムレスシス
テムの再リースを行う等の対応方針を決定した。

医療機器、設備及び医療情報システム（電子カルテを含む）などの計画的導入・更新
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

①【附】推進委員会及びワーキングにおける自己評
価結果に基づく改善活動に取り組み、今年度の病
院機能評価の受審に備えるとともに、受審後も継続
して医療の質を改善していく体制を整える。

②【セ】前回の病院機能評価の評価結果を踏まえ、
引き続き、必要な改善に対する取り組みを実施し、
「期中の確認」を受ける。また、継続受審についての
検討を行う。

①【附】推進委員会及びワーキングを設置し、課題の
洗い出し、改善を行うほか、日本医療機能評価機構か
らサーベイヤーを招いて模擬サーベイを実施する等、
入念な準備を行い、12月に受審した。その結果、自己
評価よりも高い評価を得ることができた。引き続き検討
していくべき課題については、既存の委員会等を通し
て、継続的に改善に取り組んでいく。

②【セ】・日本医療機能評価機構から認定を受けた「病
院機能評価」について、期中の確認を行った。
・引き続き、改善項目に取り組むとともに、第３期中期
計画において、継続受審に向けた取り組みを進めるこ
とを決定した。

①【共】広報誌の定期発行やWebサイトを通じた情
報発信を行う。Webサイトについては情報内容の充
実や更新時間の短縮化を図る。

②【共】市民向け医療講座等へ講師を派遣し、市民
の生涯学習や健康増進の機会確保に寄与する。

①【共】各診療科の担当医表を中心とした記事の更新
を進めたほか、２病院が連携し、Webサイトのトップ
ページのリニューアル作業を進めた。
【附】広報誌やWebサイトを通じた情報発信を行った。
特にWebサイトについては、更新担当者向け研修の実
施や一部ページのシステム移行により、内容の充実や
更新時間の短縮化を行った。また、Webサイトトップ
ページへのトピックス掲載や、プレスリリースを通じ、院
外への積極的な情報発信を行った。
【セ】一般広報紙「十全」を発行し（２回）、各診療科の
紹介（「腎臓・高血圧内科」、「オペチーム」）や被災地
派遣におけるDMAT・DPATチームの活動内容等の広
報を行った。

②【共】・市民医療講座等に医師を講師として派遣し、
市民の医療知識の向上と２病院のＰＲを行った。
・がん患者支援について、チャリティーウォークイベント
であるリレー・フォー・ライフ・ジャパン2016（みなとみら
い・新横浜）に参加・出展し、本学のがん治療における
特色や取組をPRした。（再掲）

（４）　広報・市民啓発の充実　【地域貢献】

病院機能評価の継続取得

医療講座及び広報の充実
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

【共】診療情報を医療の更なる質の向上や、病院経
営の改善等につなげるため、病院情報システムに
蓄積されたデータ、DPCデータ、稼働額データなど
を統合・分析し、クリニカルパスの改善や、医療の
質、病院経営の向上に向けた施策に活用する。

【附】DPCデータ、稼働額データなどを用いて分析を行
い、その結果を各診療科のカンファレンスに赴き説明
することで、医療の質や病院経営の改善につなげてい
る。

【セ】・各月の稼働額や各種経営指標等を定期的に集
計し、管理会議等で報告を行ったほか、次期中期計画
の目標を策定するための材料等として活用した。
・経営改善ワーキングを開催し、新たな施設基準や加
算への対応について、情報共有を図ったほか、課題の
解決に向け検討を行った。
・外部のコンサルタントを活用し、一部の診療科につい
て、DPCデータのベンチマーク分析を行ったほか、分
析結果を踏まえ、科ごとに検討会を行い、検査項目や
在院日数の見直しを進めた。
・これまで情報管理運営委員会の下部組織であったク
リニカルパス小委員会をクリニカルパス委員会へ格上
げし、活動を推進した。（再掲）
・また、電子パスの実績データを抽出し、使用頻度の
高いクリニカルパスのバリアンス分析を行い、クリニカル
パス大会で発表するなど、院内の意識改革を進めた。
・さらに、パスの審査を実施する承認部会を委員会に
設置し、パス委員及び医師、看護師等が協力してパス
の質改善を推進した。

①【共】医療の質を客観的に評価するためのクリニ
カルインディケーターについて、継続して計測して
いる指標を引き続き算出するほか、その他適正な指
標の採用について検討する。

②【共】次期中期計画期間における目標値の検討
を含め、病院運営にかかる指標の整備を行う。

①【共】国立病院機構が公表している指標を参考に、２
病院共通のクリニカルインディケーターを策定した。算
出した数値は２病院及び国立病院機構の平均値を比
較できるような様式でホームページに公開した。

②【共】２病院で連携し、第３期中期計画に盛り込む各
種指標の決定および目標値の設定を行った。

（５）　各種指標の整備・活用

附属２病院間における指標の整備

病院情報システム（電子カルテを含む）等診療データの有効活用
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

　平成28年度末の第３期中期計画確定に向けて、
各会議体や職場を超えた議論を深めるとともに、教
職員からの意見の集約等を進める。また、各学内・
院内報や各会議を通じて、随時教職員に向けて検
討状況等の情報を発信し、理事長・学長をはじめと
するトップの方針周知や現場の課題の共有等を行
う。

各課の企画担当者会議を定期的に開催することで、
幹部の意見をダイレクトに伝えてきた。また、経営方針
会議や合同調整会議については、ペーパーレス会議
を推進するなど、会議運営のあり方を見直すことで議
論を交わす機会を設け、トップの方針や現場の課題を
共有してきた。さらに、YCU法人Newsの記事内容を見
直し法人経営の取組を中心に教職員に伝え、スピード
感をもって取り組める組織風土の構築に努めた。

Ⅲ　法人の経営に関する目標を達成するための取組
　Ⅲ－１　業務運営の改善に関する取組

１　ガバナンス及びコンプライアンスの強化など運営の改善に関する取組

大学の活動や経営方針等に関する情報周知など学内コミュニケーションの改善

（１）　ガバナンスの強化・コンプライアンス体制の充実
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

【研究不正防止】
　文部科学省の公的研究費に関するガイドライン改
正及び研究活動に関するガイドライン策定に基づ
き、研究費不正防止計画推進委員会の組織再編を
行うとともに、意識啓発の更なる推進、論文不正防
止に向けた環境整備、学生に対する研究倫理教育
の充実を図り、研究不正防止対策を強化する。

【内部監査】
　公的研究費等の適正執行に重点を置き、「研究機
関における公的研究費の管理・監査のガイドライン
（実施基準）」に準拠し、他大学の手法等も踏まえた
より効果的な内部監査を実施するとともに、実施後
は内部監査結果の改善要請事項等のフィードバッ
クや周知・徹底を図る。また、引き続き、内部監査、
監事監査、会計監査人監査の連携を進める。

【研究不正防止】
・論文不正防止に向けた環境整備として、論文不正防
止ツール（iThenticate、コピペルナー）の運用を9月より
開始した。
・研究倫理教育として、学生、教職員を対象としたCITI
e-learning研修を実施し、ほぼすべての対象者が受講
した。
・研究費を受けているまたは研究費に関する業務を行
う全教職員を対象に、不正を行わないとする大学に対
する誓約書の提出を実施した。
・研究費不正防止計画推進委員会を2月に開催、委員
会の目的、メンバー構成の見直しを行い、研究費に留
まらない、研究行為全般に亘って管轄し、法人全体で
不正が起こらないよう注意喚起・管理を進めて行くこと
ができる体制へと見直しを図った。また、新たに研究公
正検討会、研究公正部会を委員会の下に設置し、平
成29年度より機能させることとした。

【内部監査】
　公的研究費等が適切に執行されているかどうかを重
点項目として、支払証憑等の書類閲覧による監査（通
常監査）及び関係者へのヒアリングによる監査（特別監
査）を行った。
　実施後は、監査結果の教職員へのフィードバックや
会議等での報告、電子メール配信等により、監査意見
や提言事項の周知徹底を図った

【コンプライアンス】
　コンプライアンスに関する通知発信や研修の実施
等により、継続して注意喚起や意識啓発に努め、コ
ンプライアンスを重視する組織風土づくりを進める。
また、内部通報制度委員会やコンプライアンス推進
委員会の適正な運用を行い、組織的なコンプライア
ンス推進体制の強化を行う。

【ハラスメント】
　オリエンテーション期間での学生への研修実施
や、全教職員を対象にしたeラーニングによる研修
等の各種啓発活動を実施し、学生や教職員にハラ
スメント防止や対策についての意識を浸透させると
ともに、相談案件等については適切に対応する。

【コンプライアンス】
　不祥事が続いたため、６月16日に臨時の合同調整会
議（全教職員管理職が対象）を開催し、理事長からコ
ンプライアンスの徹底について講話を行った。併せて、
教職員に対してもメール等で理事長メッセージを発信
した。また、７月11日には、理事長ダイレクトメール（教
職員から理事長に直接、意見や提言ができる仕組み）
を開始した。
　また、10月から、継続的な情報発信として「ＹＣＵ法
人Ｎｅｗｓ」（毎月発行している法人教職員向け情報紙）
にコンプライアンスに関する記事の連載を開始した。
　研修については、10月に全教職員を対象にeラーニ
ング講座を、12月に大学におけるコンプライアンスを
テーマとした集合研修を、1月に心がコンプライアンス
に及ぼす影響をテーマとした集合研修を、それぞれ実
施した。また、集合研修を録画して、後日、研修を受講
出来なかった教職員がパソコン上でも視聴できるように
した。

【ハラスメント】
教職員、新入生に啓発用パンフレットを配付するととも
に、新採用職員、新入生を対象とした研修を実施し
た。教職員向けの研修については、アンガ-マネジメン
トの専門家である本学教員やハラスメントを専門とする
弁護士監修の下、e-ラーニングコンテンツを作成し、
10月に実施した（受講率70%）。

コンプライアンス推進体制の強化・ハラスメントの防止と対策・内部監査の充実
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

　教員採用については、引き続き公募制を原則と
し、面接、模擬講義等により人物評価を適正に行
い、優秀な教員の採用を進める。また、第３期中期
計画を踏まえ、教員採用計画の見直しに向けた検
討を行う。

学内外からの委員で構成される人事委員会におい
て、教員採用における発議、選考結果等について審
議し、適正に採用選考を実施。
採用については、原則、公募とし、２３件の公募を実施
・採用　１５件
・現在選考中（公募中含む）　８件
・採用に至らなかった件　０件

　平成27年度に引き続き実施する人事制度等検討
委員会での検討結果を踏まえ、教員評価制度がよ
り教員の能力・モチベーション向上につながる効果
的な運用ができるよう継続して改善する。

平成28年度から実施している《SD（Self Development)
制度》について、各教員の自己評価登録が適切に実
施されている。
また、教員のモチベーションの向上に繋がる新たな制
度について、教員に対するヒアリングを実施するととも
に、人事制度等検討委員会において検討した結果、
平成２９年度より学長表彰を新設することとした。

　労働契約法の改正を踏まえた任期制の運用、年
俸制、評価制度を継続するとともに、特別研究期間
（サバティカル）制度、クロスアポイントメント制度を効
果的に運用し、教員のモチベーション向上や優れ
た人材確保につなげる。

任期制について、平成25年の労働契約法の改正を踏
まえ、制度を見直し、平成28年度から新たに無期労働
契約へ転換する制度を導入。12月の人事委員会にて
転換審査を実施した。サバティカル制度については、
平成28年度は、７月に募集を開始し、４名が申請した。
また、クロスアポイントメント制度を活用し、国際総合科
学群で1名の専任教員を平成29年４月より招聘採用す
ることとした。

　子育て支援制度の案内資料を改定し活用を促す
とともに、祝日授業実施日等のイベント時の一時保
育についてニーズを調査し、実施する。
　また、引き続き、英語版の就業関係書類の作成等
を進め、外国籍教員に対し本学での就業等に関わ
る情報を提供する。

・子育て支援制度の案内については、本学学内用ウェ
ブサイトなどにより継続的に周知をしている。
・大学入試業務時の一時保育を学内会議室を利用し
実施。
・学年暦の変更に伴う一部祝日の授業開講に対応し、
一時保育を学内会議室を利用し実施した。
・外国籍教員に対する情報提供については、主に入
管に係る手続き案内や各種証明書の英訳版対応等、
その都度、適宜、情報提供している。

教員評価制度の効果的運用

任期制・昇任等の運用方法見直し、職階制の見直し

教職員、外国籍教員の労働環境整備

２　人材育成・人事制度に関する取組

（１）　教員の人事制度の効果的な運用

戦略的方向性に基づく教員採用と人員配置の適正化
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

　平成28年４月に改定する新たな「人材育成プラン」
に基づき、研修の充実化等により、法人職員として
のプロフェッショナルを目指した人材育成を進める。
　また、「第３期ワーク・ライフ・バランス行動計画」等
に基づき、女性の活躍推進や働き方の変革に向け
た取組を推進し、全ての職員が意欲と能力を十分
発揮できる職場環境作りを推進する。

 平成27年度の「課長級職員育成プロジェクト」での検
討結果を踏まえ、８月に「大学職員・病院職員としての
プロフェッショナルを目指した人材育成」を策定し、
「YCUアクション～事務系職員行動指針」の制定（９
月）や管理職研修の強化や研修の充実を進めた。
　また、働きやすい職場環境づくりを推進するため、６
月に県内大学初となる「イクボス宣言」を行うとともに、
12月には「ケア」と「ワーク」を考えるダイバCaféカフェを
開催した。
　さらには、女性の活躍推進やワーク・ライフ・バランス
に係る教職員の実態を把握するため、10月に「教職員
意識調査」を実施するとともに、調査結果を踏まえ、男
女ともに働きやすく、意欲や能力が生かせる職場づくり
に向けて、女性活躍推進法及び次世代育成支援対策
推進法に基づく行動計画（平成29～31年度）を３月に
策定した。

　固有職員の育成と管理職への登用を推進し、職
員の固有化率を着実に高めていく。

　４月の人事異動により、固有化率は70％を超過した。
人事異動の機会を捉え管理職の内部登用を進めると
ともに、市職員の法人転籍を促す等、固有化率を高め
た。
　今後、更なる固有化率促進に向けて、関係機関との
調整等により市派遣解消を進めていく。

①法人全体の相談対応の充実を図り、関係部署と
の連携を強化する。
②健康診断時のメンタルヘルス・スクリーニングの結
果に基づきフォロー及び心身両面のデータ分析を
実施する。また、ストレスチェック制度の導入と事後
指導の充実を図る。
③セルフケア、ラインケア、障害理解等の教職員研
修を実施する。
④ホケカンニュースの毎月発行、ウエブサイトの更
新等による心身の健康に関する啓発を行う。

①相談対応の充実を図るため、必要に応じて適宜関
係部署との調整を行い、連携強化を図った。
②健康診断結果に基づき、メンタルヘルス不調者への
アプローチや面談の実施、及び２次検査の必要な職
員への受診勧奨を実施した。
　また、ストレスチェックも計画通り実施し、高ストレス者
で面談希望者への面談を実施した
③７・８月に障害理解のための研修を実施し、11月に
はセルフケアに関する研修を実施した。
④ホケカンニュースを毎月発行すると共に、ウェブサイ
トも利用して衛生ニュースの掲載などを実施した。

（３）　教職員の心身ケアの充実

（２）　職員の人材育成とモチベーションの向上

職員の能力開発とモチベーション向上

法人職員の育成状況にあわせた市派遣職員の転換

教職員のメンタルヘルスケアの充実
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

　横浜市による金沢八景キャンパスの耐震補強事
業をともに実施する。平成28年度は、理学系研究棟
改修工事等を行う。

　理学系研究棟の改修工事については教員や施工者
との調整を図り、予定通り終了することができた。
　理学系研究棟への移転は、約５か月間の長期間に
渡る大規模な移転作業となったが、関係者と綿密な調
整を行い、予定通り終了することができた。

①医学部外壁補修工事（教育実習棟及び体育館）
の実施。
②各種空調整備の更新を行う。

①過去に実施した他の建物と同様に横浜市建築保全
公社に委託し、業者選定にかかる仕様やスケジュール
を横浜市建築保全公社と調整し、工事を実施すること
ができた。
②上半期に入札によって実施業者を決定し、スケ
ジュール通りに工事を進めることができた。

　学内の業務システムについて検証・評価し、第3期
IT環境整備計画を策定する。また、本校舎、理科館
の耐震補強整備及びYCUスクエアの新設に伴い、
各建屋のLAN環境を構築する。

　事務局長を中心として、情報教育に関連する教員及
び情報システムに関わる職員を構成員としたICT検討
会を立ち上げた。ICT検討会では、法人のICT環境に
関わる課題の洗い出しと、課題解決に向けた方向性に
ついて議論し、具体的な取組を明記したICT推進計画
を策定した。
　八景キャンパス耐震整備事業に伴う各建屋のLAN環
境構築についても、理科館から理学系研究棟への円
滑な引越しのため、進捗に遅れを来さぬよう実施した。

　本学の環境管理システムの運用により、継続的な
省エネルギー活動の取組を推進するとともに、地球
温暖化対策の視点から、電気・ガス使用量を削減す
る。

　順次空調を効率の良いものに更新すると共に、教室
の空調を朝から継続して運転することで、昼の電力
ピーク時間帯の空調負荷を下げ、消費電力のﾋﾟｰｸｶｯﾄ
ができるか試行するなど、省エネルギーの取り組みをし
た。

（１）　施設整備と環境改善

省エネルギー

３　大学の発展に向けた整備等に関する取組

横浜市と連携したキャンパス整備（建物の耐震補強事業）

医学部施設修繕

IT環境の整備(法人運営・教育研究）
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「事業の概要」

　防災に関する取組として、災害対策マニュアル
（地震編）及び大地震対応マニュアル（ポケット版）
の更新、ＡＥＤの使用法等を記載した教職員向けの
緊急時対応マニュアルの配付を行う。また、各種防
災訓練を行うとともに、平成27年度に導入した「安否
確認システム」の有効活用策を検討し、危機管理体
制の強化を図る。

　４月に新入生や新たに市大に配属された教職員に
対して、「大地震対応マニュアル」を配布するとともに
危機管理（安否確認システムやＡＥＤの設置場所等）
に関する説明を行った。５月に金沢八景キャンパス動
員訓練（20名参加）、７月に第１回普通救命講習（22名
参加）、10月に六浦消防出張所と連携した消防訓練
（89名参加）、１月に第２回普通救命講習（17名参加）、
３月に安否確認訓練（参加対象6,639名）を実施した。
安否確認システムについては、初めてセンター病院管
理部から訓練メッセージの送信を行った。

　国や市の動向を確認しつつ、メディア等で広く情
報収集を行い、引き続き他大学や企業との連携の
あり方について検討を進める。

　市が設置する「大学・都市パートナーシップ協議会」
を通じて本学にとって必要な情報を市内大学を中心に
収集に努めた。
　また文科省や公大協へ定期的に訪問するなど、国立
大学を中心に改革・改善の取組や最近の動向に関す
る情報収集に努めた。併せてインターネットや新聞等
のメディアを利用した情報収集を行った。

①医学研究科との連携を更に深化させる。
②理化学研究所及び産業技術総合研究所との連
携による生命医科学分野の教育・研究の強化を行う
とともに、更に他機関との連携について検討する。

①生命医科学研究科と医学研究科との連携セミナー
を７月と11月に相互に実施した。各研究科から２名の
教員が講演を行い、鶴見（７月）46名の参加があった。
福浦では（11月）51名の参加があった。相互理解の端
緒として貴重なものであったという評価がなされた。
②理化学研究所及び産業技術総合研究所との連携を
継続した。平成28年度から副指導教員による学生との
面談を開始し、連携大学院教員、本学教員が相互に
学生の状況を理解し、教育の強化が図られた。他機関
との連携については、国立医薬品食品衛生研究所と
の間で教育研究連携協定を締結した。

生命医科学分野の再編<<再掲>>

（２）　大学間連携の構築に向けた検討

大学間連携の構築に向けた検討

危機管理体制の推進
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「事業の概要」

　学外に公開する情報の見直し・検討を進め、大学
ポートレートや大学Webサイト等の情報を更新する。
また、第３期中期計画に基づき、本学の重点取組内
容を積極的に学外へ公開する。

財務情報や平成27年度の業務の実績に対する評価
結果等の法人情報について、適切な管理の下、Web
サイトにて公開を行った。また、　ホームページのリ
ニューアルに合わせて、情報を整理し法人情報が外
部から閲覧しやすいように見直しを行った。下半期は
引き続き情報公開の見直しと大学ポートレートの更新
を行った。

　個人情報の取り扱いに係る自主点検・相互点検・e
ラーニングを用いた研修を実施するとともに、個人
番号関係事務を扱う所属を対象に特定個人情報の
取扱いに関する研修も実施する。
　また、情報資産管理の強化を行うとともに、引き続
き、事務部門の課長職で構成する個人情報保護責
任者会議にて、意識改革・職場風土の改善に向け
た議論を行い、組織的な個人情報保護体制の強化
に取り組む。

　当初予定どおり、個人情報及び特定個人情報※の
取り扱いに係る自主点検及びeラーニングを用いた研
修を実施した。また、今年度から、情報セキュリティ対
策を推進するため、情報セキュリティに関する自主点
検及びeラーニングを用いた研修を併せて実施した。
　下半期には、相互点検を実施し、全課に対し点検結
果の報告を行った。
　各点検及び研修等を通じて、組織的な個人情報保
護体制の強化に取り組んだ。

※特定個人情報の取扱いに関する自主点検は、関係
部署のみ実施。

　引き続き大学データの整備や学内への情報提供
を行い、第３期中期計画策定等に活用する。

　平成27年度データを収集し、経年比較が出来るよう
学内データ集を更新した。
　また、今後第3期中期計画の策定にあわせて指標項
目を設定するとともに、他大学とのベンチマークがとれ
る指標項目の設定を行った。

（２）　個人情報の保護

（３）　大学データの蓄積・活用

個人情報管理の徹底

大学データの整備・活用

４　情報の管理・発信に関する取組

（１）　情報の提供及び公開

各種情報・自己評価のタイムリーな公開
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「事業の概要」

　平成27年に制定した広報の基本方針を学内で共
有し、本学のブランド確立等に向けたより戦略的・体
系的な広報活動を展開する。また、大学Webサイト
を大幅改定し、スマートフォンでの閲覧を意識した
改善等を行い、受験生を中心とした様々なステーク
ホルダーへの発信力を高める。さらに、新聞・雑誌
等への広告記事掲載や記者との関係構築を行い、
知名度向上等につなげる。

  大学Webサイトのフルリニューアルを行い、平成28年
12月1日にサイトを更新した。
これにより大学のキャンパス風景や受験生が求める情
報を、ビジュアルでわかりやすく伝えるための基盤を整
備することができた。
  発信力の強化では、大学イメージの訴求として海外
向け、受験生向け動画を制作し、YouTubeで海外向け
動画が3,020回（8月～3月）、受験生向け動画が3,545
回（1月～3月）視聴されている。（再生回数はいずれも
YouTubeのアナリティクスによる。）
新聞等を通した情報発信としては、横浜市政記者クラ
ブや文部科学記者会所属の記者への個別アプローチ
も含め、メディア関係者との関係構築を行い、記者発
表は年間115件（3/31現在）、Webも含め記事掲載率
は72.2%（83件）となっている。また、広告掲載では、朝
日新聞7/27朝刊の全面広告や、twitter・facebook広告
等を行うとともに、媒体別に効果検証を行った。

　平成27年度から発行を開始した卒業生向け広報
誌「YCU通信」を引き続き定期的に発行するほか、
ホームカミングデーの開催、同窓会組織の会合へ
の参加を通じて関係強化を図るとともに、キャリアサ
ポーターの集いを開催し、特に若い世代の卒業生
とのつながりも強化する。
　さらに、卒業生による講義の実施等、教育への協
力について関係部署と連携し、ニーズの把握や卒
業生と大学との橋渡しを行い、更なる関係強化を図
る。

　今年度特に力を入れた卒業生向けの情報発信につ
いては、「YCU通信」を約1万1000人に年2回発送し、
夏号で学生の留学リポート特集と合わせて「YCU留学
サポート奨学金」への協力を呼び掛けたところ、寄附件
数が増加し、母校を支援する卒業生を増やすことがで
きた。また、7月から若い世代の卒業生をターゲットとし
たSNS（Facebook,Linkedin）による情報発信を始め、最
近の出来事や四季折々のキャンパスの風景など身近
に感じてもらえるような情報を週１回のペースで発信し
ている。イベントについてはホームカミングデーを刷新
し、気軽に母校を訪れる機会となるよう企画・開催した
ほか、11月には名誉教授の西郷信綱生誕100年回顧
展を開催し、貴重な自筆資料をはじめ鎌倉アカデミア
など大学の歴史を振り返る展示と記念講演により卒業
生や元教員、一般参加者など多数の来場者を迎え、
旧交を温める機会ともなった（延べ人数：回顧展189
名、記念講演269名）。その他、同窓会組織の地方支
部総会に参加し、大学の取組を説明して支援を呼び
掛けたほか、同窓会開催時に大学資料を送付するな
ど個別のつながりを大切にするとともに、卒業生のゲス
ト講師招聘が契機となり海外インターンシップの新規
受入先の開拓につながるなど、学生支援のための卒
業生連携を進めることができた。

（４）　大学広報の充実　【地域貢献】

大学情報の積極的な発信

卒業生とのつながりの活性化
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「事業の概要」

　寄附金を原資とした留学支援のための奨学金制
度新設、附置研究所への寄附の開始等、寄附金の
使途をより明確化した寄附募集を実施する。また、
教職員幹部を中心に組織的な周知活動や募金活
動を実施するほか、高額寄附者への対応を充実さ
せるなど、法人や大口寄附獲得に向けた取組を進
める。さらに、寄附金の活用報告を掲載し寄附者へ
のフィードバックを行うなど、大学Webサイトの充実
を図り、寄附の拡充につなげる。

　センター病院や学術情報センター宛の大口寄附や、YCU
通信の発行（8月、2月）、入学手続書類へのパンフレット同
封によりYCUサポート募金の件数、受入額共に増加した。
（平成27年度比　件数2倍、寄附額2.21倍 ※遺贈1件除く）
　平成28年度　345件　26,749千円 ＋ 遺贈1件 224,274千
円
  平成27年度　173件　12,079千円
　今後の寄附のあり方について、他大学へのヒアリングをは
じめファンドレイザーフォーラムやセミナーへの参加等を通
じて本学の方向性を検討したほか、附属2病院における寄
附募集のあり方について方針を見直し、平成29年度から配
布する病院専用リーフレットの作成など準備を進めた。
　寄附者に対するお礼や報告については、平成27年度の
寄附者に実績報告資料を送付したほか、高額寄附者に本
学への理解を深めてもらうとともに、引き続き支援を得られる
よう経営トップとの懇談会（感謝の集い）を開催した。

　平成27年度に開設したURA推進室では体制の強
化を図り、知財機能の充実や研究支援を拡充する
ほか、更なる外部研究費の獲得や実施体制を充実
する。

・ＵＲＡ推進室では、研究費申請書の作成支援のほ
か、学術的研究推進事業に採択された研究代表者へ
のヒアリングを行い、プレゼン資料のまとめ方支援、外
部研究費の獲得に向けたアドバイス等も行った。外部
研究費獲得に向けたセミナーも通年で開催した。特に
科研費については文科省から講師を招き、科研費制
度の改正等に関する説明会も実施した。また、学内共
同研究の促進に向け、若手研究者同士の交流セミ
ナーの開催や、英語論文作成支援として、外部講師を
招いた論文セミナーを開催するなど、研究力強化に向
けた支援も行った。（セミナー開催数：15回）

・大学が保有する知的財産（特許等）の効果的な活用
を図るため、新たに知的財産戦略委員会にKAST、
IDECより医系分野に強い2名の外部有識者を迎え、体
制強化を図った。また、国の動向等を踏まえた新たな
知財の活用方針について検討を行い、次年度から具
体的な取組を進めていく。そのほか、企業等とのマッチ
ング機会の拡大や特許等の効果的な導出を図るた
め、外部TLOを積極的に活用しながら、新たな産学連
携イベントにも積極的に出展を行った。

寄附制度の拡充

研究水準の向上と外部研究費の獲得拡大<<再掲>>

Ⅲ　法人の経営に関する目標を達成するための取組
　Ⅲ－２　財務内容の改善に関する取組

１　運営交付金に関する取組

２　自己収入の拡充に関する取組

（２）　寄附制度の充実等による自己収入の確保

72



平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

　金融情勢や市場金利動向等を踏まえた余裕資金
の効率的運用や 、施設開放による使用料の確保、
エクステンション講座の開催、印刷物やWEBページ
を活用した広告料収入の拡大等を通じ、自己収入
の確保に取り組む。

　余裕資金の運用やエクステンション講座収入につい
て、計画的に実施するとともに、平成27年度に建設さ
れたYCUスクエアも含め、施設を開放し使用料の確保
に努めた。また、これまで広告を導入していなかった広
報物への広告の導入など積極的な広告料収入の確保
に向けて取り組んだ。

【経年推移　（単位：千円）】
　受取利息　　施設利用料　エクステンション講座収入
平成28年度　1,932　　48,924　　140講座　　19,232
平成27年度　3,672　　20,984　　118講座　　17,962
平成26年度　2,525　　19,057　　117講座　　17,077
平成25年度　3,530　　20,760 　　93講座　　 19,550

　職員人件費については、既存の事務事業や執行
体制の見直し、アウトソーシングの活用等による業
務の進め方・手法の見直しなどによる効率化を進め
る。
　教員人件費については、国際総合科学部・大学
院では、大学のミッションに基づくコース・研究科の
再編やカリキュラム見直し等を踏まえ、計画的な採
用・昇任を実施する。医学部では、附属２病院のあ
り方と役割分担を踏まえ、採用・昇任を検討する。
　また、ワーク・ライフ・バランス行動計画に掲げた超
過勤務時間削減目標の達成を目指し、各課の超勤
管理の徹底、ずらし勤務や育児・介護等との両立を
支援する早出遅出勤務の試行による働き方見直
し、全学的な超勤縮減キャンペーン等を実施し、適
正な人件費管理を実施する。

　職員人件費については、常勤職員と非常勤職員との
役割分担の明確化、障害者雇用の促進、事務事業の
見直し等により、効率的な執行体制の構築を進めた。
　教員人件費については、採用計画に則り、適正な採
用・昇任を行った。
　また、超過勤務時間の削減に向けて、各課の超勤縮
減の取組についてヒアリングを行い、効果的な事例を
フィードバックするとともに、ペーパレス化・業務の効率
化を図るため、勤怠管理システムの導入を検討し、平
成29年度中に導入する見通しを立てた。

　発注、契約手続き業務にかかる事務負担の軽減
を行うため、これまで実施してきた取組を踏まえ、更
なる業務フローの見直しと経理業務のマニュアル等
の更新を行う。

　平成27年度末に作成した経理業務マニュアルや見
直しをした契約手続きを適切に運用するとともに、課題
抽出を進めた。その課題解決に向けて３セグメントの関
係部署と連携しながら、マニュアル改訂に向けた作業
等を行うことができた。引き続き、より効率的な業務運
営につながる見直しを進めていく。

発注・支払い業務の効率化

（１）　効果的な人件費管理の運用

３　経営の効率化に関する取組

自己収入の確保（Ⅰ余裕資金の効率的運用、Ⅱ施設開放による収入、Ⅲ公開講座による収入）

適切な人件費管理の実施

（２）　事務改善等による経営の効率化
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平成28年度計画 平成28年度実績

「事業の概要」

　平成27年度計画の自己点検・評価を実施し、課題
を大学運営の改善、第３期中期計画の策定につな
げる。

　平成27年度年度計画における業務の実績報告書を
作成し、課題の抽出行うとともに、改善取組を進めてい
る。
　また、これまでの評価結果については、評価事項及
び指摘事項を第３期中期計画に反映できるよう、有効
に活用している。

　認証評価の受審過程、及び評価結果であげられ
た課題の洗い出しを行い、改善策について検討・実
施する。（以後適宜実施）

平成27年度に受審した認証評価の指摘事項について、最
終評価で「改善を要する点」として指摘された事項の改善状
況は以下の通りである。
・「大学院課程の一部の研究科においては、入学定員超過
率が高い、又は入学定員充足率が低い」について、適正な
定員を見直し、生命医科学研究科博士後期課程は入学定
員を減じた。また、学内推薦の強化、入試説明会、オープン
ラボの開催、日本語学校への訪問等を行い、改善を進めて
いる。
・「卒業後（修了）後、数年経過した卒業（修了）生に対する
意見聴取は、組織的に行われていない。」について、平成
28年8月から10月にかけて、キャリア支援センターで実施し
た。
・「教員個人や研究室ごとで発表した論文、著書及び研究
発表の件数等、研究活動の状況を把握する全学的な体制
が十分ではない」について、学長より全教員にresearchmap
への情報登録義務付けの通知を出し、reseachmapの活用
法に関するセミナー等も開催して利用促進を図り、研究推
進部で登録状況を把握した。

・「外国人学生の受入は、戦略的な取組が不足しているた
め、近年減少傾向にある。」について、平成28年度から英語
で行う授業のプログラム「グローバル・スタディーズ」の開始
を受け、国際教育総会に参加し3校の交換留学を締結し
た。また、アカデミックコンソーシアムメンバー大学から留学
生を確保するため、10週間にわたるYUSS（Yokohama Urban
Solution Studies）プログラムを初めて実施するなど、新規の
取組を開始した。
・「教育の国際化に関して、学内の取組状況を組織的に自
己点検・評価の上、その評価結果をフィードバックするため
の取組及び体制が十分とはいえない。」について、学務・教
務部の下にあったグローバル推進課を平成28年度にグロー
バル推進室に独立させるとともに、平成29年度からはさらに
グローバル教育センターを設置した。

（１）　中期計画・年度計画に沿った事業の進捗管理

Ⅳ　自己点検及び評価に関する目標を達成するための取組

１　事業の進捗管理に関する取組

認証評価の受審に向けた取組実施

自己評価・点検の正確な実施および評価結果の活用
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